
















【休憩室】

貸切営業所休憩室等改修工事

建築改修工事特記仕様書（１４）

建築改修工事特記仕様書（９）

建築改修工事特記仕様書（８）

建築改修工事特記仕様書（７）

建築改修工事特記仕様書（６）

建築改修工事特記仕様書（５）

建築工事特記仕様書（１４）

建築工事特記仕様書（１３）

建築工事特記仕様書（１１）

建築工事特記仕様書（１０）

建築工事特記仕様書（９）

建築工事特記仕様書（８）

建築工事特記仕様書（７）

建築工事特記仕様書（６）

建築工事特記仕様書（５）

建築工事特記仕様書（４）

建築工事特記仕様書（３）

建築工事特記仕様書（２）

建築工事特記仕様書（１）

建築・設備工事共通特記仕様書（５）

建築・設備工事共通特記仕様書（４）

建築・設備工事共通特記仕様書（３）

建築・設備工事共通特記仕様書（２）

建築・設備工事共通特記仕様書（１）

名称

特－24

特－23

特－22

特－21

特－20

特－19

特－18

特－17

特－16

特－15

特－14

特－13

特－12

特－11

特－10

特－9

特－8

特－7

特－6

特－5

特－4

特－3

特－2

特－1

番号

建築主体工事

【公舎】衛生空調設備 1階平面図(改修前)

【公舎】凡例・保温仕様(改修前)

【公舎】空調設備 2階平面図(改修後)

【公舎】空調換気設備 1階平面図(改修後)

【公舎】衛生設備 1階平面図(改修後)

【公舎】凡例・保温仕様(改修後)

【休憩室】空調換気設備 平面図

【休憩室】衛生設備 平面図

【休憩室】衛生設 備器具表、空調換気設備 機器表

【休憩室】配置図

名称

【公舎】電気設備　改修前・後　平面図

【休憩室】電気設備　平面図

幹線設備　配置図

電気設備工事特記仕様書

名称

M-12

M-11

M-10

M-9

M-8

M-7

M-6

M-5

M-4

M-3

M-2

M-1

図面

機械設備工事

E-4

E-3

E-2

E-1

番号

電気設備工事

【公舎】衛生設備 器具表、空調換気設備 機器表(改修後)

名称

A-18

A-17

A-16

A-15

A-14

A-13

A-12

A-11

A-10

A-9

A-8

A-7

A-6

A-5

A-4

A-3

A-2

A-1

番号

【休憩室】凡例・保温仕様

建具取替詳細図・穴塞ぎ詳細図

106号室　浴室詳細図

106号室　１階平面詳細図

105号室　２階平面詳細図

105号室　浴室詳細図

105号室　１階平面詳細図 

103号室　１階平面詳細図

立面図-2

立面図-1・手摺詳細図

１階平面図（改修後）・２階平面図（現況・改修後）

配置兼１階平面図

物置平面図・立面図・断面図

基礎伏図・基礎詳細図

矩計図

面積求積図・建具表

仕上表・平面図・立面図・断面図

敷地求積図

案内図・配置図

【休憩室】

【休憩室】

【休憩室】

【休憩室】

【休憩室】

【休憩室】

【公舎】

【公舎】

【公舎】

【公舎】

【公舎】

【公舎】

【公舎】

【公舎】

【公舎】

【公舎】

【公舎】



建築・設備工事共通（１）

８．工事範囲 　(●印のついた工事種目が、本工事の工事範囲である。） Ⅱ　工事仕様
１．特記事項

（１） 章、項目は、番号の前に●印のついたものを適用する。適用しない項目等は、斜線、又は無印とする。
（２） 特記事項は、●印のついたものを適用する。

Ⅰ　工事概要 ●印のつかない場合は、※印のついたものを適用する。
●印と※印がついた場合は、両方を適用する。

 １．工事名称 ※印を適用しない場合は、○印に変えること。
（３） 本特記仕様書に選択項目がない場合は、空欄等に仕様等を記載する。
（４） 各章の特記事項にある（　　　）内記載番号は下記による。

 ２．工事場所 （建○．○．○）内の表示番号は、公共建築工事標準仕様書（建築工事編）の当該項目・図または表を示す。
（電○．○．○）内の表示番号は、公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）の当該項目・図または表を示す。
（機○．○．○）内の表示番号は、公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）の当該項目・図または表を示す。

 ３．敷地面積 （建改○．○．○）内の表示番号は、公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）の当該項目・図または表を示す。
（改電○．○．○）内の表示番号は、公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）の当該項目・図または表を示す。

 ４．工事内容 新営 （ ● 新築 ○ 増築 ● 改築 ） ○ 改修 ○ （ ） （改機○．○．○）内の表示番号は、公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）の当該項目・図または表を示す。
（共○．○．○）内の表示番号は、公共建築工事標準仕様書（建築工事編）、（電気設備工事編）、（機械設備工事編）に

（１） 新営工事   共通の当該項目・図または表を示す。
（県共○．○．○）内の表示番号は、長崎県建設工事共通仕様書の当該項目・図または表を示す。

（５） Ｇ 印は、長崎県の「環境物品調達方針」の特記調達品目を示す。
（６） 関係法令の改正等により（条例を含む）、工事内容が法令に抵触する恐れのあることを認識した場合には、

その対応について監督職員と協議すること。
（７） 形状寸法の単位は、特記した場合を除き、ミリメートルとする。

２．適用基準等
（１） 図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、次の基準による。

● 公共建築工事標準仕様書　（建築工事編） [ 令和４年版 ] 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修
● 公共建築工事標準仕様書　（電気設備工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 公共建築工事標準仕様書　（機械設備工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 公共建築改修工事標準仕様書　（建築工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 公共建築改修工事標準仕様書　（電気設備工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 公共建築改修工事標準仕様書　（機械設備工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 公共建築設備工事標準標準図　　（電気設備工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 公共建築設備工事標準標準図　　（機械設備工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 建築工事標準詳細図 [ 令和４年版 ] 〃
● 構内舗装・排水設計基準及び資料 [ 平成27年版 ]

● 長崎県建設工事共通仕様書　（令和７年４月）　第１編（共通編）　第１章（総則） 第１節（総則）

ただし、以下については、適用しない。
１-１-１　 適用 ２項　文中　

「長崎県土木工事検査基準」、「長崎県土木工事検査指導幹職務要綱」
３項、４項　文中　

「及び工事数量総括表」
１-１-２　 用語の定義 １項　文中　

「段階確認」
６項　文中　

「工事数量総括表」
14項、36項　全文

１-１-５　 計画工程表 条文表題及び文中
「計画工程表」は公共建築工事標準仕様書に準じて「実施工程表」と
読み替えて適用する。

１-１-６ 施工計画書 １項　文中　（１）～（16）については、以下のとおり読み替えて準用する。
（１） 工事概要
（２） 実施工程表

　 ○ Ⅰ類 　 ○ Ⅰ類 　 ○ Ⅰ類 　 ○ Ⅰ類 （３） 現場組織表
○ Ⅱ類 ○ Ⅱ類 ○ Ⅱ類 ○ Ⅱ類 （４） 施工体系図
○ Ⅲ類 ○ Ⅲ類 ○ Ⅲ類 ○ Ⅲ類 設備概要　（●印のついたものを適用する） （５） 主要工種
○ Ａ類 ○ Ａ類 ○ Ａ類 ○ Ａ類 （６） 品質計画（品質目標、品質管理方針、重要管理項目、
○ Ｂ類 ○ Ｂ類 ○ Ｂ類 ○ Ｂ類 工種施工計画書作成要領、検査立会項目等）

○ （ ） （７） 養生計画
（２） 改修工事 ○ （ ） （８） 緊急時の体制及び対応

○ 電気式 ・ ○ 電子式 ・ ○ デジタル式 （９） 安全対策
○ タンク方式 （ ○ 高置タンク方式 ・ ○ ポンプ直結方式 ） （10） 環境対策
○ 直結方式 （ ○ 水道直結方式 ・ ○ 水道直結増圧方式 ） （11） 仮設計画
建物内の汚水と雑排水 （12） 現場の就業時間

○ 合流式（ ） 系統 （13） 再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法
○ 分流式 （14） 産業廃棄物処理フロー図

ポンプ排水 （15） 総合評価に関する事項（誓約事項、技術提案又は施工計画）　
○ あり （ ○ 汚物 ・ ○ 雑排水 ・ ○ 湧水 ） ※総合評価落札方式実施時のみ
○ なし （16） 法定休日・所定休日（週休二日の導入）

排水槽 （17） その他
　 ○ 防水 　 ○ 防水 　 ○ 防水 　 ○ 防水 ○ あり （ 計画容量 ㎥） １-１-23　 建設副産物 14項、15項　全文

○ 外壁 ○ 外壁 ○ 外壁 ○ 外壁 ○ なし １-１-24 監督職員による検査 ５項、６項　全文
○ 建具 ● 建具 ○ 建具 ○ 建具 建物外放流先 （確認を含む）及び
○ 塗装 ○ 塗装 ○ 塗装 ○ 塗装 （１） 汚水 （ ○ 直放流下水管 ・ ○ 浄化槽 ） 立会等
○ 耐震 ○ 耐震 ○ 耐震 ○ 耐震 （２） 雑排水 （ ○ 直放流下水管 ・ ○ 浄化槽 ） １-１-25　 出来形数量の算出 １項、２項　全文
○ 内装 ● 内装 ○ 内装 ○ 内装 ○ 屋内消火栓設備 ・ ○ スプリンクラー設備 ・ ○ 泡消火設備 １-１-33 工事中の安全管理 1項　全文
○ その他 ○ その他 ○ その他 ○ その他 ○ 連結散水設備 ・ ○ 連結送水管 ・ ○ 不活性ガス消火設備 13項　文中　「土木工事」を「営繕工事」に読み替えて適用する。

○ （ ） 17項　なお書き以降
○ 都市ガス 18項　文中

種別 （ ） 供給圧力 （ ） Pa 「受注者は、工事着手後、作業員全員の参加により月当たり、半日以上
高位発熱量 （ ） MJ/N㎥ 供給事業者名 の時間を割り当て、以下の各号から実施する内容を選択し定期的に安全
低位発熱量 （ ） MJ/N㎥ （ ） に関する研修訓練等を実施しなければならない。」を

○ 液化石油ガス 「受注者は、工事着手後、作業員全員の参加により以下の各号から実施
（注意）改修の場合は、既存概要を示す する内容を選択し定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなければ

ならない。」と読み替えて適用する。
30項、36項　全文

37項　文中　

「また作業線等が船舶の輻輳している区域を航行又はえい航する場合、
見張りを強化する等、事故の防止に努めなければならない。」

５．週休２日促進工事 38項、39項　全文
１-１-37　 環境対策 ４項　全文

○ 適用しない ６項　文中
※ 適用する （ ● 発注者指定方式 ○ 受注者希望方式 ） なお、適用する場合は「現場説明書」週休２日促進工事によること。 「受注者は、トンネル坑内作業において（省略）、監督職員と協議

するものとする。」
１-１-43 工事測量 全文

６．工事の余裕期間 １-１-47 保険の付保及び事故 １項、2項、3項　全文
の補償

○ 適用しない １-１-49 海上起重作業船団の 全文
※ 適用する （ ● 発注者指定方式 ○ 任意着手方式 ） なお、適用する場合は「現場説明書」余裕期間制度活用工事によること。 船団長

１-１-50 潜水作業従事者 全文
１-１-58　 現道工事における 全文

７．遠隔臨場活用工事 交通処理対策
１-１-59 用地境界杭の設置 全文

○ 適用しない １-１-60 情報共有システムの利用 全文
※ 適用する （ ○ 発注者指定型 ※ 施工者希望型 ） なお、適用する場合は「現場説明書」遠隔臨場活用工事の試行によること。 １-１-61 地盤情報の取扱いに 全文

ついて
８．情報共有システムの利用

○ 適用しない
※ 適用する （ ○ 発注者利用指定 ※ 受注者利用希望 ）

なお、適用する場合は、「長崎県土木部における情報共有システム運用ガイドライン（営繕工事編）（令和6 年10 月）」によること。

⼀級建築⼠ 登録第 209864 号

1 一般エレベーター
2 一般油圧エレベーター
3 普及型エレベーター
4 非常用エレベーター
5 機械室レスエレベーター

建物番号

1 2 3 4 屋外

●

●
● ● ●

●

● ●
●

● ●

●●

昇降機設備工事（工事種目）

●

建物番号

1 2 3 4 屋外
● ●

5 雷保護設備

20 中央監視制御設備
21 構内配電線路
22 構内通信線路

13 拡声設備
14 誘導支援設備
15 テレビ共同受信設備
16 監視カメラ設備
17 駐車場管制設備
18 防犯・入退室管理設備
19

●

●
●
●

●
●

発電設備
9 構内情報通信網設備
10 構内交換設備
11 情報表示設備
12 映像・音響設備

●

23 その他

●
●
●
●

1

1

31.4

31.4

4

6,139.24㎡

長 崎 県 営 繕 工 事 特 記 仕 様 書
建築工事（工事種目）

1 仮設工事
2 土工事

1 2

5 コンクリート工事

長崎県長崎市田中町384-1の一部､384-2

8 防水工事

●

建物番号

●
●
●
●
●

電気設備工事（工事種目）

1 電灯設備

貸切営業所休憩室等改修工事
3 地業工事

2 動力設備
3 電気自動車用充電設備
4 電熱設備4 鉄筋工事

3 4 屋外
●

7
コンクリートブロック、ALCパネル

6 鉄骨工事

及び押出成形セメント板工事

●
6 受変電設備
7 電力貯蔵設備
8

10 タイル工事
9 石工事

12 屋根及びとい工事
11 木工事

14 左官工事
13 金属工事

2 3

用　　途

休憩室

鉄骨造

18 内装工事
17 塗装工事

建物名称

20 排水工事
19 ユニット及びその他工事 ●

●

15 建具工事
16 カーテンウォール工事

●
●

火災報知設備
●
●

階　　数
22 植栽及び屋上緑化工事
21 舗装工事

構　　造

延床面積

建築面積
23 その他

24

建物番号

1 2 3 4 屋外
機械設備工事（工事種目）

階
1

階

階

● ●

25

階

2 換気設備
空気調和設備

給水設備
5 衛生器具設備

階

階

4 自動制御設備
排煙設備3

6

階

8 給湯設備
排水設備7

10 ガス設備
9 消火設備

11 雨水利用設備

計

階

耐震安全性の分類（官庁施設の総合耐震・対津波計画基準による）

13 浄化槽設備
12 撤去工事

15 ごみ処理設備
14 厨房設備

構造体

建築非構造部材

建物名称

階　　数

用       途

4

方式及び種別 設備概要

空調方式
主要熱源機器

3

延床面積

1

改修内容

自動制御方式

給水方式

排水方式

消火設備の種類

ガスの種類

2

公舎

長屋

2

2025/04/01版 特-１

図面番号
設 計 者 氏 名 図面名称 建築・設備工事共通特記仕様書（１）

建 築 士 事 務 所 名 工事名称 貸切営業所休憩室等改修工事

長 崎 県 営 繕 工 事 特 記 仕 様 書 （ １ ）
設計年：令和7年6月 長崎県土木部営繕課

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第(

印
内⽥ 信介

22 ) - 10267 号



建築・設備工事共通（２）

● 1 工事実績情報システム 登録する ○ 引渡しを要するもの 　 14 技能士 適用する　
への登録 (共 1.1.4) ○ 工事請負代金が５００万円以上の場合 (建・機 1.5.2) （ ●印は、適用作業。なお、指定のない作業についてもその活用を図るように努めること。）

(県共 1.1.7) ○ 監督職員が指示する場合 (建改・機改 1.7.2)

● 2 書面の書式及び 「指示」、「承諾」、「協議」、「提出」、「提示」、「通知」、「報告」等の事項について書面により取り交わし ○

取扱い (共 1.1.5) 整理するとされている内容については「工事打合せ簿（監督職員が指示する様式）」を使用する ○

(県共 1.1.2) ○

● 3 設備工事との 施工範囲 ○

取り合い (共 1.1.7) 図面に特記なき場合は、別表ー１（工事区分表）による ○

施工図等 ○

設備機器設置、取合い等が検討できる施工図を提出し、監督職員の承諾を受ける ○

○

● 4 工事の記録 ● 工事報告 ○

(共 1.2.4) 受注者は、当月の工事の全般的な経過を記載した「工事報告書」（監督職員が指示する様式）を作成し、 ○

翌月▲▲日までに以下の書類を添付の上、監督職員に提出する。 ○ 現場において再利用を図るもの及び再資源化を図るもの ○

（１） 工事進捗状況報告書 ○

（２） 工事記録写真 ○

○

○ 履行状況報告 ○

中間前金払いを選択した場合は、履行状況を所定の様式に基づき作成し、認定請求時に以下の書類を ○

添付の上、発注者に提出する。 ○

（１） 実施工程表
（２） 出来高数量表 ○

（３） 完成部分の状況写真 ○

○ 特別管理産業廃棄物 ○

● 工事写真の提出 ○

工事写真の撮影、提出、整理等は、「長崎県営繕工事撮影要領」（平成31年度版）による。 ○

工事写真は原則、電子納品とし、併せて別途撮影対象表に定める概要版アルバムを１部提出すること。 ○

ただし、電子媒体での対応が出来ない場合は、監督職員の承諾を受けて従来の工事写真帳でも可とする。 ○

○

● 5 電気保安技術者 適用する ○

(建・建改 1.3.3) ○

(電・機・電改・機改 1.3.2) ○

○ PCB使用機器の有無については、調査を行い結果を監督職員に報告する。 ○

● 6 施工条件 ※ 下記以外は、「現場説明書」による。 ○ PCB使用機器は関係法令等に従い適切に処理する。 ○

(建・建改 1.3.5) ○ 工事車両の駐車場 ： ※ 構内 ○ （ ） ○

(電・機・電改・機改 1.3.3) ○ 資材置場 ： ※ 構内 ○ （ ） ○ 引渡しを要するもの及び現場において再利用及び再資源化を図るもの以外は、構外へ搬出し適切に処理する。 ○

○ 建設発生土（埋戻し、盛り土用）の仮置場 ： ※ 構内 ○ （ ） ○

　 8 舗装版切断作業時 　　受注者は、舗装切断時に発生する排水については、水質汚濁の防止を図る観点から、その排水 ○

● 7 発生材の処理等 ○ 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成12年５月31日法律第104号。以下「建設 　を回収し、産業廃棄物(汚泥)として処理しなければならない。ただし、現場条件等により、これ ○

(建 1.3.11) リサイクル法」という。施行令による分別解体等実施義務の対象工事であるため、同法に基づき分別解体等及び 　により難い場合は、産業廃棄物担当部局と協議のうえ適正に処理しなければならない。 ○

(建改 1.3.12) 特定建設資材の再資源化等の実施について適切な措置を請ずる。 　　受注者は、舗装切断時に排水が生じない工法（空冷式等）と採用した場合は、吸引する装置の ○

(電・機 1.3.9) ただし、工事契約後明らかになったやむを得ない事情により、予定した条件により難い場合は、監督職員と 　併用など、粉塵の飛散防止対策を実施するとともに、収集した粉塵は上記と同様、適正に運搬･ ○

協議するものとする。 　処理を実施しなければならない。 ○

　　なお、上記記載の発生する排水及び収集した粉塵の処理は、「発生材の処理等」による。 ○

● 本工事は、建設リサイクル法等の対象工事外であるが、分別解体等及び特定建設資材の再資源化等について (２４建企第４９０号　舗装の切断作業時に発生する排水の処理に関する運用（案）について（通知）) ○

適切な措置を行う ○

　 9 品質計画(建・建改1.2.2） 施工計画書で工法を定める場合の風圧力の計算 ○

工程ごとの作業内容 基準風速（V0) （ ） ｍ/ｓ ○

地表面粗度区分 ○ Ⅰ ○ Ⅱ ○ Ⅲ ○ Ⅳ ○

○ 上記風圧力の１．３倍の風圧力に対する安全性を確保する ○

○ １． 造成等 造成等の工事 ○ 上記風圧力の１．１５倍の風圧力に対する安全性を確保する ○

○ あり ○ なし ○

適用工種 ○

○ ２． 基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの工事 ○ ＡＬＣパネル（外壁、屋根） ○ 押出成形セメント板（外壁） ○

○ あり ○ なし ○ 外壁石張（乾式） ○ 長尺金属板葺
○ 折板葺 ○ アルミ笠木 ● 15 施工調査 施工数量調査

○ ３． 上部構造部分・外装 上部構造部分・外装の工事 ○ ガラスブロック ○ シート防水（機械式） (建改 1.6.2) 調査項目 ○ 防水改修 ○ 外壁改修 ○ （ ）
○ あり ○ なし ○ 屋上緑化システム ○ （ ） 調査範囲 ○ 図示による ○ （ ）

調査方法 ○ 打診及び目視による
○ ４． 屋根 屋根の工事 ● 10 環境への配慮 本工事の建築建物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、 ○ （ ）

○ あり ○ なし (共 1.4.1） 次の（１）から（４）を満たすものとする ○ 既存部分の破壊を行った場合の補修方法は図示による
（１） 合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ，パーティクルボード、

○ ５． 建築設備・内装等 建築設備・内装等の工事 その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、 ● 16 完成時の 部数仕様 ハードファイルＡ４版（１部）
○ あり ○ なし アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する 提出図書 （１） 完成図書

「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する (建・電・機 1.7.1) ※ 提出する ○ 提出しない
○ ６． その他 その他の工事 （２） 接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する (建改・機改 1.9.1) （２） 建築物の保全に関する書類

（ ） ○ あり ○ なし （３） 接着剤は可塑剤（フタル酸ジーｎ－ブチル及びフタル酸ジー２－エチルヘキシル等を含有しない (電改 1.11.1) ※ 提出する ○ 提出しない
難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する （３） 完成図

（４） （１）の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器等は、ホルムアルデヒド、 ※ 提出する ○ 提出しない
再資源化すべきもの アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする （４） CADデータ、PDFデータ

また、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」は、次の通りとする ※ 提出する ○ 提出しない
（１）規制対象外

①建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド発散 ● 17 完成図（施工図及び ○ 公共建築工事標準仕様書（建築工事編）１．７．２（完成図）によるほか、下記による
建築材料以外の材料 施工計画書を除く） ○ 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）１．7．２（完成図）によるほか、下記による

②建築基準法施行令第２０条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料 (建・電・機 1.7.2) ○ 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）１．７．２（完成図）によるほか、下記による
（２）第三種品 (建改・機改 1.9.2) ○ 公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）１．９．２（完成図）、表１．９．１によるほか、下記による

①建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料 (電改 1.11.2) ○ 公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）１．１１．２（完成図）によるほか、下記による
②建築基準法施行令第２０条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料 ○ 公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）１．８．３（完成図）によるほか、下記による

（３）アスベスト（石綿）含有建材
本工事に使用する材料については、アスベスト（石綿）を含有しないものとする ○ 上記以外の提出図書の種類及び記入内容

本工事により発生する上記発生材の搬出は、「公表用積算基準（長崎県土木部）」の再資源化処理施設一覧表に ● 11 材料・機材の品質等 同等以上の材料・機材等の使用
掲載の処理場から選定するものとする。 (共 1.4.2） 本工事に使用する材料・機材等は設計図書に定める品質及び性能と同等以上のものを使用する

ただし、製造業者が記載されている場合に同等以上のものとする場合は、あらかじめ監督職員の承諾を受ける
再資源化すべきもの以外 材料・機材等の品質及び性能

本工事において別表－２(材料、機材等の品質及び性能）に示す材料を使用する場合の材料・機材等の製造業者等は
次の（１）から（６）すべての事項を満たすものとし、この証明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が
評価されたことを示す書面を提出して監督職員の承諾を受ける
（１） 品質及び性能に関する試験データを整備していること
（２） 生産施設及び品質の管理を適切に行っていること ● 完成写真 提出する
（３） 安定的な供給が可能であること
（４） 法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること
（５） 製造又は施工の実績があり、その信頼性があること 外部 （ ） 外観正面 （ ）
（６） 販売、保守等の営業体制を整えていること 内部 （ ）

外部 （ ） 外観正面 （ ）
● 12 特別な材料の工法 ○ 標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法は、当該製品の指定工法による 内部 （ ）

○ 改修標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法については、当該製品の指定工法とする 外部 （ ） 外観正面 （ ）
内部 （ ）

● 13 化学物質の 工事完了後に実施する
濃度測定 (建 1.5.9) （１） 測定は、パッシブ型採取機器により行う。

(電 1.5.7) （２） 建物の用途により、以下の物質の室内濃度を測定すること。
(機 1.5.8) ○ 学校施設： ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、スチレン、エチルベンゼン、 電子データは、RGB （フルカラー）、JPEG形式最高画質とし、CD－Rにて提出する

(建改 1.7.9) パラジクロロベンゼン
(電改 1.6.8) ○ 学校施設以外： ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、スチレン、エチルベンゼン 完成写真の撮影は、以下のとおりとする。
(機改 1.6.9) （３） 測定対象室、測定箇所数は次のとおり。 ○ 建築写真の撮影実績があるもので、監督職員が承諾する撮影者

○ 任意

● 19 契約不適合点検 実施する・・・契約事項による契約不適合責任期間満了前に点検を行うので、受注者は立ち会うこと。
（瑕疵点検） （長崎県建築工事等契約不適合点検実施要領）

(契約書47条) 点検の時期：竣工後 （ ○ ２年 ○ １年 ）
上記に示す受入施設は参考であり、実施にあったっては関係法令を遵守し、適切な処理を行うものとする。
なお、処分地の決定にあたっては、監督職員と協議する。

廃棄物の種類

コンクリート塊

アスファルト・コンクリート

建設発生木材○

（

（○ ）

）

章 項目 特記事項

施設名称 所在地廃棄物の種類 搬出距離

） km

23●

所在地 搬出距離

○ （ ） km

（ ） km

章

●

１

各
章
共
通
事
項

工程

（

○

○

km

○ （

非飛散性ｱｽﾍﾞｽﾄ含有建材

（ガラス、陶磁器くず類）

再利用

再利用

再利用

○ 再資源化

再資源化

号

⼀級建築⼠ 登録第

株式会社 新建築設計事務所

印
内⽥ 信介

○ 照明器具

○

○

箇所数
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項目 特記事項 章 項目 特記事項

建 築 士 事 務 所 名 工事名称

備考種類

測定対象室

○ 電線・ケーブル類

再資源化○

○

○

引渡し場所

○ 金属類

作業内容

工
程
ご
と
の
作
業
内
容

○

図面名称 建築・設備工事共通特記仕様書（２）

○ 飛散性アスベスト （

○ 廃石膏ボード （

貸切営業所休憩室等改修工事

長 崎 県 営 繕 工 事 特 記 仕 様 書 （ ２ ）
設計年：令和7年6月

）

施設名称

km

km○ （

図面番号
設 計 者 氏 名

特-２

（

209864 号
長崎県土木部営繕課

2025/04/01版

km

km

） km

非飛散性ｱｽﾍﾞｽﾄ含有建材
（ ）

（廃プラスチック類）

木くず

km

（ ） km

）○ 繊維くず （

）

）

）

）

ガラスくず、陶磁器くず

種類

○ 蓄電池

○ 防水アスファルト （

廃プラスチック類

○

○ PCB使用機器

○ （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

km○

km

km

km

（ ）

技能検定職種

コンクリート圧送工事作業
型枠工事作業

鉄筋組立作業

内外装板金作業

引渡し場所

○ （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○ （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

処理方法

種類 処理方法 備考

型枠施工

改質アスファルトシートトーチ工法工事作業

技能検定作業

仮設工事

ビル用サッシ施工作業

タイル工事 タイル張り タイル張り作業
木工事 建築大工 大工工事作業

石工事 石材施工

シーリング防水工事作業

工事種目

建築板金 内外装板金作業

ガラス工事作業

木製建具手加工作業

鉄筋工事 鉄筋施工

鉄工

アクリルゴム系塗膜防水工事作業

石張り作業

塩化ビニル系シート防水工事作業
セメント系防水工事作業

ＦＲＰ防水工事作業

コンクリート工事 コンクリート圧送

スレート工事作業
かわらぶき作業

屋根・とい工事

左官工事 左官 左官作業

金属工事 内装仕上げ施工

自動ドア施工作業

サッシ施工 ビル用サッシ施工作業
ガラス施工 ガラス工事作業

カーテンウォール施工 金属製カーテンウォール工事作業

鋼製下地工事作業

建具工事

表装 表具作業
建築板金

木製建具機械加工作業

アルミ製室内建具作成作業

ボード仕上げ工事作業
鋼製下地工事作業

カーペット系床仕上げ工事作業
内装工事 内装仕上げ施工 プラスチック系床仕上げ工事作業

自動ドア施工

植栽工事 造園 造園工事作業
機械設備工事 配管施工作業工事（配管工事）

壁装作業
排水工事 配管 建築配管作業
舗装工事 路面表示施工 溶融ペイントハンドマーカー工事作業

加熱ペイントハンドマーカー工事作業

塗装工事 塗装 建築塗装作業

熱絶縁施工作業（保温工事）
建築板金作業（ダクト製作及び取付）

） 部

冷凍空気調和機器施工作業

○ カラー　キャビネ版 （

○ カラー　四切木製パネル （ ）

○ 電子データ １式

部

○ （ ） 部） （

ブロック建築 コンクリートブロック工事作業
・押出成形ｾﾒﾝﾄ板工事 ＡＬＣパネル施工 ＡＬＣパネル工事作業

鉄骨工事 構造物鉄工作業
とび とび作業

とび
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分類・規格 撮影箇所 提出部数

種類 記入内容

とび作業

合成ゴム系シート防水工事作業

防水工事 防水施工 アスファルト防水工事作業
ウレタンゴム系塗膜防水工事作業

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ・ALCﾊﾟﾈﾙ

●

１

各
章
共
通
事
項
(

続
き
)

●

１

各
章
共
通
事
項
(

続
き
)

備考

○ （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○ （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○ （　　　　　　　　　　　　　　　　　）



建築・設備工事共通（３）

● 20 火災保険等 契約事項により、火災保険に付さなければならない、工事目的物、工事材料（支給材料を含む）及び始期と
(契約書59条) 終期は次のとおりとする

ただし、次に掲げる単独工事については、付保を除外できる
（１） 解体工事
（２） 植栽工事
（３） 外構工事
（４） 火災の恐れのない工事

また、契約時に保険証券の写しを契約担当者に提出すること

（補足）
工期を延伸した場合には、保険の期間も延長すること
なお、建設工事保険に付保した場合は、火災保険に付保したものと見なす

● 1 監督職員事務所 ※ 設けない
(建 2.3.1) ○ 設ける ○ 面積規模　（ ）㎡程度設

(建改 2.4.1) ○ 既存建築物の一部を使用する ○ 監督職員スペースと工事監理業務の職員スペースは
間仕切り壁等で仕切る。

○ 設備、備品等については、現場説明書による。

● 2 工事用水 構内既存の施設 
※ 利用できない ○ 利用できる （ ※ 有償 ○ 無償 ）

● 3 工事用電力 構内既存の施設 
※ 利用できない ○ 利用できる （ ※ 有償 ○ 無償 ）

　 4 騒音・粉じん等の ○ 防音パネル （設置位置：図示）
対策 ○ 防音シート （設置位置：図示）

● 5 足場その他 ○ 建築改修工事の場合

(建改 2.2.1) 外部足場 ○ 設置する（設置範囲： ○ 工事に必要な範囲 ○ （ ）
※ 枠組足場 ○ くさび緊結式足場 ○ 単管本足場 ○ 仮設ゴンドラ ○ 移動式足場を使用する

防護シート ○ 設置する（設置範囲： ○ 工事に必要な範囲 ○ （ ））

内部足場 ※ 脚立、足場板等 ○ （ ）

材料・撤去材等の運搬方法
○ Ａ種 二本構リフトによる ○ Ｂ種 トラッククレーンによる
○ Ｃ種 既存エレベーターによる ○ Ｄ種 既存階段による
○ Ｅ種 登り桟橋等による
○ その他 （ ）

(電改 2.2.2) ○ 設備工事の場合
(建改 2.2.1) ○ 別契約の関係受注者が定置したものを無償で使用できる。

○ 本工事で設置する。
○ 内部足場 （ 種） ○ 外部足場 （ 種）

　 6 既存部分の養生 既存部分の養生
(建改 2.3.1) ○ 行う （養生方法： ※ ビニルシート、合板等による ○ （ ） ）
(機改 3.2.1) ○ 行わない

既存部分の特別養生
○ 行う （設置範囲及び養生方法： ※ 図示による ○ （ ） ）
○ 行わない

既存家具、既存設備等の養生
○ 行う （養生方法： ※ ビニルシート、合板等による ○ （ ） ）
○ 行わない

開口部の養生
○ 行う （養生方法： ※ 合板張りによる ○ （ ） ）

（設置範囲： ※ 図示による ○ （ ） ）
○ 行わない

固定された備品、机、ロッカー等の移動
※ 行わない
○ 行う(図示）

　 仮設間仕切り 仮設間仕切り等の種別
(建改 2.3.2)

(電改・機改 2.2.3)

軽量鉄骨下地せっこうボード厚９．５両面張り、
グラスウール充填厚さ（ ）
軽量鉄骨下地合板厚９．０両面張り、
グラスウール充填厚さ（ ）

○ 軽量鉄骨下地せっこうボード厚９．５片面張り
○ 軽量鉄骨下地合板厚９．０片面張り

○ Ｃ種 ※ 単管下地シート張り ―
※ 合板張り木製扉　程度
○ （ ）

　 1 埋戻し及び盛土 材料及び工法
(建 3.2.3)（表3.2.1） ○ 材料 （ ） 工法 （ ）

※ 標仕　表３．２．１による
種別 ○ Ａ種 ○ Ｂ種 ○ Ｃ種 ○ Ｄ種

Ｃ種の場合： 発生場所 （ ） 運搬距離： （ ） km
運搬 （ ○ 発生原因者側 ○ 本工事 )

　 2 建設発生土の処理 ○ 構外指示の場所（他の工事に流用する場合）
(建 3.2.5) 受け入れ場所 名称（ ）

所在地 （ ）
処理費　： ○ 有償 ※ 無償
受け入れ場所での処理 ○ 敷き均し ※ たい積　

○ 構外指示の場所（処分場へ搬出の場合）
本工事により発生する建設発生土（残土）の搬出は、「公表用積算基準（長崎県土木部）」の残土処分受入業者
一覧表に掲載の処理場から選定するものとする。

受け入れ場所 名称（ ）
所在地 （ ）
運搬距離： （ ） km

処分費　： ○ 有償 ○ 無償
受け入れ場所での処理 ○ 敷き均し ※ たい積　

○ 構内指示の場所に敷き均し
○ 構内指示の場所にたい積

　 3 山留めの撤去 ○ 撤去する
(建 3.3.3) 鋼矢板等の抜き跡の処理 ○ 直ちに砂で充填する等の処理を行う ○ （ ）

○ 存置する

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) - 10267 号

シャワーユニット、浴室ユニット ○

土
工
事

電気配管配線

機器などへの１次側配管配線及び接続

煙感知器から連動制御盤を経て防煙ダンパーに至る配管配線

保険対象物

電極棒

テレビアンテナ基礎 ○

材質

自家発電機の基礎

避雷針の基礎 ○

○

○

保険対象金額 始期

建築物 請負金額 着工前

終期

工期から１ヶ月後まで

○

冷却塔の基礎

デッキプレートの貫通部
補強

ＲＣ造床及び壁の貫通部

３

Ｂ種○

○ 仮設扉

仮
設
工
事

7

種別

○ Ａ種

ガス漏れ検知器 ○

○

防火扉レリーズ ○

章 項目 特記事項 別表－１（工事区分表）

M EV 備考 工事内容 A M
●

１
備考EVE工事内容 A E

図面番号
設 計 者 氏 名 図面名称 建築・設備工事共通特記仕様書（３） 特-３長崎県土木部営繕課

⼀級建築⼠ 登録第 209864 号
印

内⽥ 信介

貸切営業所休憩室等改修工事建 築 士 事 務 所 名

○便所内に設置する手すり（衛生器具ユニットに含まれる場合）

便所内に設置する手すり ○

ガスボンベ転倒防止用の鎖 ○

凡例　　　Ａ：建築工事　　　Ｅ：電気設備工事　　　Ｍ：機械設備工事　　　ＥＶ：エレベーター工事

鏡（規格外は建築工事）

工事名称

○

○ ○ ○

型枠

○ ○ ○

埋込形盤類及び箱類の型枠 ○

補強を要しない切込 ○

補強を要する切込 ○

補強 ○

切込

機器の基礎

電気関係

配電盤・制御盤の基礎

仕上げ

長 崎 県 営 繕 工 事 特 記 仕 様 書 （ ３ ）

○ 　片面塗装
○

●

２

点検口 床、壁、天井

オイルタンク（空調用）

屋内床下各種水槽等のマンフォールのふた

○ 　片面塗装

軽量鉄骨下地せっこうボード厚９．５（内部面）＋合板厚９．０
（外部面）

○

　片面塗装○

設計年：令和7年6月

○

　

機械関係

受水タンク及び高置タンクの基礎

ソーラーパネル基礎

○

屋外 ○

屋上 ○

屋内

特記した基礎

○

○

○

○ ○

特記した基礎 ○ ○

開口部

ＲＣ梁の貫通部

補強 ○

○

上記の開口部の墨出し（※１）

型枠

スリーブ ○ ○ ○

○

スリーブ ○
鉄骨梁の貫通部

補強 ○

スリーブ ○ ○ ○

補強 ○

○ ○

穴埋め補修（型枠の穴埋めを含む）（※１） ○ ○ ○

フリーアクセスフロアの予備開口（工場加工）及びプレート ○

フリーアクセスフロアの複合アウトレット用開口（工場加工） ○

軽量鉄骨下地天井及び壁の開口部

○

（※１）墨出し、穴埋め補修は、スリーブ工事を行う施工者が実施する。

湯沸室のフード ○

外部取付ガラリ ダクト、チャンバーの接続用フランジを含む ○

取付枠 ○
換気扇

本体 ○

水栓 ○
流し台

本体（排水トラップ共） ○

○地下タンク貯蔵所

主燃料槽（自家発用） ○

防油堤 オイルサービスタンクの防油堤、タンク基礎 ○

○

屋外排水管
雨水

タンク室（躯体、土工事） ○

○

○

はめ込形洗面器用カウンター ○

雨水立管（たてどい） ○

汚水、雑排水

雨水集水管（ナイフゲート弁以降） ○

○

○

個別パッケージの室内機、室外機の渡り配管（接地共） ○

機器などから操作スイッチ等への２次側配線及び接続 ○ ○

○

○

○

電気錠
電気錠及び通電金具（配線を含む） ○

ＴＥＮキー及び制御盤 ○

洗濯機パン ○

システム天井

ボード・Ｔバー ○

照明ライン設備プレート ○

空調ライン設備プレート ○

灌水コントローラーまでの１次側配管配線及び接続 ○

灌水ボックスまでの1次側給水配管及び接続

灌水装置
（植栽用）

灌水コントローラー ○

○灌水ボックス

○

昇降機関連

機械室・昇降路の躯体 ○

機械室の床配管ピット・蓋 ○

機械室の床開口

機械室の上げ床コンクリート打設・仕上 ○

○

昇降路内ピット防水・集水枡 ○

巻上機周囲のチェッカープレート敷 ○

点検用タラップ ○

各階出入口穴あけ・同補強 ○

三方枠取付・枠廻り埋戻し・同補強 ○

スリーブ ○

出入口扉・三方枠及び幕板 ○

昇降路がＳ造の時の出入口扉・三方枠及び幕板の固定用鋼材 ○

昇降路がＳ造の時の中間ビーム及びブラケットの受けピース ○

昇降路の中間ビーム、ブラケット、レールブラケット支持柱、他昇降路内の鋼製部材一式 ○

機械室大梁又は昇降路内にフックの取付（フック含む） ○

ホール押釦・インジケータ・綱索などの壁開口 ○

○

点検用コンセント・煙感知器 ○

機械室・昇降路内換気設備 ○

エレベーター制御盤までの動力・照明用電源・アース、防災信号、拡声設備（館内放送）
配管・配線工事

○

エレベーター制御盤からエレベーター監視盤又はエレベーター警報盤までの配管・配線工事

エレベーター制御盤から監視カメラ用の監視装置までの配管・配線工事 ○

エレベーター制御盤からエレベーター内監視カメラまでの配管・配線工事（監視カメラ含む） ○

エレベーター制御盤からインターホンまでの配管・配線工事 ○

エレベーター制御盤からエレベーター監視盤又はエレベーター警報盤までの制御及び
インターホンの配管・配線工事

○

○

動力計測用電力計から自動制御盤までの配管・配線工事 ○

エレベーター制御盤からエレベーター監視盤までの緊急地震速報用の配管工事 ○

各
章
共
通
事
項
(

続
き
)

フリーアクセスフロアの複合アウトレット取付及び配線 ○

自動制御盤と動力盤との渡り配管配線 ○

小便器用節水装置の制御盤以降の２次側配管配線

機器などから操作スイッチ等への２次側配管及び埋込ボックス

2025/04/01版

昇降路内の仮設物 ○

エレベーター制御盤からエレベーター監視盤までの保守遠隔監視用（電話回線）の配管工事



建築・設備工事共通（４）

（１） 工事概要
（２） 実施工程表
（３） 現場組織表
（４） 施工体系図
（５） 主要工種
（６）
（７） 養生計画
（８） 緊急時の体制及び対応
（９） 安全対策
（10） 環境対策
（11） 仮設計画
（12） 現場の就業時間

（13） 再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法

（14） 産業廃棄物処理フロー図
（15） 総合評価に関する事項（誓約事項、技術提案又は施工計画）　

※総合評価落札方式実施時のみ
（16） 法定休日・所定休日（週休二日の導入）
（17） その他

（１）
（２）
（３）

（４）

（１）

（２）

（１）
（２）
（３）

2項～6項　略

（１）
（２）
（３）

新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) - 10267 号

⼀級建築⼠ 登録第 209864 号

　特記仕様書の適用基準等では、長崎県建設工事共通仕様書（令和７年４月長崎県土木部）第１編 共通編第１章 総則を適用することとししてい
ますが、この仕様書の中でも特に注意していただきたい事項について抜粋し、特記仕様書で読み替えた文言や不適用とした事項を書き替えて掲載
しています。（以下に記載している項目だけが適用されているものではないので注意してください。）

１－１－７

工事実績情報の作
成、登録

「長崎県建設工事共通仕様書」から抜粋（参考）

　受注者は、受注時または変更時において工事請負代金額が500 万円以上の工事について、工事実績情報サービス（コリンズ）に基
づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報について、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10 日以内に、変更時は
変更契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10 日以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10 日以内に、訂正
時は適宜登録機関に登録をしなければならない。
　また、変更登録時は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金額のみの変更の場合は原則として登録を必
要としない。
　なお、受注者は工事実績情報の登録後は、当該登録内容確認資料を整理・保管するものとし、監督職員の請求があった場合は、遅
滞なく提示する。

１． 　受注者は、請負代金が500 万円以上の場合には、工事着手前かつ施工方法が確定した時期に工事目的物を完成するために必要な
手順や工法等についての施工計画書を監督職員に提出しなければならない。ただし、請負代金が500 万円未満であっても監督職員
が指示した場合は同様に提出しなければならない。

１－１－６

別表－２　（材料、機材等の品質及び性能）
特記Ⅰ-11　証明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面を提出して監督職員の承諾を受ける

床点検口

対象材料名

標準仕様書、２０章２節に規定するフリーアクセスフロアとし、使用用途は一般庁舎等の高さ６００mm以下を対象と
し、分類は下記による。
①３０００N
②５０００N

標準仕様書、２０章２節に規定する可動式間仕切を対象とし、国土交通大臣認定の「耐火構造間仕切」
及び構造形式の空間の仕切り方のうち床置き形は対象外

標準仕様書、２０章２節に規定する移動式間仕切を対象とし、使用用途は主として一般庁舎用を対象

標準仕様書、２０章２節に規定するトイレブースを対象とし、使用用途は主として一般庁舎用を対象

現場発泡断熱材

品目

フリーアクセスフロア

対象材料名

標準仕様書、６章８節に規定する床型枠鋼製デッキプレートを対象

標準仕様書、７章２節に規定する無収縮モルタルを対象

改修標準仕様書、８章２節に規定する無収縮グラウト材とし、プレミックス形及び現場調合形を対象

防水剤

品目

床型枠用鋼製デッキプレート

既製調合目地材

鉄骨柱下無収縮モルタル

無収縮グラウト材

アルミニウム製建具

鋼製建具

標準仕様書、２１章２節に規定するものとし、一般庁舎の構内に使用するグレーチングとしている。
材料、用途による分類は下記による。
①材料による分類
　・鋼製グレーチング
　・ステンレス製グレーチング
②用途による種類
　・溝ふた（横断用、側溝用）、ますふた用、かさあげ用、U字側溝を対象とし、
　　大スパン用及び荷重種別Ｔ－２５用並びに床板用は対象外

標準仕様書、２０章２節に規定する煙突用ライニング材とし、コンクリート打込みを対象

標準仕様書、１９章９節に規定する現場発泡断熱材を対象

押出成形セメント板 標準仕様書、８章５節に規定する押出成形セメント板を対象

成形伸縮目地材 標準仕様書、８章５節に規定する伸縮目地材を対象

標準仕様書、１１章２節に規定する既調合モルタルを対象

樹脂製建具 標準仕様書、１６章３節に規定する樹脂製建具を対を対象

標準仕様書、２３章５節屋上緑化及び改修標準仕様書９章６節に規定する屋上緑化改修工事を主とし、
区分は下記による。
①屋上緑化システム（板状成形品タイプ）
②屋上緑化軽量システム

標準仕様書、１４章４節に規定する軽量鉄骨下地等に取り付ける天井点検口を対象。
また外部軒天井に使用する場合は、その対応が可能なものを対象とする。

一般庁舎等の屋内及び外部玄関ポーチ部分の歩行用とし、コンクリート床スラブを対象とし、
寸法は６００角程度までとする。

セラミックタイル 標準仕様書、１１章１節に規定するセラミックタイルを対象

既製調合モルタル（タイル用）

天井点検口

グレーチング

重量シャッター

標準仕様書、１６章２節に規定するアルミニウム製建具とし、一般的なビル用建具を対象。
新たに形材を製作するものや金属製カーテンウォール及び防音サッシは対象外。
ただし、断熱サッシについては③（Ｃ種におけるＨ－３以上）を対象。
①７０　Ｓ－５、Ａ－３、Ｗ－４（Ａ種）
②７０　Ｓ－５、Ａ－３、Ｗ－４（Ｂ種）
③７０・１００　Ｓ－６，Ａ－４、Ｗ－５（Ｃ種）

標準仕様書、１６章４節に規定する鋼製建具（標準型鋼製建具を含む）を対象とし、
建具の分類は下記による。
①鋼製建具（簡易機密性を除く）
②鋼製建具（簡易機密型）

貸切営業所休憩室等改修工事

図面番号

図面名称

工事名称

設 計 者 氏 名 建築・設備工事共通特記仕様書（４） 特-４

建 築 士 事 務 所 名

鋳鉄製ふた（マンホールふた、弁枡ふた）

ポリマーセメントモルタル 改修標準仕様書、４章２節に規定するポリマーセメントモルタルを対象

公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）の当該事項に規定するマンホールふた・弁枡ふたを対象

鋼製軽量建具

長 崎 県 営 繕 工 事 特 記 仕 様 書 （ ４ ）
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ガラス 標準仕様書、１６章１４節に規定するガラスを対象

印

施工計画書

　受注者は、施工計画書を遵守し、工事の施工にあたらなければならない。
　この場合、施工計画書に以下の事項について記載しなければならない。また、監督職員がその他の項目について補足を求めた場
合には、追記するものとする。ただし、受注者は、維持工事等簡易な工事においては監督職員の承諾を得て、記載内容の一部を省
略することができる。

２． 　受注者は、施工計画書の内容に重要な変更が生じた場合（工期や数量等の軽微な変更は除く）には、その都度当該工事に着手す
る前に変更に関する事項について、変更施工計画書を監督職員に提出しなければならない。

可動間仕切

移動間仕切（スライディングドア）

トイレブース

１－１－12
工事の下請負 　受注者は、下請負に付する場合には、以下の各号に掲げる要件をすべて満たさなければならない。

３． 　受注者は、監督職員が指示した事項については、さらに詳細な施工計画書を提出しなければならない。

品質計画（品質目標、品質管理方針、重要管理項目、工種施工計画書,作成要領、検査立会項目等）

一般庁舎の屋上に単体で設置するもので、ガラス等を採光部に用いた小規模の既製金属部材による製品
（開口部は最大2,000ｍｍ角または長辺が3,000ｍｍまでのもの）とし、３０分以上の耐火性能を有する
ものを対象。
また、耐火性のない、透光性の合成樹脂系成形ドーム等を持つ製品であっても、下部に網入りガラスを
用い、３０分以上の耐火性能を有するものは対象。
ただし、大型のアトリウムや特別の形状を持つ特注品及び上部に人が乗ることを想定したものは対象外

　受注者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。
　下請負者が長崎県の建設工事入札参加資格者である場合には、営業停止、指名停止期間中でないこと。

煙突用ライニング材

屋上緑化システム

トップライト

　下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。なお、下請契約を締結するときは、下請負に使用される技術者、
技能労働者等の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が適正に整備されるよう、市場における労務
の取引価格、保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工期等を定める下請け契約を締結しなければならな

乾式保護材（防水立上部）

吸水調整材（モルタル用）

ルーフドレン

ステンレス製建具

オーバーヘッドドア

標準仕様書、１６章８節に規定するクローザー類を対象とし、下記による。
①ドアクローザ（標準型建具用を含む）
②ヒンジクローザ
③フロアヒンジ

標準仕様書、１６章９節に規定するスライディングドア用及びスライディング用自動ドア開閉装置を
対象とし、下記による。
①駆動装置・制御装置（スライディングドア、スイングドアに適用）
②検出装置（スライディングドア、スイングドアに適用）

標準仕様書、１６章１３節に規定するオーバーヘッドドアを対象とし、種類は下記による。
①セクション材料による種類：スチールタイプ、アルミニウムタイプ、ファイバーグラスタイプを対象
②開閉方式にいよる区分：バランス式、チェーン式、電動式を対象
③強さによる区分：JIS A 4715「オーバーヘッドドア構成部材」による区分50、75、100、125を対象
④収納形式による区分：スタンダード形、ローヘッド形、ハイリフト形、バーチカル形を対象

錠前類

クローザ類

自動ドア機構

標準仕様書、１６章８節に規定する錠前類及び標準型建具用のレバーハンドルを対象とし、下記による。
①シリンダー箱錠（シリンダー箱錠）標準型建具用を含む
　　　　　　　　（レバーハンドル）標準型建具用
②シリンダー本締り錠

軽量シャッター

標準仕様書、１６章１０節に規定する自閉式上吊り引戸装置とし、主として身体障害者等が使用する
一般用庁舎等の事務室出入り口、屋内用、屋外用の身体障害者用便所の出入り口を対象

標準仕様書、１６章１２節に規定する軽量シャッターを対象とし、開閉機能による種類は上部電動式
（手動併用）、手動式を対象

標準仕様書、９章２節に規定する既製調合モルタルを対象

標準仕様書、１１章２節に規定する既製調合目地材とし、主として外装用を対象

標準仕様書、１６章６節に規定するステンレス製建具を対象とし、簡易機密性は対象外

標準仕様書、１６章１１節に規定する重量シャッターを対象とし、種類は下記による。
①用途による種類：一般重量シャッター、外部用防火シャッター、屋内防火シャッターを対象とし、
　防炎シャッターは対象外
②開閉機能による種類：上部電動式（手動併用）及び上部手動式を対象
③スラットの形式による種類：インターロッキング形を対象とし、オーバーラッピング形は対象外

標準仕様書、１３章５節に規定するルーフドレンとし、コンクリート打ち込みタイプを対象

標準仕様書、１５章３節に規定する吸水調整材を対象

標準仕様書、１５章３節に規定する建具廻り等に使用するモルタルに混入する防水剤を対象

標準仕様書、１６章５節に規定する鋼製軽量建具（標準型鋼製軽量建具を含む)を対象とし、建具の分類は下記によ
る。
①鋼製軽量建具（簡易気密型を除く）
②鋼製軽量建具（簡易気密型）

自閉式上吊り引戸機構（手動開き式）

　下請負者が当該共同企業体の構成員でないこと。
１－１－13

下請契約書及び下
請代金内訳書

　受注者は、建設業を営む者と下請契約を結締する場合、下請契約に係る契約書には、請負代金の額が記載されたものに個
別工事下請契約約款または工事下請基本契約書を添付して結締しなければならない。
　また、受注者は、下請契約を締結した場合は、当該下請に係る契約書の写しに下請代金内訳書（提出書類様式集の記載例
の内容を満足したもの）の写しを添付したものを下請契約締結後、速やかに監督職員へ提出するものとし、変更が生じた場
合も同様とする。ただし、工期のみ変更の場合はこの限りではない。

３． 　受注者は、発注者から、工事の施工の技術上の監理をつかさどる者（監理技術者または主任技術者）の設置の状況その他の工事
現場の施工体制が施工体制台帳の記載に合致しているかどうかの点検を求められたときは、これを受けることを拒んではならな

４． 　受注者は、施工体制台帳及び再下請負通知書並びに施工体系図に変更が生じた場合は、その都度速やかに監督職員に提出並びに
掲示物の変更をしなければならない。

　建設業法第二十四条の七第一項及び建設業法施工規則第十四条の二に掲げる事項
　安全衛生責任者名、安全衛生推進者名、雇用管理責任者名
　一次下請負人となる警備会社の商号又は名称、現場責任者名、工期

２． 　受注者は、下請契約を締結した場合は、各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系図「提出用」を作成し、監督職員に提
出しなければならない。
　また、受注者は、施工体系図「掲示用」を作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従って、工事関係者
が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げなければならない。

設計年：令和7年6月

　受注者は、下請工事の受注者（当該下請工事の一部に係る二次以降の下請負人も含む）へ前項と同様の義務を負う旨を定
めるとともに、該当する全ての下請工事の受注者から前項の資料を集約のうえ、監督職員へ提出すること。

１－１－14

施工体制台帳及び
施工体系図

１． 　受注者は、工事を施工するために、下請契約を締結した場合は、施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともにその写しを
監督職員に提出しなければならない。
　また、受注者は、再下請が生じた場合には、再下請負通知書を作成し、監督職員に提出しなければならない。なお、施工体制台
帳には、次の（１）～（３）を記載すること。

１－１－17

調査・試験に対す
る協力

１． 　受注者は、発注者が自らまたは発注者が指定する第三者が行う調査及び試験に対して、協力しなければならない。この場合、発
注者は、具体的な内容等を事前に受注者に報告するものとする。

　埋蔵文化財の調査、発掘の遅延及び埋蔵文化財が新たに発見され、工事の続行が不適当または不可能となった場合
　関連する他の工事の進捗が遅れたため工事の続行を不適当と認めた場合
　工事着手後、環境問題等の発生により工事の続行が不適当または不可能となった場合

２． 　発注者は、受注者が契約図書に違反し、または監督職員の指示に従わない場合等、監督職員が必要と認めた場合には、工事の中
止内容を受注者に通知し、工事の全部または一部の施工について一時中止させることができるものとする。

長崎県土木部営繕課

５．

　前１項及び２項の場合において、受注者は工事全体の施工を一時中止（主たる工種の部分中止により工期が延期となった場合を
含む）する場合は、中止期間中の維持・管理に関する基本計画書を発注者に提出し、協議するものとする。また、受注者は工事の
再開に備え工事現場を保全しなければならない。

１－１－23
建設副産物

１－１－18

株式会社

内⽥ 信介

　受注者は、土砂を再生資源利用計画書に記載した搬入元から搬入したときは、法令等に基づき、速やかに受領書を搬入元に交付
しなければならない。

　受注者は、当該工事で資源の有効な利用の促進に関する法律（平成26年６月改正法律第69号）第34条に基づく、建設業に属する
事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判断の基準となるべき事項を定める省令第７条に規定する指定副
産物を工事現場から搬出する場合には、法令に基づき、再生資源利用促進計画書（確認結果票含む）を所定の様式に基づき作成し
た後、速やかに監督職員に提出してその内容を説明のうえ、工事現場において公衆の見やすい場所に掲げなければならない。ま
た、受注者は、計画及び実施状況の記録を工事完成後５年間保存しなければならない。

６．

工事の一時中止 １． 　発注者は、契約書第20 条の規定に基づき以下の各号に該当する場合においては、あらかじめ受注者に対して通知した上で、必
要とする期間、工事の全部または一部の施工について一時中止をさせることができる。
　なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他自然的または人為的な事象による工事の中断
については、１－１－48 臨機の措置により、受注者は、適切に対応しなければならない。

３．

３． 　受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄物管理票（紙マニフェストまたは電子マニフェスト）により、
適正に処理されていることを確かめるとともに、整備、保管し、監督職員から請求があった場合はこれを提示しなければならな
い。
なお 受注者は 産業廃棄物管理票（ ト）総括表を作成し 監督職員に提出しなければならな４．

１． 　受注者は、建設副産物対策と建設工事公衆災害防止対策要綱（長崎県土木部）を遵守して、建設副産物の適正な処理及び再生資
源の活用を図らなければならない。

２． 　受注者は、掘削により発生した石、砂利、砂その他の材料を工事に用いる場合、設計図書によるものとするが、設計図書に明示
がない場合には、本体工事または設計図書に指定された仮設工事にあっては、監督職員と協議するものとし、設計図書に明示がな
い任意の仮設工事にあたっては、監督職員の承諾を得なければならない。

　受注者は、当該工事で資源の有効な利用の促進に関する法律（平成26年６月改正法律第69号）第15条に基づく、建設業に属する
事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令第８条に規定する建設資材に規定する特定建設資
材を工事現場に搬入する場合には、法令に基づき、再生資源利用計画書を所定の様式に基づき作成した後、速やかに監督職員に提
出してその内容を説明のうえ、工事現場において公衆の見やすい場所へ掲げなければならない。また、受注者は、計画及び実施状
況の記録を工事完成後５年間保存しなければならない。



建築・設備工事共通（５）

（続き） （続き）
14項、15項　不適用

３cm程度 ９cm程度

３cm程度 ９cm程度

（１）

（２）

幅
長さ
高さ ３cm程度
重量 総重量 ９cm程度

軸重 ３cm程度
隣接軸重の合計

軸荷重
最小回転半径

3項、4項　略
5項、6項　不適用

2項、3項　略

1項、30項、36項
38項、39項
不適用

（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
（６）

⼀級建築⼠ 登録第 209864 号
印

内⽥ 信介

その他、安全・訓練等として必要な事項

　「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」（以下「法」という。）の目的に鑑み、法第１２
条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等への加入者の使用を促進すること。

　下請契約の相手方または資材納入業者を選定するにあたっては、交通安全に関する配慮に欠けるものまたは業務に関しダンプト
ラック等によって悪質かつ重大な事故を発生させたものを排除すること。

建 築 士 事 務 所 名

図面名称 建築・設備工事共通特記仕様書（５）

工事名称 貸切営業所休憩室等改修工事

特-５

図面番号
設 計 者 氏 名

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) -

３． 　受注者は、請負金額が500 万円以上になる工事において、長崎県外の下請負人を使用する場合、その理由を付した書面（様式－
４（県内業者、県内産建設資材の活用）：長崎県内下請企業を使用しない理由書）及び説明資料を事前に監督職員に提出し、その
理由について承諾を得なければならない。ただし、ＷＴＯ対象工事については、提出のみとし、承諾は不要とする。
　なお、当該工事の発注機関が離島の地方機関の場合は、本項１行目の「長崎県外の下請負人」を「発注機関管外の下請負人」と
読み替えるものとする。

４．

再生資材の利用 １．

２．

　受注者は、工事の施工にあたり表１－３に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」
（平成29年５月改正 法律第41号）に基づく技術基準に適合する特定特殊自動車、または、「排出ガス対策型建設機械指定要領」
（平成３年10月８日付け建設省経機発第249号）、「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程」（最終改正平成24年３月23
日付国土交通省告示第318号）もしくは「第３次排出ガス対策型建設機械指定要領」（最終改訂平成28年８月30日付国総環リ第６
号）に基づき指定された排出ガス対策型建設機械（以下「排出ガス対策型建設機械等」という。）を使用しなければならない。
　排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督職員が認めた場合は、平成7年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の排
出ガス浄化装置の開発」、またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設技術審
査証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用することができるが、これにより難い場合は、監督職員
と協議するものとする。

３． 　上記１、２の排除対策を講じたにもかかわらず、上記２の要因により工期に遅れが生じるおそれがある場合は、速やかに監督職
員と工程に関する協議を行うこと。

１－１－53

２．

　受注者は、設計図書に施工時間が定められていない場合で、官公庁の休日または夜間に、現道上の工事または監督職員が把握し
ていない作業を行う場合は、事前に理由を付して監督職員に報告しなければならない。

１－１－45

不可抗力による損
害

１．

12.0ｍ

 2.5ｍ
12.0ｍ

表１－２　一般的制限値

２．

②既に使用の腕章で類似品も可。

　粒度調整砕石、クラッシャランの再生資材を使用する場合は、長崎県リサイクル製品等認定制度の認定を受けた製品を使用する
ものとする。

３． 　第１項以外の資材についても、設計図書に明示がない場合には、再生資材を使用するよう努めること。
　なお、再生資材の使用にあたっては、長崎県リサイクル製品等認定制度で規定した品質等を満たした資材を使用するものとす

１－１－54

　受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被害が契約書第30条の規定の適用を受けると思われる場合には、
直ちに工事災害通知書により監督職員を通じて発注者へ通知しなければならない。

資材等の県内優先
調達

１． 　受注者は、工事に使用する資材等については、地場産業の活性化を図るため、原則として県内生産品を使用しなければならな
い。

だ 対 事 内生産 使 努

下請人の県内優先
活用

１． 　受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約の相手を原則として「県内に主たる営業所」を有するもの、またはそれに準
ずるものの中から選定しなければならない。また、当該下請負工事の受注者（当該下請工事の一部に係る二次以降の下請負人を含
む。）が同様の義務を負う旨を定めなければならない。
　ただし、ＷＴＯ対象工事については、「県内に主たる営業所」を有するもの、またはそれに準ずるものの中から選定するよう努
めるものとする。

２． 　受注者は、請負金額が500 万円以上になる場合、本工事に使用した下請負人を工事完成までに、書面（様式－１（県内業者、県
内産建設資材の活用用）：下請企業使用報告書）及び電子ファイルによって監督職員に提出すること。

（例３）現場代理人と技術者を兼務している場合

事故報告

１－１－37
環境対策 １．

 3.8ｍ

隣り合う車軸に係る軸距1.8ｍ未満の場合18ｔ（隣り合う車軸に係る軸距が1.3ｍ以上で、か
つ、当該隣り合う車軸に係る軸重が9.5ｔ以下の場合は19ｔ）、1.8ｍ以上の場合は20ｔ

　受注者は、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術参事官通達、昭和62 年３月30 日改正）、関連法令並びに
仕様書の規定を遵守の上、騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の問題については、施工計画及び工事の実施の各段階において十分
に検討し、周辺地域の環境保全に努めなければならない。

2項、3項、5項、7
項、8項　略

１－１－36 　請負代金が500 万円以上の工事の場合には、受注者が配置する監理技術者、主任技術者（下請の主任技術者を含む）、専任義務
のある元請の専門技術者は、身分を証明できる資料（技術者証や免許証等）を携行しなければならない。

使用人等の管理 １． 　受注者は、使用人等（下請負者またはその代理人若しくはその使用人その他これに準ずる者を含む。以下「使用人等」とい
う。）の雇用条件、賃金の支払い状況、宿舎環境等を十分に把握し、適正な労働条件を確保しなければならない。

２． 　受注者は、使用人等に適時、安全対策、環境対策、衛生管理、地域住民に対する応対等の指導及び教育を行うとともに、工事が
適正に遂行されるように管理及び監督しなければならない。

１－１－33
工事中の安全管理 ２． 　災害発生時においては、第三者及び作業員等の人命の安全確保をすべてに優先させるものとし、応急処置を講じるとともに、直

ちに関係機関へ通報及び監督職員に報告しなければならない。

１－１－23
建設副産物

 監督職員は、工事が契約図書どおりおこなわれているかどうかの確認をするために必要に応じ、工事現場または製作工場に立ち
入り、立会し、または資料の提出を請求できるものとし、受注者はこれに協力しなければならない。

　受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（令和３年７月改正 政令第198号）第３条における一般的制限値を超
える車両を通行させるときは、道路法第47条の２に基づく通行許可、または道路法第47条の10に基づく通行可能経路の回答を得て
いることを確認しなければならない。また、道路交通法施行令（令和５年３月改正 政令第54号）第22条における制限を超えて建設
機械、資材等を積載して運搬するときは、道路交通法（令和５年５月改正 法律第19号）第57条に基づく許可を得ていることを確認
しなければならない

車両の諸元

　受注者は、加熱アスファルト混合物、粒度調整砕石、クラッシャランを工事に用いる場合、設計図書に明示がない場合には、原
則として再生資材を使用するものとする。ただし、これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。
　なお、使用に際し、プラント再生舗装技術指針及び建設副産物対策と建設工事公衆災害防止対策要綱（長崎県土木部）を遵守す
るものとする。

１－１－24

監督職員による検
査（確認を含む）
及び立会等

１．

　受注者は、木くず（産業廃棄物以外）の処分地への搬入数量が確認できる資料を整備・保管し、監督職員から請求があった場合
には、直ちに提出しなければならない。

11． 　受注者は、前項により再生資源利用計画書及び再生資源使用促進計画書を作成した場合、または再生資源利用計画書及び再生資
源利用促進計画書を作成しない場合であっても、最終請負金額が500 万円以上の工事については、工事完了後速やかに再生資源利
用実施書及び再生資源利用促進実施書を建設副産物情報交換システム(ＣＯＢＲＩＳ)により作成し、監督職員に提出しなければな
らない。これによりがたい場合は、監督職員と協議すること。

12． 　受注者（排出事業者）は、次のことに留意し、建設廃棄物の適正な処理に努めなければならない。
　建設廃棄物を搬出する際は、事前に建設廃棄物処理委託契約を結ばなければならない。
　なお、その際の契約は、排出事業者と収集運搬業者または排出事業者と処分業者との、必ず２者間で結ばなければならな
い。ただし、収集運搬業者と処分業者が同一業者（許可業者に限る）の場合は、１枚の契約書によることができる。

　建設廃棄物を搬出する時は、その都度確実に委託業者に対して産業廃棄物管理票（紙マニフェストまたは電子マニフェス
ト）を発行しなければならない。

13． 　受注者は、建設発生土については、第１編１－１－23 建設副産物２項の規定により適切に処理しなければならない。

16.

17. 　建設発生土受入れ地については、受注者は、建設発生土受入地ごとの特定条件に応じて施工しなければならない。

１－１－30
施工管理 １．

10267 号

22． 　受注者は、工事現場が隣接しまたは同一場所において別途工事がある場合は、請負業者間の安全施工に関する緊密な情報交換を
行うとともに、非常時における臨機の措置を定める等の連絡調整を行うため、関係者による工事関係者連絡会議を組織するものと
する。

23． 　監督職員が、労働安全衛生法（令和元年６月改正 法律第37 号）第30 条第１項に規定する措置を講じる者として、同条第２項
の規定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従うものとする。

31． 　受注者は、設計図書において指定された工事用道路を使用する場合は、設計図書の定めに従い、工事用道路の維持管理及び補修
を行うものとする。

26． 　受注者は、工事の適正な実施に必要な技術的能力の向上、情報通信技術を活用した工事の実施の効率化等による生産性の向上並
びに技術者、技能労働者等育成及び確保並びにこれらの者に係る賃金、労働時間、その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境
の改善に努めなければならない。また、受注者は、作業員が健全な身体と精神を保持できるよう作業場所、現場事務所及び作業員
宿舎等における良好な作業環境の確保に努めなければならない。

　受注者は、地下埋設物件等に損害を与えた場合は、直ちに関係機関に通報及び監督職員に通知（１－１－３６ 事故報告）し、
応急措置をとり補修しなければならない。

７．

17． 　受注者は、施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人等が見易い場所に、工事名、工期、発注者名、受注者名及び工事
内容等を記載した標示板を設置し、工事完成後は速やかに標示板を撤去しなければならない。ただし、標示板の設置が困難な場合
は、監督職員の承諾を得て省略することができるものとする。

18．

15． 　受注者は、工事期間中、安全巡視を行い、工事区域及びその周辺の監視あるいは連絡を行い、安全を確保しなければならない。

16． 　受注者は、工事現場付近における事故防止のため一般の立入りを禁止する場合、その区域に、柵、門扉、立入禁止の標示板等を
設けなければならない。

14． 　受注者は、架空線等上空施設の位置及び占用者を把握するため、工事現場、土取り場、建設発生土受入地、資材等置き場等、工
事に係わる全ての架空線等上空施設の現地調査（場所、種類、高さ等）を行い、その調査結果を、事前に監督職員に提出しなけれ
ばならない。

12． 　受注者は、工事中に想定外の物件を発見または拾得した場合、直ちに関係機関へ通報するとともに監督職員へ報告し、その対応
について指示を受けるものとする。

27． 　受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用するときは、積載物の落下等により、路面を損傷し、あるいは汚損す
ることのないようにするとともに、特に第三者に工事公害による損害を与えないようにしなければならない。
　なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契約書第29 条によって処置するものとする。

28． 　受注者は、工事用車両による土砂、工事用資材及び機械などの輸送を伴う工事については、関係機関と打合せを行い、交通安全
に関する担当者、輸送経路、輸送期間、輸送方法、輸送担当業者、交通誘導警備員の配置、標識安全施設等の設置場所、その他安
全輸送上の事項について計画をたて、災害の防止を図らなければならない。

29． 　受注者は、ダンプトラック等の大型輸送機械で大量の土砂、工事用資材等の輸送をともなう請負代金が500 万円以上の工事の場
合には、事前に関係機関と打合せのうえ、交通安全等輸送に関する必要な事項の計画を立て、施工計画書に記載しなければならな

13． 　受注者は、営繕工事に使用する建設機械の選定、使用等について、設計図書により建設機械が指定されている場合には、これに
適合した建設機械を使用しなければならない。ただし、より条件に合った機械がある場合には、監督職員の承諾を得て、それを使
用することができる。

　受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加入し、その掛金収納書（発注者用）を余裕期間制度の適用有無に
関わらず、工事請負契約締結後原則３０日以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締結後原則４０日以内）に、
発注者に提出しなければならない。なお、工事完成後、速やかに掛金充当実績総括表を作成し、監督職員に提示しなければならな
い。
　また、公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針に従って、建設業退職金共済制度適用事業主工事現場標
識を 工事現場の工事関係者及び公衆の見やすい場所に掲げなければならない

５． 　受注者は、工事施工中、監督職員及び管理者の許可なくして、流水及び水陸交通の支障となるような行為、または公衆に支障を
及ぼすなどの施工をしてはならない。

６．

　受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法（令和元年６月改正 法律第37 号）等関連法令に基
づく措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備等については、関係法令に基づいて適切な措置を講じておか
なければならない。
　なお、受注者は、安全な工事を進めるための、責任者・管理者・作業主任者等を選定し、労働者の安全と健康を確保するための
責任体制を明確にするとともに、作業主任者一覧表を施工計画書に記載しなければならない。

工事安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底
当該工事における災害対策訓練
当該工事現場で予想される事故対策

　受注者は、台風、豪雨、出水、土石流、波浪、その他天災に対しては、天気予報などに注意を払い、常に災害を最小限に食い止
めるため防災体制を確立しておかなくてはならない。

安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育
当該工事内容等の周知徹底

９． 　受注者は、工事施工箇所に地下埋設物件等が予想される場合には、当該物件の位置、深さ等を調査し、その結果を、事前に監督
職員に提出しなければならない。

10． 　受注者は施工中、管理者不明の地下埋設物等を発見した場合は、監督職員に報告し、その処置については占用者全体の現地確認
を求め、管理者を明確にしなければならない。

11．

設計年：令和7年6月

18.

　受注者は、建設発生土の受入れ地への搬入土量が確認できる資料（伝票等）を整備・保管し、監督職員から請求があった場合に
は、直ちに提出しなければならない。

　受注者は、工事着手後、作業員全員の参加により以下の各号から実施する内容を選択し定期的に安全に関する研修・訓練等を実
施しなければならない。

長 崎 県 営 繕 工 事 特 記 仕 様 書 （ ５ ）

19． 　受注者は、請負代金が500 万円以上の工事の場合には、工事の内容に応じた安全教育及び安全訓練等の具体的な計画を作成し、
施工計画書に記載しなければならない。

20． 　受注者は、安全教育及び安全訓練等の実施状況について、ビデオ等または工事報告等に記録した資料を整備及び保管し、監督職
員の請求があった場合は直ちに提示しなければならない。

21． 　受注者は、所轄警察署、所管海上保安部、道路管理者、鉄道事業者、河川管理者、港湾管理者、空港管理者、海岸管理者、漁港
管理者、労働基準監督署、消防署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、工事中の安全を確保しなければならない。

　受注者は、工事の施工にあたっては、施工計画書に示される作業手順に従い施工し、品質及び出来形が設計図書に適合するよ
う、十分な施工管理をしなければならない。

　受注者は、施工に際し施工現場周辺並びに他の構造物及び施設などへ影響を及ぼさないよう施工しなければならない。また、影
響が生じるおそれがある場合、または影響が生じた場合には直ちに監督職員へ通知（１－１－３６ 事故報告）し、その対応方法
等に関して協議しなければならない。また、損傷が受注者の過失によるものと認められる場合、受注者自らの負担で原形に復元し
なければならない。

４．

　受注者は、工事箇所及びその周辺にある地上地下の既設構造物に対して支障を及ぼさないよう必要な措置を施さなければならな
い。

８． 　受注者は、工事着手前に電力、通信、ガス、水道設備等の埋設物の有無について、各施設管理者に確認し、その結果を、事前に
監督職員に提出しなければならない。

１－１－32

2025/04/01版

24． 　受注者は、工事期間中現場内及び周辺の整理整頓に努めなければならない。
25． 　受注者は、工事現場の現場環境改善を図るため、現場事務所、作業員宿舎、休憩所または作業環境等の改善を行い、快適な職場

を形成するとともに、地域との積極的なコミュニケーション及び現場周辺の美装化に努めるものとする。

３．

１－１－51

現 場 代 理 人
○ ○ 技 術 者

①会社名・会社マーク等の記載も可。

現場技術者等の腕
章着用

２．

4項　不適用 ６．

表１－３

32． 　受注者は、請負代金が500万円以上の工事の場合には、指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維持管理、補修及び使用
方法等の計画書を施工計画書に記載しなければならない。この場合において、受注者は、関係機関に所要の手続をとるものとし、
発注者が特に指示する場合を除き、標識の設置その他の必要な措置を行わなければならない。

33． 　発注者が工事用道路に指定するもの以外の工事用道路は、受注者の責任において使用するものとする。
34． 　受注者は、特記仕様書に他の受注者と工事用道路を共用する定めがある場合においては、その定めに従うとともに、関連する受

注者と緊密に打合せ、相互の責任区分を明らかにして使用するものとする。

35． 　受注者は、公衆の交通が自由かつ安全に通行するのに支障となる場所に材料または設備を保管してはならない。また、毎日の作
業終了時及び何らかの理由により建設作業を中断する時には、交通管理者協議で許可された常設作業帯内を除き一般の交通に使用
される路面からすべての設備その他の障害物を撤去しなくてはならない。

37． 　受注者は、工事の施工にあたっては、作業区域の標示及び関係者への周知など、必要な安全対策を講じなければならない。

１－１－33
工事中の安全管理

１－１－52

暴力団等による不
当要求の排除対策

１．

　受注者は、当該工事にあたって長崎県建設工事暴力団対策要綱（平成22 年４月１日一部改正）に基づき、次に掲げる事項を遵守し
なければならない。
　なお、違反したことが判明した場合は、指名除外等の措置を行うなど、厳正に対処するものとする。

10． 　受注者は、建設資材の利用及び建設副産物発生・搬出の有無に関わらず工事請負金額が500 万円以上の場合には再生資源利用計
画書及び再生資源利用促進計画書を建設副産物情報交換システム(ＣＯＢＲＩＳ)により所定の様式に基づき作成し、施工計画書に
含め監督職員に提出しなければならない。これによりがたい場合は、監督職員と協議すること。
　また、工事請負金額が500 万円未満であっても、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成26 年６月改正 法律第55
号）の対象工事の場合は、再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を所定の様式に基づき作成し、監督職員に提出しなけ
ればならない。

１－１－42

　受注者は、工事に使用する資材等については、長崎県内に本店を有する者の中から調達するよう努めなければならない。

県内生産品とは
①長崎県内の工場にて製造・加工された資材・製品であること。
「材料が県外製品であっても、県内の工場で製造・加工したもの（二次製品）であれば、県内生産品として取り扱う」
②長崎県建設工事共通仕様書、公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編・機械設備工事編）その他関連する示方書等
の基準を満たす資材・製品であること。

７．

1項～3項　不適用

４． 　受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇
用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。

５．

　受注者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対して責任をもって適正な補償をしなければな
らない。

2項、3項　略
１－１－47

保険の付保及び事
故の補償

　受注者は、設計図書に施工時間が定められている場合でその時間を変更する必要がある場合は、あらかじめ監督職員の承諾を得
なければならない。

受注者は、法定外の労災保険に付さなければならない。
６．

施工時期及び施工
時間の変更

２． 　受注者は、監督職員による検査（確認を含む）及び立会に必要な準備、人員及び資機材等の提供並びに写真その他資料の整備を
するものとする。
　なお、監督職員が製作工場において立会および監督職員による検査（確認を含む）を行なう場合、受注者は監督業務に必要な設
備等の備わった執務室を提供しなければならない。

現 場 代 理 人

○ ○ 技 術 者

ダンプトラック等
による過積載等の
防止

９． 　以上のことにつき、下請契約における受注者を指導すること。

１．

２．

備　　考機　　種

　ここでいう車両とは、人が乗車し、または貨物が積載されている場合にはその状態におけるものをいい、他の車両をけん引して
いる場合にはこのけん引されている車両を含む。

　受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に報告するとともに、所轄労働基準監督署及び所轄警察署など
のほか関係機関へ直ちに連絡し、適正に処理しなければならない。
　また、所定の様式（事故等発生速報、事故等発生報告書）を監督職員が指示する期日までに、提出しなければならない。

　受注者が配置する現場代理人、監理技術者、主任技術者等の現場技術者は、腕の見やすい箇所に腕章を着用するものとする。

（例１）現場代理人の場合

（例２）監理技術者、主任技術者の場合

　ディーゼルエンジン（エンジン出力７．５ｋＷ以
上２６０ｋＷ以下）を搭載した建設機械に限る。
　ただし、道路運送車両の保安基準に排出ガス基準
が定められている自動車で、有効な自動車検査証の
交付を受けているものは除く。

一般工事用建設機械
・バックホウ（ベースマシン含む）
・トラクタショベル（車輪式）
・ブルドーザー
・発動発電機（可搬式）
・空気圧縮機（可搬式）
・油圧ユニット
　　　以下に示す基礎工事用機械のうち、ベースマシンとは別に、独立し
た
　　　ディーゼルエンジン駆動の油圧ユニットを搭載しているもの
　　・油圧ハンマ
　　・バイブロハンマ
　　・油圧式鋼管圧入・引抜機
　　・油圧式杭圧入・引抜機
　　・アースオーガ
　　・オールケーシング掘削機
　　・リバースサーキュレーションドリル
　　・アースドリル
　　・地下連続壁施工機
　　・全回転型オールケーシング掘削機
・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ
・ホイールクレーン

40．

一般的制限値

20.0t　（但し、高速自動車国道・指定道路については、軸距・長さに応じ最大25.0ｔ）
10.0ｔ

 5.0t

１．

　不当要求を受けた場合（下請業者が受けた場合も含む）は、毅然として拒否し、所轄の警察署に届出を行い、捜査上必要な協力
を行うとともに、その旨を速やかに監督職員に通知すること。

　受注者は、請負金額が500 万円以上になる場合、本工事に使用した資材を工事完成までに、書面（様式－２（県内業者、県内産
建設資材の活用用）：建設資材使用報書）及び電子ファイルによって監督職員に提出すること。

３． 　受注者は、請負金額が500 万円以上になる工事において、県内生産品以外を使用する場合、その理由を付した書面（様式－３
（県内業者、県内産建設資材の活用）：長崎県内産資材を使用しない理由書）及び説明資料を事前に監督職員に提出し、その理由
について承諾を得なければならない。ただし、ＷＴＯ対象工事については、提出のみとし、承諾は不要とする。

　不当要求による被害または工事妨害を受けた場合（下請業者が受けた場合も含む）は、所轄の警察署に被害届を提出するととも
に、その旨を速やかに監督職員に通知すること。

７．

８．

　受注者は、再生資源利用促進計画書の作成に当たり、建設発生土を工事現場から搬出する場合は、工事現場内の土地の掘削その
他の形質の変化に関して発注者等が行った土壌汚染対策法等の手続き状況や、搬出先が盛土規制法の許可地等であるなど適正であ
ることについて、法令等に基づき確認しなければならない。
　また、確認結果は再生資源利用促進計画書に添付するとともに、工事現場において公衆の見やすい場所に掲げなければならな
い。
　受注者は、建設現場等から土砂搬出を他の者に委託しようとするときは、再生資源利用促進計画書に記載した事項（搬出先の名
称及び所在地、搬出量）と前項で行った確認結果を、委託した搬出者に対して、法令等に基づいて通知しなければならない。

９． 　受注者は、建設発生土を再生資源利用促進計画書に記載した搬出先へ搬出したときは、法令等に基づき、速やかに搬出先の管理
者に受領書の交付を求め、受領書に記載された事項が再生資源利用促進計画書に記載した内容と一致することを確認するととも
に、監督職員から請求があった場合は、受領書の写しを提出しなければならない。

長崎県土木部営繕課

「長崎県建設工事共通仕様書」から抜粋（参考）

４． 　さし枠の装着または物品積載装置の不正改造をしたダンプカーが工事現場に出入りすることのないようにすること。
５．

６．

７． 　運送契約による場合は、事業用車両（緑ナンバー）を使用すること。
８． 　長崎県内ナンバー車両の優先使用に努めること。

１－１－57
１． 　工事用資機材等の積載超過のないようにすること。
２． 　過積載を行っている資材納入業者から資材を購入しないこと。
３． 　資材等の過積載を防止するため、資材の購入等にあたっては、資材納入業者等の利益を不当に害することのないようにするこ

１－１－55



● 地盤調査の結果 調査位置、柱状図、地層構成、地下水位 （建4.3.8） 杭頭の中詰め材料 （建4.2.2）（建4.5.5、6) 試験杭
○ 図示による（ ） ○ 基礎のコンクリートと同調合のもの 試験杭の施工
○ （ ） ○ （ ） ※ 本杭の施工に先立ち行う

○ （ ）
● 支持地盤 ○ 杭基礎 　 鋼杭地業 種類の記号 ○ ＳＫＫ４００ ○ ＳＫＫ４９０ ○ （ ） 試験杭の位置、本数

（建3.2.1） 支持地盤の種類、位置、本数及び寸法(基礎ぐいの先端の位置含む) （建4.2.2）（建4.4.3～6） ※ 最初の一本
（建4.2.4）（建4.3.4、5） ※ 図示による（ ） 杭の種類、寸法、継手等 ○ 図示による（ ）
（建4.4.4）（建4.5.5、6） ○ （ ） (建4.5.5、6) 孔壁測定

● 直接基礎 ○ 行う 測定方法、測定箇所は図示による（ ）
支持地盤の種類及び位置(基礎底部の位置含む) ○ 行わない

○ 図示による（ ） 杭の支持層への根入れ深さ
○ （ ） ○ 図示による（ ）

長期設計支持力度 ） ○ （ ）
○ （ ） kN /㎡ (建4.5.5) 杭の精度
○ （ ） 水平方向の位置ずれ ○ 杭径の１/４かつ１００mm以下

（建3.2.1） 試験堀（根切り底）による支持地盤の確認 ○ 評定等の評価内容による
○ 行う 位置等は図示による （ ） 建込み時の杭の鉛直度 ○ １/１００以内
○ 行わない ○ 評定等の評価内容による

（建4.2.4） 地盤の載荷試験
※ 行う 試験の方法、試験杭の位置、本数、載荷荷重、報告書の記載事項等は図示による 　 地盤改良 工法
○ 行わない （セメント系固化材を ○ 浅層混合処理工法

　用いた工法による 適用範囲、仕様及び計測、試験は図示による（ ）
　 既製コンクリート杭 種類 　改良） 長期設計支持力 ○ （ ） kN/㎡

地業 ○ 遠心力高強度プレストレストコンクリート杭(ＰＨＣ杭) ○ （ ）
（建4.2.2）（建4.3.1） ○ 外殻鋼管付きコンクリート杭(ＳＣ杭)  ○ 深層混合処理工法

（建4.3.3～6、8） ＳＣ杭の鋼管材料 ○ ＳＫＫ４００ ○ ＳＫＫ４９０ 適用範囲、仕様及び計測、試験は図示による（ ）

○ プレストレスト鉄筋コンクリート杭（PRC杭） 長期設計支持力 ○ （ ） kN/㎡
○ （ ） ○ （ ）

試験堀 試験杭の施工
○ 行う 孔径はオーガー径とする ※ 本杭の施工に先立ち行う 　 置換コンクリート地業 形状、支持地盤、仕様

位置及び長さは図示による （ ） ○ （ ） （ラップルコンク ○ 図示による（ ）
試験堀の施工は試験杭の施工に先立ち行う 試験杭の位置、本数 　リート地業） 長期設計支持力

○ 行わない ※ 最初の一本 ○ （ ） kN/㎡
○ 図示による（ ） ○ （ ）

（建4.2.2）（建4.3.3） 杭の種類、性能及び曲げ強度等による区分（種別）、寸法、継手の箇所数等 (建4.3.5)（建4.4.1）（建4.4.4） 施工方法 （建6.3.1） セメントの種類
○ 特定埋込杭工法 ※ 高炉セメントB種 Ｇ

○ Ｈ１３国土交通省告示第１１１３号第６による地盤の許容支持力式で　 ○ （ ）
α＝２５０を採用できる工法 図示による（ ） コンクリートの設計基準強度

○ 上記以外の特定埋込杭工法 図示による（ ） （ ） Ｎ/ｍ㎡
工法 構造体強度補正値（S）＝ （ ） Ｎ/ｍ㎡

○ 中堀り拡大根固め工法
○ （ ） 　 液状化対策 工法

杭の支持地盤への根入れ深さ ○ （ ）
○ 評定等の評価内容による ） 仕様、範囲、計測、試験等
○ （ ） ○ 図示による（ ）

杭の精度
水平方向の位置ずれ ○ 評定等の評価内容による ● 砂利地業 （建4.6.2） 材料
建込み時の杭の鉛直度 ○ 評定等の評価内容による ※ 再生クラッシャラン Ｇ

(建4.4.5) 杭の現場継手 ○ 切込砂利又は切込砕石
○ アーク溶接継手 （建4.6.3） 厚さ及び使用範囲

形状 ○ ＪＩＳ　Ａ　５５２５による
○ （ ）

(建4.4.3) 溶接材料 ○ 標準仕様書　７．２．５（１）（２）による
○ 図示による（ ）
○ （ ）

○ 機械式継手（継手部に接続金具を用いた方式のもの）
工法 ※ 評定等を受けた工法 （図 による）
検査 ※ 評定等に定められた項目 （図 による） ● 捨てコンクリート コンクリートの仕様
施工 ※ 評定等をされた施工管理基準による （図 による） 地業 （建4.6.4） ※ 無筋コンクリートによる

(建4.4.6) 杭頭の処理 （建6.14.1～3） ○ （ ）
○ 行う 処理方法（切断にともなう補強方法を含む） （建6.3.1） セメントの種類

○ 図示による（ ） ※ 普通コンクリート Ｇ

（建4.2.2） 試験杭の施工 ※ 本杭の施工に先立ち行う ○ （ ） ○ （ ）
○ （ ） ○ 行わない （建4.6.4） 厚さ及び使用範囲

試験杭の位置、本数 (建4.4.6) 杭頭の中詰め材料
※ 最初の一本 ○ 基礎のコンクリートの同調合のもの
○ 図示による（ ） ○ （ ）

施工方法
（建4.3.4） ○ セメントミルク工法 　 場所打ち 杭径、長さ、仕様等

アースオーガーの支持地盤への掘削深さ コンクリート杭地業 ○ 図示による（ ）
○ 図示 （建4.2.2）（建4.5.1、4～6） ○ （ ）

杭の支持地盤への根入れ深さ 材料その他 　 床下防湿層 （建4.6.2、5) 施工範囲
○ 図示 (建4.5.4) 帯筋の加工及び組立 ○ 建物内の土間スラブ及び土間コンクリート下（ピット下を除く）

杭の精度 ○ 図示による（構造関係共通事項（配筋標準図）６．２帯筋（ｂ）（３）④（ロ）） ○ （ ）
水平方向の位置ずれ ○ 杭径の１/４かつ１００mm以下 ○ （ ） 材料

○ （ ） 鉄筋の最小かぶり厚さ ○ ポリエチレンフィルム厚さ０．１５mm以上
建込み時の杭の鉛直度 ○ １/１００以内 ○ 図示による（ ） ○ （ ）

○ （ ） 鉄筋かごの補強
（建4.3.5） ○ 特定埋込杭工法 ○ 図示による（ ）

○ Ｈ１３国土交通省告示第１１１３号第６による地盤の許容支持力式で　 組み立てた鉄筋の節ごとの継手
α＝２５０を採用できる工法 図示による（ ） ※ 重ね継手

○ 上記以外の特定埋込杭工法 図示による（ ） 重ね継手の長さ ○ 図示による（ ）

工法 ○ （ ）

○ プレボーリング根固め工法 主筋の基礎底盤への定着長さ
○ 中堀り拡大根固め工法 ○ 図示による（ ）
○ （ ） （建4.5.4）（建6.3.1） セメントの種類

杭周固定液 ※ 高炉セメントＢ種 Ｇ

○ 使用する ○ （ ）
○ 使用しない （建4.5.4）（建表　4.5.1） コンクリートの種別

杭の支持地盤への根入れ深さ ○ Ａ種
○ 評定等の評価内容による ○ Ｂ種
○ 図示による（ ） ○ 評定等の評価内容による

杭の精度 （建4.5.4～6） コンクリートの設計基準強度
水平方向の位置ずれ （ ） Ｎ/ｍ㎡

○ 評定等の評価内容による （建4.5.4） スランプ
建込み時の杭の鉛直度 ※ １８cm

○ 評定等の評価内容による ○ ２１cm
（建4.3,2、6）（建7.2.5） 杭継手工法 （建4.5.4） 構造体強度補正値（Ｓ)

○ アーク溶接継手 ※ ３Ｎ/ｍ㎡
○ 標準仕様書４．３．６による ○ 評定等の評価内容による
溶接材料 ○ （ ）

○ 標準仕様書７．２．５（１）（２）による （建4.5.1、5、6) 掘削工法
○ 図示による（ ） ○ アースドリル工法

○ 機械式継手(継手部に接続金具を用いた方式のもの） 安定液 ※ 使用する ○ 使用しない
工法 ※ 評定等を受けた工法 （図 による） ○ リバース工法
検査 ※ 評定等に定められた項目 （図 による） ○ オールケーシング工法
施工 ※ 評定等をされた施工管理基準による （図 による） 孔内の水張り ○ 行う ○ 行わない

（建4.3.8） 杭頭の処理 併用する工法
○ 行う 処理方法（切断にともなう補強方法含む） ○ 場所打ち鋼管コンクリート杭工法  　 図示による（ ）

○ 図示による（ ） 鋼管材料 ○ ＳＫＫ４００ ○ ＳＫＫ４９０ ○ （ ）
○ （ ） ○ 拡底杭工法 図示による（ ）

○ 行わない 安定液 ※ 使用する ○ 使用しない
○ （ ）
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　 鉄筋の種類 （建5.2.1） 鉄筋の種類 　 機械式継手 （建5.5.3） 使用箇所 　 梁貫通孔の補強 補強形式
(建表　5.2.1） ○ 図示（ ） ○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）１１．１

○ （ ） ○ Ｈ形
（建5.5.3） 性能（Ｈ１２建告第１４６３号に適合するもの） ○ （ ）

○ Ａ級 ○ 図示（ ）
○ （ ） 配筋種別

（建5.5.3） 種類 ○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）１１．１）
○ ねじ式鉄筋継手 ○ 図示（ ）

充填方式 ○ 無機グラウト方式 梁貫通孔径（部材記号含む）及び配筋種別リスト
○ 有機グラウト方式 ○ 図示（ ）
○ （　　　　　　　　　　　　　　）

○ 端部ねじ加工継手 ● 基礎梁主筋の継手 ○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）５．１（ｂ）による （ ○ すべて ・ ○ （ ））
　 溶接金網 （建5.2.2） 鉄線の形状等 ○ モルタル充填式継手 ○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）５．１（ｃ）による （ ○ すべて ・ ○ （ ））

○ （ ） ○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）５．１（ｄ）による （ ○ すべて ・ ○ （ ））
工法 ○ 図示（ ）

○ 第三者機関の評定等を取得している工法
○ 図示（ ） 　 機械吊上げ用フック 種別

○ 図示（ ）
（建5.3.5）（建5.5.3） 鉄筋相互のあき

○ 評定等の評価内容による
● 鉄筋の継手 （建5.3.4） 継手方法等 ○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）4.1）

（建5.5.2、3） ○ （ ）
（建5.5.2） 品質の確認方法

○ 評定等の評価内容による ）
○ 図示（ ）

検査

○ 評定等の評価内容による
○ （ ）

（建5.5.5） 施工完了後の継手部の試験
○ 外観試験

（建5.3.4） 耐力壁の重ね継手の長さ 試験対象 ○ 全数
○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）３．１（ａ）　表３．１によることとし、 試験項目 ○ 評定等の評価内容による ○ （ ）

３．１（ａ）（３）は適用しない） 試験方法 ○ 評定等の評価内容による ○ （ ）
○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）３．１（a）（３）） ○ 超音波探傷試験
○ 図示（ ） 試験対象

継手位置図 ○ 抜取り
○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）５．１，６．１，７．１，７．３，８．１） ロット ○ １組の作業班が１日に行った継手箇所で、最大２００箇所程度とする。
○ 図示（ ） ○ （ ）

柱及び梁主筋の重ね継手の長さ 試験の個所数
○ 図示（ ） １ロットに対して（ ）箇所
○ （ ） ○ 全数

試験項目 ○ 挿入長さ
● 鉄筋の定着長さ 鉄筋の定着長さ 試験方法 ○ ＪＩＳ　Ｚ　３０６４（鉄筋コンクリート用機械式継手の鉄筋挿入長さの超音波測定

（建5.3.4） ● 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）３．１（ｂ）） 試験方法及び判定基準）による
○ 図示（ ） （建5.5.5） 不良となった継手の修正方法等
○ （ ） ○ 図示（ ）

機械式定着工法 ○ （ ）
○ 適用する

適用範囲 　 溶接継手 （建5.6.3） 使用箇所
○ 図示（ ） ○ 図示（ ）
○ （ ） ○ （ ）

種類 （建5.6.3） 性能（Ｈ１２建告第１４６３号に適合するもの）
○ 摩擦圧接接合 ○ Ａ級
○ 螺合グラウト固定 ○ （ ）
○ 篏合グラウト固定 （建5.6.3） 溶接継手の工法

工法 （ ）
○ 第三者機関の評定等を取得している工法とする （建5.6.3） 鉄筋相互のあき

必要定着長さ ○ 標準仕様書５．３．５（４）による
○ 評定等の評価内容による ○ 評定等の評価内容による

補強筋形状 ○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）４．１）
○ 評定等の評価内容による ○ （ ）

かぶり厚さ （建5.6.5） 施工完了後の継手部の試験
○ 評定等の評価内容による ○ 外観試験

品質確認 試験対象 ○ 全数
○ 評定等の評価内容による 試験項目 ○ 評定等の評価内容による ○ （ ）

検査 試験方法 ○ 評定等の評価内容による ○ （ ）
○ 評定等の評価内容による ○ 超音波探傷試験

試験対象
● 鉄筋のかぶり厚さ 最小かぶり厚さ（目地底から算出を行う） ○ 抜取り

及び間隔 ● 図示（構造関係共通事項（構造関係共通事項（配筋標準図）表４．１） ロット ○ １組の作業班が１日に行った溶接箇所で、最大２００箇所程度とする。
（溶接金網含む） ○ 図示（ ） ○ （ ）

（建5.3.5） ○ （ ） 試験の個所数
柱及び梁の主筋にＤ２９以上の使用の有無 １ロットに対して（ ）箇所

○ なし ○ 全数
○ あり 適用箇所（ ） 試験項目 ○ 内部欠陥の検出

主筋のかぶり厚さ 試験方法 ○ ＪＩＳ　Ｚ　３０６３（鉄筋コンクリート用異形棒鋼溶接部の超音波探傷試験方法
※ 鉄筋径の１．５倍以上 及び判定基準）による
○ （ ） （建5.6.3） 品質の確認方法

軽量コンクリートを適用する場合 ○ 図示（ ）
○ なし ○ （ ）
○ あり 適用箇所（ ） （建5.6.5） 不良となった継手の修正方法等

○ 最小かぶり厚に加える厚さ（ ） mm ○ 図示（ ）
耐久性上不利な部分（塩害等を受けるおそれのある部分等） ○ （ ）

○ なし
○ あり 適用箇所（ ） 　 帯筋 組立の形の種別

○ 図示 （構造関係共通事項（配筋標準図）表4.1）に加える厚さ ）mm ○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）６．２） ・

（建5.3.5）（図5.3.6） 鉄筋相互のあき（特殊な鉄筋を除く） ○ Ｈ形
○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）４．１） ○ （ ） 型
○ 図示（ ） ○ 図示（ ）
○ （ ）

　 最上階柱頭補強 補強方法
● 各部配置 （建5.3.7） 各部配筋 ○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）６．１）

● 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）） ○ 図示（ ）
○ （ ）

　 片持ちスラブの 配筋方法
　 圧接完了後の試験 抜取試験 出隅部の補強配筋 ○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）９．２）

（建5.4.10） ○ 超音波探傷試験 （出隅受け部分の ○ 図示（ ）
○ 引張試験 　補強筋を含む） 出隅部分及び出隅受け部の補強配筋

試験ロット：１組の作業班が１日に行った圧接箇所とする。 ○ 図示（ ）
なお、２００箇所をこえるときは２００箇所ごととする ○ （ ）

　 壁開口部の補強 一般壁
○ 図示（構造関係共通事項（配筋標準図）８．２）

○ Ａ形
○ Ｂ形

○ 図示（ ）
耐震壁

○ 図示（ ）
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●

　 コンクリートの 普通コンクリートの設計基準強度（Ｎ/ｍ㎡） 　 コンクリートの 合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げ
種類及び強度（建6.2.1、2） 仕上り （建6.2.5） ※ コンクリートの打放し仕上げ種別と適用箇所は図示

（建6.8.2）

（建表　6.2.4） コンクリートの仕上がりの平たんさ
（建表　6.2.5）

　 打増し厚さ （建6.8.2） ○ 打放し仕上げ（仕上塗材、塗装等の仕上げを行う部分を含む）の打増し厚さ（外部に面する部分に限る）
構造体強度補正値（Ｓ） （打放し仕上げ部） ○ ２０mm

○ （ ） ○ （ ）
※ 標準仕様書　表６．３．２による ○ 打放し仕上げ（仕上塗材、塗装等の仕上げを行う部分を含む）の打増し厚さ（内部に面する部分に限る）

○ （ ）
（建6.2.4）（建表　6.2.2） スランプの値（単位：cm） ○ 外壁タイル張りで、ＭＣＲ工法又は目荒らし（高圧水洗）工法を行う場合は外部側に２０mmの打増しを行う

● 型枠 （建6.8.2） せき板の材料及び厚さ
○ 合板 ※ １２mm Ｇ

○ （ ）
○ （ ）

● レディーミクスト 種別 （建6.8.2） 断熱材を兼用した型枠材の使用

コンクリートの種別 ※ Ⅰ類 ○ 行う ○ 適用箇所（ ）

（建6.2.1）（建表　6.2.1） ○ Ⅱ類 ○ 行わない
（建6.8.2） スリーブの材料・規格等

● セメント （建6.3.1） 種別 ※ 標準仕様書　６．８．２（９）（ア）、（イ）による
（建表　6.3.1） ● 普通ポルトランドセメント又は高炉セメントＡ種、シリカセメントＡ種、 ○ （ ）

又はフライアッシュセメントＡ種
（ 普通ポルトランドセメントの品質は、ＪＩＳ　Ｒ　５２１０に示された規定の他、 ● コンクリートの 実施要領

水和熱が７日目で３５２J/g以下、かつ２８日目で４０２J/g以下のものとする。） 単位水量測定 ● 図示（構造関係共通事項（構－２．１.　コンクリートの単位水量測定）

施工場所（ ） ○ （ ）
○ 高炉セメントＢ種 Ｇ

施工場所（ ） ● 構造体コンクリート 実施要領
○ フライアッシュセメントＢ種 Ｇ の強度試験 ※ 標準仕様書６．９．３による

施工場所（ ） ○ （
○ （ ） 試験場所

施工場所（ ） ※ 長崎県建設工事施工管理基準による。
公的機関とは次による。

● 骨材 （建6.3.1） アルカリシリカ反応性による区分 （１）（公財）長崎県建設技術研究センター
※ Ａ （２）長崎県生コンクリート工業組合　下五島技術センター
○ Ｂ （３）長崎県生コンクリート工業組合　対馬技術センター

（４）他県の公的機関
　 混和材料 （建6.3.1） ○ 混和剤 （参考：平成３０年３月３０日付２９建企第７６１号　コンクリート強度試験機関調査要領の策定について）

混和剤の種類
※ 標準仕様書６．３．１（４）（ａ）による
○ （ ）

（建6.3.1） ○ 混和材
混和材の種類

※ 標準仕様書６．３．１（４）（ｂ）による
○ （ ）

● 気乾単位容積質量 普通コンクリート
（建6.2.3）（建6.10.1） ※ ２．１ｔ/㎥を超え２．５ｔ/㎥以下

○ （ ）

　 マスコンクリート セメントの種類
（建6.13.1、2） ○ 高炉セメントＢ種 Ｇ

○ 普通ポルトランドセメント
○ 中庸熱ポルトランドセメント
○ 低熱ポルトランドセメント
○ フライアッシュセメントＢ種 Ｇ

○ シリカセメント
適用箇所

○ 図示（ ）
○ （ ）

（建6.13.2） 混和材料
○ 混和剤

混和剤の種類
○ 標準仕様書６．１３．２（２）（ア）による
○ （ ）

○ 混和材
混和材の種類

○ 標準仕様書６．１３．２（２）（イ）による
○ （ ）

（建6.13.2） スランプ
※ １５cm
○ （ ）

（建6.13.2） 構造体強度補正値（Ｓ）
○ （ ）
※ 標準仕様書　表６．１３．１による

　 無筋コンクリート コンクリートの種類
（建6.14.1） ○ （ ）

※ 普通コンクリート
（建6.14.1） 適用箇所

※ 標準仕様書　６．１４．１（４）による箇所
○ 標準仕様書　６．１４．１（４）以外の箇所

○ 図示（ ）
○ （ ）

（建6.14.1） 設計基準強度
※ １８Ｎ/ｍ㎡
○ （ ）

スランプ
※ １５cm又は１８cm
○ （ ）

　 打継ぎの位置 打継ぎの位置
ひび割れ誘発目地 ○ 標準仕様書６．６．４(１)による
打継目地 （建6.6.4） ○ 図示（ ）

（建6.8.1） 目地寸法
（建9.7.3） ○ 標準仕様書９．７．３による

○ 図示（ ）
間隔、位置、形状

○ 図示（ ）
○ （ ）
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● 鉄骨製作工場（建7.1.3） 鉄骨製作工場の加工能力 　 ターンバックル 種類 　 現場溶接の有無 ○ なし
※ 建築基準法第６８条の２５に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認定を受けた（株）日本鉄骨 （建7.2.6） 建築用ターンバックル胴 ※ 割枠式 ○ あり 適用箇所

評価センター及び（株）全国鉄骨評価機構（（旧）全国鐵構工業協会）の「鉄骨製作工場の性能評価基準」 ○ （ ） ○ 図示（ ）
に定める（ ）グレードとして国土交通大臣から認定を受けた工場又は同等以上の能力のある 建築用ターンバックルボル ※ 羽子板ボルト
工場 ○ （ ） 　 入熱、パス間温度の 鋼材と溶接材料の組合せと溶接条件

○ 監督職員の承認する工場（標準仕様書７．１．１以外の適用範囲に限る。） ねじの呼び 溶接条件 ○ 図示（構造関係共通事項（鉄骨標準図）１－４）
※ 図示（ ） （建7.6.7）（建7.6.10） ○ 図示（ ）

　 鉄骨製作工場における ○ 配置する ○ （ ） ○ （ ）
施工管理技術者 ○ 配置しない 適用箇所

（建7.1.3、4） 　 床構造用 材質、形状及び寸法 ○ 柱、梁、ブレースのフランジ端部の完全溶け込み溶接部
　 鋼材 材質等 デッキプレート ○ 図示（ ）

（建7.2.1）（建表　7.2.1） （建6.8.2）

（建7.2.7） 　 溶接部の試験 完全溶込み部の超音波探傷試験
※ ＪＩＳによる （建7.6.12） ○ 行わない
○ 大臣認定による (建表　7.6.2） ※ 行う ○ 工場溶接の場合
※ ＪＩＳによる (建表　7.6.3） ○ 全数検査
○ 大臣認定による ○ 抜取検査
※ ＪＩＳによる ＡＯＱＬ（％） ※ ４．０ ○ ２．５
○ 大臣認定による
※ ＪＩＳによる
○ 大臣認定による
※ ＪＩＳによる
○ 大臣認定による ○ 工事現場溶接の場合

床型枠用を使用する場合において受注者は、施工に先立ち施工の安全性を確認すること。 ○ 全数検査
有効細長比（圧縮材に限る） ○ 計数連続生産型抜取検査

※ 図示（ ） 開口部補強要領（補強筋の定着長さ等を含む） ＡＯＱＬ（％） ○ ４．０ ○ ２．５

○ （ ） ※ 図示（ ） 突き合わせ継手の食い違い仕口のずれの検査
○ （ ） 「突き合わせ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル（建築研究所監修）」による

　 高力ボルト 高力ボルトの区分 （建7.7.8） 鉄骨部材への溶接方法 ○ 抜き取り検査①
（建7.2.2）（建7.3.2） ※ トルシア形高力ボルト ※ 図示（ ） ※ 抜き取り検査②

（建7.4.1～7.4.9） ○ ＪＩＳ高力ボルト ○ （ ） JASS 6　付則6 [鉄骨精度検査基準]の付表3「溶接」に関する試験方法等
セットの種類 ※ ２種（Ｆ１０Ｔ） 耐火認定 ○ ＪＡＳＳ　６　１０．４[受入検査] e.溶接部の外観検査（１）から（５）までによる。

○ （ ） ○ あり 耐火時間 ただし、完全溶込み溶接部の外観検査の抜取箇所は、超音波探傷試験の試験箇所と同一とする。外観試験の

高力ボルトの径 ○ 図示（ ） 不合格箇所は、すべて標準仕様書７．６．１３による補修を行い、再試験する。
※ 図示（ ） ○ （ ）
○ （ ） ○ なし ● 錆止め塗装 （建7.8.4） 塗装の種別

（建7.3.2） ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等 （建18.3.2） ● 鉄骨鉄筋コンクリート造の鋼製スリーブの内面の錆止め塗料（鉄骨に溶接されたものに限る）
※ 図示（構造関係共通事項（鉄骨標準図）１－１　縁端距離及びボルト間隔） 　 スタッド 材質、形状及び寸法 ※ 標準仕様書　表１８．３．１　Ａ種
○ （ ） ※ 頭付きスタッド　ＪＩＳ　Ｂ　１１９８ ○ （ ）

（建7.4.2） 摩擦面の処理方法 ○ （ ） ○ 塗装を行う耐火被覆材の接着する面
○ 標準仕様書７．４．２(１)による 呼び名等 適用箇所
○ （ ） ○ 図示（ ）

（建7.4.2） すべり係数試験 ○ （ ）
※ 行わない 塗料の種別
○ 行う 試験方法等 ※ 図示（ ） ○ 標準仕様書　表１８．３．１ （ ）種

○ （ ） ○ 標準仕様書　表１８．３．２ （ ）種
上記以外の鉄鋼面は18章[塗装工事]による

　 普通ボルト （建7.2.3） ボルト及びナットの材料
※ 標準仕様書　表７．２．３（ＪＩＳ付属書品）による 　 耐火被覆 種別
○ 標準仕様書　表７．２．３（ＪＩＳ付属書品）又は、ＪＩＳ本体規格品（ＩＳＯ規格）による （建7.9.2～8)

（ ＪＩＳ本体規格品による場合は、ボルトの種類を呼び径六角ボルト又は全ねじ六角ボルト、 　 柱底均しモルタル モルタルの種別
強度区分を４．６又は４．８の鋼製とし、ナットの種類を六角ナットｰＣの鋼製とする。 （建7.2.9） ○ 無収縮モルタル
なお、呼び径六角ボルトの軸径の最大寸法は、ボルトの径の値以下とする。） 無収縮モルタルの材料、調合等

座金 ※ 標準仕様書７．２．９（２）（ア）から（エ）による
※ 標準仕様書７．２．３（４）による ○ （ ）
○ （ ） ○ 標準仕様書７．２．９（１）によるモルタル

ボルトの径
※ 図示（ ） 　 工作図 （建7.3.2） 縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等
○ （ ） ○ 図示

（建7.3.2） ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等 ○ 縁端距離（ ） ボルト間隔（ ） ゲージ（ ）
※ 図示（構造関係共通事項（鉄骨標準図）１－１　縁端距離及びボルト間隔） 増築工事等を含め、既存建築物との取り合う箇所がある場合は現場実測の上、作成を行う。
○ （ ）

　 製作精度 （建7.3.3） 鉄骨の製作精度は、ＪＡＳＳ　６　付則６［鉄骨精度検査基準］に加えて次による。
　 溶融亜鉛めっき セットの種類 通しダイアフラムの突合せ継手の食違い寸法

高力ボルト （建7.2.2） ※ １種（Ｆ８Ｔ相当）建築基準法に基づき認定を受けたもの ※ Ｈ１２建告１４６４号第二号イ（２）による
（建7.12.4、5） ○ （ ） ○ （ ）

溶融亜鉛めっき高力ボルトの径 アンダーカットの寸法
※ 図示（ ） ※ Ｈ１２建告１４６４号第二号イ（３）による
○ （ ） ○ （ ）

（建7.3.8） 溶融亜鉛めっき高力ボルトのめっき前の孔径 食違い・仕口のずれの検査方法及び補強方法
○ 大臣認定を受けた内容による ○ 「突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル」による
○ （ ） ○ （ ）

（建7.3.2） ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等
※ 図示（構造関係共通事項（鉄骨標準図）１－１　縁端距離及びボルト間隔） 　 鉄骨の仮組 （建7.3.10） ○ 行わない 材料及び工法は、建築基準法に基づき指定又は認定を受けたものとする
○ （ ） ○ 行う

（建7.12.5） 摩擦面の処理 仮組を行う範囲 ● 建方精度 （建7.10.2） ※ （一社）日本建築学会「ＪＡＳＳ６　鉄骨工事」附則６［鉄骨精度検査基準］付表５［工事現場］による
※ ブラスト処理（表面粗度50μmRｚ以上）又はリン酸塩処理 ○ 図示（ ）

対比試験片との照合を行い、所定の表面粗度が確保された状態であることを確認する。 ○ （ ） 　 アンカーボルト等の 建方用アンカーボルトの保持及び埋込み工法
設置 （建7.10.3） 種別 ○ Ａ種

● アンカーボルト 適用 ● 構造用アンカーボルト 　 溶接技能者の（建7.6.3） 試験の要領及び試験を要する溶接箇所 (建表　7.10.1） ○ Ｂ種
（建7.2.4）（表7.2.3） 材質 ○ ＡＢＲ４００ セットの種類（ＪＩＳ　Ｂ　１２２０） 技量付加試験 ○ 図示（ ） 構造用アンカーフレームの形状及び寸法

（建7.10.3） ○ ＡＢＲ４９０ セットの種類（ＪＩＳ　Ｂ　１２２０） ○ （ ） 種別 ※ 図示（ ）
○ ＳＮＲ４００Ｂ アンカーボルト及びナットのねじの公差域クラス及び仕上げの程度 ○ （ ）

○ 標準仕様書　表７．２．３による 　 溶接接合 （建7.6.4） 開先の形状 （建7.10.3)(建表　7.10.2） 柱底均しモルタルの厚さ及び工法の種別
○ （ ） ○ 図示（構造関係共通事項（鉄骨標準図）１－２） ※ 標準仕様書　表７．１０．２

形状、寸法 ○ 図示（ ） ※ Ａ種　モルタル厚さ（ ）
※ 図示（ ） ○ （ ） ○ Ｂ種　モルタル厚さ（ ）
○ （ ） （建7.6.7） スカラップの形状

○ 建方用アンカーボルト ○ 図示（構造関係共通事項（鉄骨標準図）１－４） ● 軽量形鋼構造 接合部（ボルト接合の場合）
材質 ○ ＳＳ４００ ○ 図示（ ） （建7.11.2） ● 普通ボルト接合

○ （ ） ○ （ ） ○ （ ）
アンカーボルト及びナットのねじの公差域クラス及び仕上げの程度 （建7.6.7） 鋼製エンドタブの切断する部分 もや、胴縁等の取付け用ボルトを普通ボルト接合とする場合は、二重ナットとする。

○ 標準仕様書　表７．２．３による ○ すべて
○ （ ） ○ 見え掛り部となる部分 　 溶融亜鉛めっき（構造 種別等

形状、寸法 ○ 切除する部分なし 耐力上主要な部分）
※ 図示（ ） ○ （ ） （建7.12.4）

○ （ ） 切断する範囲 (建表　14.2.2）

（建7.3.2） ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等 ○ 鋼製エンドタブ、裏あて金等は、梁フランジの端から直線状に切断する。
※ 図示（ ） その際の残し寸法は５mm以下とする。
○ （ ） なお、切断面が交差する場合は交差部をアール状に加工する。

○ （ ）
　 溶接材料 （建7.2.5） 溶接材料 切断面の仕上げ

※ 標準仕様書７．２．５（１）（２）による ※ 標準仕様書７．６．７（１）（カ）（ｂ）②による 溶融亜鉛めっき面の仕上りは、ＪＩＳ　Ｈ　８６４１による
○ 標準仕様書７．２．５（１）（２）以外の溶接材料 ○ （ ） 適用箇所

材料及び使用箇所 （建7.6.7） 溶接部の余盛り高さ ※ 図示（ ）
※ 図示（ ） ※ ＪＡＳＳ　６　附則６「鉄骨精度検査基準」付表３[溶接]による ○ （ ）
○ （ ） ○ （ ）

（建7.6.7） 低応力高サイクル疲労を受ける部位 　 梁貫通孔の補強 補強方法
○ 図示（ ） ○ 補強プレート法
○ （ ） ○ 補強トラス法

適用箇所
※ 図示（ ）
○ （ ）

内⽥ 信介

） ※ 図示 ( ）

号

○ （ ） ※ 図示 ( ）

○ （

（ ） ※ 図示 (

○ （ ） ※ 図示 (

特-９
設 計 者 氏 名 建築工事特記仕様書（４）
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貸切営業所休憩室等改修工事

長 崎 県 営 繕 工 事 特 記 仕 様 書 （ ９ ）
設計年：令和7年6月

図面番号

図面名称

工事名称

長崎県土木部営繕課

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) - 10267 号

⼀級建築⼠ 登録第 209864
印

建 築 士 事 務 所 名

11

10

○

※ 図示

）

）

9 18

8

27

25

7

17

6

5
○ ２２

○ Ｃ種
普通ボルト・ナット類、アンカーボルト類
最小板厚１．６mm以上、３．２mm未満の形鋼、鋼板

○ Ｂ種 最小板厚３．２mm以上、６．０mm未満の形鋼、鋼板

適用部位

○ Ａ種 最小板厚６．０mm以上の形鋼、鋼板

26

亜鉛めっきの種別 材料

16

）

15

23

○ 耐火塗料 ○ （ ） （

24

）

○
ラス張り

－ （ ）
モルタル塗り

○ （ ） （

○

○ 耐火材巻付け ○ 高断熱ロックウール （ ）

（ ） （ ）

14
○ 耐火板張り ○ 繊維混入けい酸カルシウム板 （ ）

○ （ ） （ ）

○ （ ） （ ）

○ 湿式ロックウール （ ）

13

○ 半乾式吹付けロックウール （ ）

12
種別 材料・工法 性能（耐火時間） 適用箇所（部位・部分）

○ 耐火材吹付け ○ 乾式吹付けロックウール （ ）

22

○ １９

呼び名 呼び長さ（mm） 適用箇所

○ １６

21

4

検査水準 ※ 　第６水準 ○

） ○ （ ）節 ○ 　すべて ○ （○

）（ ） ○ （

○ デッキプレート単独の工法

デッキプレートと
コンクリートとの
合成スラブとする工法

適用箇所 材質・形状・寸法 備考
形状・寸法 適用箇所 規格

７ 1 ７ ７

19

鉄
骨
工
事

鉄
骨
工
事
(

続
き
)

鉄
骨
工
事
(

続
き
)

2

種類の記号

○

( ）

○

20

3

○ （ ）

章 項目 特記事項

● ● ●

章 項目 特記事項 章 項目 特記事項



　 補強コンクリート ブロックの種類　 　 アスファルト防水 屋根保護防水 防水層の下地のモルタル塗り
ブロック造  断面形状及び圧縮強さ （建9.2.2～5） 防水層の種別 ○ 適用する （施工範囲： ※ 図示（ ） ○ （ ））

（建8.2.2、3、5、8） による区分 （建表　9.2.3～9） ○ 適用しない
○ ※ ※ ※ 断熱材 Ｇ 屋根排水溝
※ ○ （ ） ○ （ ） ○ ※ 図示（ ）

※ ○ （ ）
○

　 改質アスファルト 防水層の種別
モルタルの調合（容積比） シート防水

○ 標準仕様書（表８．２．１）による ※ ポリスチレンフィルム （建9.3.2～4） 断熱材 Ｇ

○ セメント （ ） ： 砂 （ ） 厚さ０．１５mm以上 （建表　9.3.1～3）

各部の配筋 ※ 改質ｱｽﾌｧﾙﾄ ※ 改質ｱｽﾌｧﾙﾄ）
※ 図示（ ） ○ （ ） ｼｰﾄの製造所 ｼｰﾄの製造所
○ （ ） の仕様 の仕様

目地仕上げ
○ 押し目地仕上げ ※ フラットヤーンクロス
○ 化粧目地仕上げ ※ ７０ｇ/㎡程度

モルタル又はコンクリートで充填するブロックの範囲 ○ （ ）○ （ ）
※ 図示（ ） ○ （ ）
○ （ ）

○ （ ）
　 コンクリートブロック ブロックの種類等 ○ 設ける

帳壁及び塀  断面形状及び圧縮強さ ※ ２５mm （改質ｱｽﾌｧﾙﾄ

（建8.3.2、3、4） による区分 ○ ５０mm 　ｼｰﾄの製造所

○ ※ ※ ○ なし ○ （ ） ○ （ ） 　の仕様）

※ ○ （ ） ○ （ ） ※ あり （厚さ）

○ ※ ※ ※ なし 改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ ※ ２５mm ○ 設けない
※ ○ （ ） ○ （ ） ○ あり ※ 標準仕様書　表９．２．３及び表９．２．４による ○ ５０mm

※ なし ○ ＪＩＳ　Ａ　６０１３に基づく種類及び厚さ ○ （ ）
○ あり 用途による区分 ○ （ ）
※ なし 材料による区分 ※ Ｒ種 高日射反射率防水の適用 Ｇ

○ あり 厚さ ○ （ ） mm以上 ○ 適用する
部分粘着層付改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ ※ 適用しない

モルタルの調合（容積比） ※ 標準仕様書　表９．２．５及び表９．２．６による 改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ
○ 標準仕様書（表８．２．１）による ○ ＪＩＳ　Ａ　６０１３に基づく種類及び厚さ ※ 標準仕様書　表９．３．１から表９．３．３による
○ セメント （ ） ： 砂 （ ） 用途による区分 ○ （ ） ○ ｃに基づく種類及び厚さ

塀の厚さ 材料による区分 ※ Ｒ種 用途による区分 ○ （ ）
（ ） 厚さ ○ （ ） mm以上 材料による区分 ※ Ｒ種

立上り部への断熱材及び絶縁用シート 厚さ ○ （ ） mm以上
壁鉄筋の継手、定着及び末端部の折り曲げ形状 ○ 設置しない ○ 設置する 粘着層付改質アスファルトシートの種類及び厚さ

※ 図示（ ） 平場の保護コンクリートの厚さ ※ 標準仕様書　表９．３．２及び表９．３．３による
○ （ ） こて仕上げ ※ 水下　８０mm以上 ○ （ ） ○ ＪＩＳ　Ａ　６０１３に基づく種類及び厚さ

各部の配筋 床タイル張り ※ 水下　６０mm以上 ○ （ ） 用途による区分 ○ （ ）
※ 図示（ ） 立上り部の保護方法 材料による区分 ※ Ｒ種
○ （ ） ○ 乾式保護材 厚さ ○ （ ） mm以上

化粧目地の有無 窯業系パネルⅠ類　　　厚さ（　　　）mm　幅（　　　）mm 部分粘着層付改質アスファルトシートの種類及び厚さ
○ なし （品質・性能・試験方法）：建築材料等品質性能表による ※ 標準仕様書　表９．３．２及び表９．３．３による
○ あり ○ 乾式保護材 ○ ＪＩＳ　Ａ　６０１３に基づく種類及び厚さ

工法 ○ ＪＩＳ　Ａ　１２５０ 用途による区分 ○ （ ）
コンクリートブロック積帳壁の積高さは、壁厚の２５倍かつ３５００以内とし、 ○ （ ） 材料による区分 ※ Ｒ種
その他の部分は同厚の鉄筋コンクリート造垂壁とする ○ コンクリート押え 厚さ ○ （ ） mm以上

○ モルタル押え（屋内） 立上り部の押え金物の材質、形状及び寸法
　 ＡＬＣパネル ※ アルミニウム製　Ｌ－３０×１５×２．０mm程度

（建8.4.2～5） 屋根露出防水 ○ （ ）
○ 外壁用 ○ 一般 ○ 平 ※100 ○ ３０分 ○ Ａ種 防水層の種別 屋根露出防水絶縁工法及び屋根露出防水絶縁断熱工法の脱気装置の種類及び設置数量

○ コーナー○ 意匠 ○ （ ） ○ １時間 ○ Ｂ種 種類 ※ アスファルトルーフィング類の製造所の指定
○ ２時間 断熱材 Ｇ ○ （ ）

○ 間仕切壁用 ○ 一般 ○ 平 ○100 ○ ３０分 ○ Ｃ種 設置数量 ※ アスファルトルーフィング類の製造所の指定
○ コーナー○ 意匠 ○ （ ） ○ １時間 ○ Ｄ種 ○ （ ） ○ （ ） ○ （ ）個

○ ２時間 ○ Ｅ種 ※ ｱｽﾌｧﾙﾄ ※ ｱｽﾌｧﾙﾄ
○ 屋根用 ○100 ○ ３０分 ○ Ｆ種 ﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の ﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の

○ （ ） ○ １時間 製造所の仕様 製造所の仕様
○ ２時間 標準仕様書 　 合成高分子系 防水層の種別

○ 床用 ○100 ○ ３０分 　９．２．２（９） ルーフィングシート
○ （ ） ○ １時間 （種類） 防水 断熱材 Ｇ

○ ２時間 ○ （ ） （建9.4.2～4）

パネル相互の接合部に挿入する耐火目地材 （厚さ） （建表　9.4.1～3） ※ ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの ※ ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの
（ ） ※ ２５mm 製造所の仕様 製造所の仕様

外壁、屋根パネルの工法 ○ （ ）
１章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法 ○ （ ） ○ （ ） ○ （ ）

外壁パネル工法及び間仕切壁パネル工法における耐震性能
建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による 高日射反射率防水の適用 Ｇ

パネル幅の最小限度を３００mm未満とする場合 ○ 適用する
○ 図示 （ ） ※ 適用しない ※ ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの ※ ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの

パネル短辺小口相互の接合部、外壁、間仕切壁ﾊﾟﾈﾙの出隅及び入隅のﾊﾟﾈﾙ接合部並びにﾊﾟﾈﾙと他部材との取り合い部の目地幅 改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ 製造所の仕様 製造所の仕様
※ ※ 標準仕様書　表９．２．８による
○ （ ） ○ ＪＩＳ　Ａ　６０１３に基づく種類及び厚さ ○ （ ） ○ （ ）

外壁、間仕切壁パネルの伸縮目地への耐火目地材の充填 用途による区分 ○ （ ）
○ 適用する 材料による区分 ※ Ｒ種
○ 適用しない 厚さ ○ （ ） mm以上

部分粘着層付改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ ※ ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの ※ ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの
　 押出成形セメント板 ※ 標準仕様書　表９．２．７及び表９．２．８による 製造所の仕様 製造所の仕様

（ＥＣＰ） ○ ＪＩＳ　Ａ　６０１３に基づく種類及び厚さ

（建8.5.2～5） ○ 外壁パネル ○ Ｆ ○ Ｆ－Ｒ ○ ○ ○ ○ 用途による区分 ○ （ ） ○ （ ） ○ （ ） ○ （ ）
○ Ｄ ○ Ｄ－Ｒ ○ ○ ○ ○ 材料による区分 ※ Ｒ種 （厚さ）
○ Ｔ ○ Ｔ－Ｒ ○ ○ （ ） ○ 厚さ ○ （ ） mm以上 ※ ２５mm

○ 間仕切壁パネル ○ Ｆ ○ Ｆ－Ｒ ○ ○ ○ ○ 屋根露出防水絶縁断熱工法のルーフドレン回り及び立上り部周辺の断熱材の張りじまい位置 ○ （ ）
○ Ｄ ○ Ｄ－Ｒ ○ ○ ○ ○ ※ 図示（ ） ○ （ ※ ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの ※ ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの
○ Ｔ ○ Ｔ－Ｒ ○ ○ （ ） ○ (ｴ)（a）による 製造所の仕様 製造所の仕様

注）F：ﾌﾗｯﾄﾊﾟﾈﾙ、D：ﾃﾞｻﾞｲﾝﾊﾟﾈﾙ、T：ﾀｲﾙﾍﾞｰｽﾊﾟﾈ 屋根露出防水絶縁工法及び屋根露出防水絶縁断熱工法の脱気装置の種類及び設置数量
種類 ※ アスファルトルーフィング類の製造所の指定 ○ （ ） ○ （ ） ○ （ ）

外壁、屋根パネルの工法 ○ （ ）
１章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法 ※ （厚さ）

外壁ﾊﾟﾈﾙ工法及び間仕切壁パネル工法における耐震性能 設置数量 ※ アスファルトルーフィング類の製造所の指定 ※ ２５mm
建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による ○ （ ）個 ○ （ ） ○ （ ）

パネル幅の最小限度を３００mm未満とする場合
○ 図示 （ ） 屋内防水 ）

パネル相互の目地幅（mm） 防水層の種別 高日射反射率防水の適用 Ｇ

長辺 （ ） 、 短辺 （ ） ○ 適用する
出隅及び入隅のパネル接合目地の目地幅（mm） ※ 適用しない

※ Ｓ－Ｆ１、Ｓ－Ｍ１，Ｓ－Ｆ２，Ｓ－Ｍ２の仕様
○ （ ） ○ 非歩行使用

耐火構造以外の目地及び隙間の処理 保護層 ○ 軽歩行使用
※ パネルの製造所の仕様 ○ 設ける （※ 図示（ ） ○ （ ）） ＳＩ－Ｍ１及びＳＩ－Ｍ２における防湿用フィルムの設置
○ （ ） ○ 設けない ○ 設ける

Ｅ－１の工程３を行う部位 ○ 設けない
やむを得ず欠き込み等を行う場合は、下表の寸法を限度とし、欠損部分を考慮した強度を確認した資料を提出する。 ○ 貯水槽、浴室等常時水に接する部位 ○ （ ） Ｓ－Ｍ２またはＳＩ－Ｍ２の立上り部の工法

防水層下地の立上がり ○ 接着工法
※ コンクリート打放し仕上げ　標準仕様書　表６．２．４[打放し仕上げの種別]B種 立上り面のシート厚さ ※ １．５mm

○ パネル幅の１／２以下、かつ、３００mm以下○ １５０mm以下 ○ （ ） ○ （ ）
○ ５００mm以下 ○ ３００mm以下 立上り部の押え金物の材質、形状及び寸法 ○ 機械的固定方法
○ パネル幅の１／２以下、かつ、３００mm以下○ ３００mm以下 ※ アルミニウム製　Ｌ－３０×１５×２．０mm程度
○ ５００mm以下 ○ ３００mm以下 ○ （ ）
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事

1

2

パネルの種類

○

○

ＡＳＩ－Ｔ１

ＡＳＩ－Ｊ１

3

4

2025/04/01版

パネルに孔あけを設ける場合

パネルに欠き込みを設ける場合

６０

設計年：令和7年6月

長辺

６００

短辺

１５

長辺
短辺

孔あけ及び欠き込みの大きさ

長崎県土木部営繕課

章 項目 特記事項

建築工事特記仕様書（５） 特-１０

貸切営業所休憩室等改修工事

施工箇所

○

備考

図面番号
設 計 者 氏 名

ＪＩＳ　Ａ　９５２１

押出法ポリスチレン

工事名称

図面名称

３０分

１００

５０

１時間
Ｂ種
Ｃ種

４５０

２時間

２時間
Ｂ種

幅

ＳI－Ｍ１

ＳI－Ｆ２

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ
○

長崎県営繕工事特記仕様書（ １０ ）

４００ ２００

○ 型枠状ブロック  ２０

○ 空洞ブロックＣ　１６

○

１２０

１５０

１２０
１５０

４００ ２００

正味厚さ
（mm）

なし

（mm）
工法の種別 耐火性能

１０～２０mm

厚さ
（mm）

耐火性能
幅

（mm）
単位荷重(N/㎡)
正荷重 負荷重

パネルの区分
工法の
種別

○

高さ
備考

正味厚さ
（mm）
１２０
１５０

ﾓﾃﾞｭｰﾙ呼び寸法 (mm)

表８．３．１

以外の適用箇所

適用箇所

化粧の
有無

備考
長さ 高さ

化粧の
有無

なし
あり

※ 空洞ブロックＣ　１６
４００ ２００

○

○

フォーム断熱材３種

あり

長さ
ﾓﾃﾞｭｰﾙ呼び寸法

施工箇所

○

○

○

使用量種類

　９．３．２（３）（ウ）

ＳI－Ｆ１

　

○

○

ＡＩ－３

Ｂ－２

ＢＩ－１

Ａ－１

Ａ－２

Ａ－３

ＡＩ－１

ｂＡ（スキン層付き

（厚さ）

絶縁用シート

　

９

防
水
工
事

1

種別

種別

○ Ｄ－１

○ Ｄ－２

○

○

○

Ｂ－１

ＡＩ－２

○

使用量種類

防湿用
シート

仕上塗材

発泡

施工箇所

（種類）

仕上塗材

標準仕様書

（種類）

可塑剤移行
防止ｼｰﾄの材質

備考

９

2

ＡＳ－T３

○

防
水
工
事
(

続
き
) 種別 施工箇所

○ ＡＳ－T１

ＡＳ－T２

○

○ Ｓ－Ｆ２

Ｓ－Ｍ２

ＳI－Ｍ２

3

○

○

○

ＡＳ－T４

ＡＳ－J１

○

種別

Ｓ－Ｍ１

Ｓ－Ｆ１

標準仕様書　9.4.2（3)

(ｴ)(b)

（種類）

（種類）

標準仕様書　9.4.2（3)

○

形状
（mm）

厚さ

Ｅ－２

Ａ種

種別

○ Ｅ－１

１００

種別

３０分
１時間

４５０
６００

５０
６０

切断後のパネルの
残り部分の幅

ＤＩ－１

ＤＩ－２

施工箇所
仕上塗材

種類 使用量

施工箇所

ＢＩ－２

○

○

○

○

○

建 築 士 事 務 所 名



屋内防水 　 施工 （建10.1.3、5） 石材の割付 目地 一般目地
防水層の種別 ○ 図示（ ） ○ シーリング材 目地幅 標準仕様書　表９．７．１による

粗面仕上げの場合ののみ込み部分の仕上げ ○ 目地モルタル 目地幅 ６mm以上
○ 図示（ ） ○ 既調合の目地モルタル種類（ ）
○ （ ） 目地幅 ６mm以上

※ ７mm以下 屋内の床を本磨きをする場合のワックスがけ 伸縮調整目地
○ （ ） ○ 行う 位置 ※ ６ｍ程度ごと

適用場所： ○ すべて ○ 図示（ ）
平場のモルタル床塗りにおける床の目地割及び種類 ○ （ ） シーリング材 ※ 標準仕様書　表９．７．１による

目地割 ○ 目地割２㎡程度、最大目地間隔３ｍ程度 ○ 行わない 　 ○ （ ）
○ （ ） 目地寸法 ※ 幅、深さとも１０mm以上

目地の種類 ○ 押し目地 　 石材等 （建10.2.1～3） 天然石 ○ 図示（ ）
○ （ ） (建表　10.2.1、2）

合成高分子系ルーフィングシートの種類及び厚さ 　 外壁乾式工法（建10.2.2） 乾式工法の方式による金物の種類、形状、寸法等
※ 標準仕様書　表９．４．１から表９．４．３による ○ ２等品 ○ 正方形に近い矩形 ○ 粗磨き （建10.5.2、3） ○ 図示
○ ＪＩＳ　Ａ　６００８に基づく種類及び厚さ （石材１枚の面積が ○ 本磨き （建表　10.2.4） ○ 標準仕様書　表１０．２．４によ（方式：○ スライド方式 ○ ロッキング方式 ）

種類 （ ） ０．８㎡以下） アンカーの材質及び寸法
厚さ （ ）mm以上 ○ （ ） ※ ステンレス（ＳＵＳ３０４）　Ｍ１０

固定金具の材質、形状及び寸法 ○ （ ）
※ 厚さ０．４mm以上の防錆処理した鋼板、ステンレス鋼板、 ○ ２等品 ○ 正方形に近い矩形 ○ 粗磨き あと施工アンカーの材質、寸法等

又はそれら鋼板の片面若しくは両面に樹脂を積層加工したもの （石材１枚の面積が ○ 本磨き 種類 ○ （ ）
○ （ ） ０．８㎡以下） 材質 ○ （ ）

接着工法の場合の脱気装置の種類及び設置数量 ○ （ ） 寸法 ○ （ ）
種類 ※ ルーフィングシートの製造所の指定 だぼ用の穴の位置

○ （ ） ※ 標準仕様書１０．５．２（２）（ア）による

設置数量 ※ ルーフィングシートの製造所の指定 ジェットバーナー仕上げのバフ仕上げの有無 ○ 図示（ ）

○ （ ）個 ○ あり 石裏面処理 ○ 適用する
接着工法の場合のプレキャストコンクリート部材下地の目地処理 ○ 無し ○ 適用しない

○ 行う ※ 図示（ ） ○ （ ） 裏打ち処理 ○ 適用する

○ 行わない テラゾブロック ○ 適用しない

プレキャストコンクリート部材の入隅部の増張り（種別Ｓ－Ｆ１、ＳＩ－Ｆ１の場合） 建築基準法に基づく耐風圧に対応した工法
○ 行う ※ 図示（ ） ○ （ ） １章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法
○ 行わない ※ ※ １．５～１２ ○ ○ 片面 ○ 図示 目地

機械的固定工法の場合の一般部のルーフィングシートの張付け ○ ○ （ ） ○ ○ 両面 目地幅及び深さ
１章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法 ※ ※ １．５～１２ ○ ○ 片面 ○ 図示 ○ ８mm以上

○ ○ （ ） ○ ○ 両面 ○ 図示（ ）
シーリング材

テラゾタイル ○ 標準仕様書　表９．７．１による
　 塗膜防水 防水層の種別 ○ 図示（ ）

（建9.5.3）

（建表　9.5.1、2） ※ ※ １．５～１２ ○ 　 床及び階段の石張り 透水性吸収防水材
※ 主材料の製造所 ※ 主材料の製造所 ○ ○ （ ） ○ （建10.6.2、3） 床石張り ○ 適用する ○ 適用しない

の仕様 の仕様 ※ ※ １．５～１２ ○ 石裏面処理
○ （ ） ○ （ ） ○ ○ （ ） ○ 床石張り ○ 適用する ○ 適用しない
※ 主材料の製造所 ※ 主材料の製造所 階段張り ○ 適用する ○ 適用しない

の仕様 の仕様 取付け用モルタル、既調合の目地モルタル、石裏面処理材、裏打ち処理材、金物の固定に使用する充填材料等 裏打ち処理材
○ （ ） ○ （ ） ※ 専門工事業者の指定する製品 床石張り ○ 適用する ○ 適用しない

※ 地下外壁防水 ○ （ ） 目地
○ （ ） 目地幅（屋外） （ ）mm
※ 屋内防水 ○ 適用する 　 外壁湿式工法 受金物 材質 ※ ＳＵＳ３０４ 　　　（屋内） （ ）mm
○ （ ） ※ 適用しない （建10.2.2、3） ○ （ ） 一般目地

（建10.3.2、3） 形状及び寸法 ○ シーリング材 目地幅及び深さ ○ ６mm以上
高日射反射率防水の適用 Ｇ ○ Ｌ－７５×７５×６（mm）の加工、長さ＝１００mm ○ （ ）

○ 適用する ○ Ｌ－７５×７５×６（mm）の加工、長さ＝１５０mm 種類 ○ 標準仕様書　表９．７．１による
※ 適用しない ○ （ ） ○ （ ）

ウレタンゴム系塗膜防水Ｘ－１（絶縁工法）の脱気装置の種類及び設置数量 アンカーの材質及び寸法 ○ 目地モルタル 目地幅（屋外） ○ ４mm以上
種類 ※ 主材料の製造所の仕様 材質 ※ ＳＳ４００ ○ （ ）

○ （ ） ○ （ ） 　　　（屋内） ○ ３～６mm
設置数量 ※ 主材料の製造所の仕様 寸法 ○ （ ） ○ （ ）

○ （ ）個 あと施工アンカーの材質、寸法等 ○ 既調合の目地モルタル目地幅（屋外） ○ ４mm以上
ゴムアスファルト系塗膜防水Ｙ－１、Ｙ－２の工程数及び各工程の使用量 種類 ○ （ ） ○ （ ）

※ 主材料の製造所の仕様 材質 ○ （ ） 　　　（屋内） ○ ３～６mm
○ （ ） 寸法 ○ （ ） ○ （ ）

ドレインパイプの材質 伸縮調整目地
○ 樹脂ネット製パイプ　クロスメッシュ巻き　２５～３５φ 位置 ※ 床面積３０㎡ごと、細長い通路の場合６ｍごと及び他の部材と取り合う箇所
○ （ ） ○ 図示（ ）

　 ケイ酸質系塗布防水 防水層の種別 石裏面処理 ○ 適用する シーリング材 ○ 標準仕様書　表９．７．１による
（建9.6.3、4） ○ 適用しない ○ （ ）

（建表　9.6.1） 裏打ち処理 ○ 適用する 目地寸法 ○ 幅・深さとも10mm以上
○ 適用しない ○ 図示（ ）

下地ごしらえ ※ あと施工アンカー、横筋横流し工法
○ 流し筋工法 　 笠木、甲板等の石張り 取付け工法

防水層の下地 ○ あと施工アンカー工法 （建10.2.2） ○ 外壁湿式工法
壁 ※ コンクリート打放し仕上げ（表６．２．４　Ｂ種） 目地 一般目地 （建10.7.2、3） ○ 乾式工法

○ （ ） ○ シーリング材 目地幅 標準仕様書　表９．７．１による 特殊部位用金物
天井部 ※ コンクリート打放し仕上げ（表６．２．４　Ｂ種） ○ 目地モルタル 目地幅 ６mm以上 材質 ※ ステンレス（ＳＵＳ３０４）

○ （ ） ○ 既調合の目地モルタル種類（ ） 寸法等 引金物 ○ 標準仕様書　表１０．２．３による ○ （ ）
下地処理 目地幅 ６mm以上 だぼ ○ 標準仕様書　表１０．２．３による ○ （ ）

コンクリートの打継ぎ箇所の処理 伸縮調整目地 かすがい ○ 標準仕様書　表１０．２．３による ○ （ ）
※ 打ち継ぎ部分に対し、幅３０mm及び深さ３０mm程度の目地棒を用いる。目地棒の除去後、 位置 ※ 標準仕様書　表１１．１．１による 受金物 ○ 標準仕様書１０．２．２（１）（イ）による ○ （ ）

水洗い清掃しケイ酸質系塗布防水材の製造所の仕様により、ポリマーセメントモルタルを充填する。 ○ 図示（ ） 乾式工法の方式による金物の種類、形状、寸法
○ 図示（ ） シーリング材 ○ 標準仕様書　表９．７．１による ファスナー ○ 図示（ ）
○ （ ） ○ （ ） ○ 標準仕様書　表１０．２．４による

標準仕様書９．６．４（２）の(イ)、(ウ)以外の下地処理 目地寸法 ※ 幅、深さとも１０mm以上 （方式：○ スライド方式
○ 図示（ ） ○ 図示（ ） ○ ロッキング方式 ）
○ （ ） あと施工アンカーの材質、寸法等

型枠締付け材にコーンが使用されている部位及び防水剤の塗布面以外の下地処理 　 内壁空積工法 受金物 材質 ※ ＳＳ３４０ 種類 ○ （ ）
○ 図示（ ） （建10.2.2） ○ （ ） 材質 ○ （ ）
○ （ ） （建10.4.2、3） 形状及び寸法 寸法 ○ （ ）

○ Ｌ－７５×７５×６（mm）の加工、長さ＝１００mm 石裏面処理 ○ 適用する
● シーリング 下表以外は、標準仕様書　表９．７．１による ○ Ｌ－７５×７５×６（mm）の加工、長さ＝１５０mm ○ 適用しない

（建9.7.2、3、5） ただし、外装壁タイル接着剤張り目地の場合のシーリングは１１章に、 ○ （ ） 乾式工法の場合の取付け代 ○ ７０mm程度
（建表　9.7.1） カーテンウォール目地の場合のシーリングは、１７章による アンカーの材質及び寸法 ○ （ ）

材質 ※ ＳＳ４００ 石材の裏面の補強用モルタル ○ 適用する
○ （ ） ○ 適用しない

寸法 ○ （ ） 目地（湿式工法の場合）
あと施工アンカーの材質、寸法等 一般目地

種類 ○ （ ） ○ シーリング材 目地幅 標準仕様書　表９．７．１による
材質 ○ （ ） ○ 目地モルタル 目地幅 ６mm以上
寸法 ○ （ ） ○ 既調合の目地モルタル種類（

仕上げを行わない施工箇所 石裏面処理 ○ 適用する 目地幅 ６mm以上
○ 図示（ ） ○ 適用しない 伸縮調整目地 ）
○ （ ） 裏打ち処理 ○ 適用する 位置 ※ 標準仕様書　表１１．１．１による

シーリング材の目地寸法 ○ 適用しない ○ 図示（ ）
※ 標準仕様書９．７．３（１）（ア）～（ウ）による 下地ごしらえ ※ あと施工アンカー、横筋横流し工法 シーリング材 ※ 標準仕様書　表９．７．１による
○ 図示（ ） ○ あと施工アンカー工法 　 ○ （ ）
○ （ ） 目地寸法 ※ 幅、深さとも１０mm以上

接着性試験 ○ 図示（ ）
※ 簡易接着性試験 目地（乾式工法の場合）
○ 引張接着性試験 目地幅及び深さ ○ ８mm以上

○ （ ）
シーリング材 ○ 標準仕様書　表９．７．１による

○ 図示（ ）
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項目 特記事項

建 築 士 事 務 所 名 貸切営業所休憩室等改修工事

保護層

平場のモルタル塗り
立上り部の保護モルタル塗厚

施工箇所

工事名称

章 項目 特記事項 章

設計年：令和7年6月

長崎県営繕工事特記仕様書（ １１ ）

6

●

株式会社

内⽥ 信介
図面番号

設 計 者 氏 名 建築工事特記仕様書（６） 特-１１2025/04/01版
図面名称長崎県土木部営繕課 印

新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) - 10267 号

5

1

2

石の種類

花こう岩

表面仕上げ
の種類

厚さ
（mm）

6

表面仕上げ
の種類

表面仕上げの種類

4

床石○

役もの
平もの

施工箇所

寸法による区分

花こう岩

種石の大きさ
（mm）

平もの

図示

図示

花こう岩

大理石

施工箇所

形状による
区分

役もの

7

　

１０

大理石

大理石

種石の種類

種石の大きさ

大理石

４００型

備考

石
工
事
(

続
き
)

花こう岩
３００型
４００型



　 伸縮調整目地及び 位置 ※ 標準仕様書　表１１．１．１による 　 含水率 　 ○ ＪＡＳ　０７０１以外の造作用単板積層材
ひび割れ誘発目地 ○ 図示 （ ） （建12.2.1）

（建11.1.3） 目地寸法 ※ 標準仕様書　表９．７．３による
(建表　11.1.1） ○ （ ） ○ あり 加工 ○ 適用する ※ １４％以下

○ 天然木加工 ○ 適用しない ○ （ ）
　 セメントモルタルに タイルの形状、寸法等 ○ 塗装加工

よるタイル張り 標準仕様書１２．２．の（２）から（６）までで含水率が規定されているものは、その規定による。 ○ なし （等級： ）
（建11.2.2、3）

　 製材 Ｇ （建12.2.1） ○ ＪＡＳ　１０８３－５ 製材-第５部に基づく下地用針葉樹製材 ○ ＪＡＳ　３０７９に基づく直交集成板（ＣＬＴ Ｇ

ⅰ ⅱ ⅲ （建12.4.1）

○ ○ ○ （建12.5.1）

○ ○ ○ （建12.6.1） ※ ２級 ○ Ａ種
○ ○ ○ （建12.7.1） ○ （ ） ○ Ｂ種
○ ○ ○ ○ （ ）
○ ○ ○ ※ ２級 ○ Ａ種 ● 合板等 ホルムアルデヒド放散量
○ ○ ○ ○ （ ） ○ Ｂ種 （建12.2.1） ※ 規制対象外

○ （ ） ○ （ ）
標準的な曲がりの役物は一体成形とする ※ 「合板の日本農林規格」に基づく普通合板 Ｇ

○ ＪＡＳ　１０８３－２ 製材-第２部に基づく造作用針葉樹製材
試験張り

○ 行う ○ 行わない ※ ● ラワン ※ １類 広葉樹 ○ 適用する
見本焼き ※ 上小節 ○ Ａ種 ● （ ） ○ しな ○ ２類 ※ ２等以上 ○ 適用しない

○ 行う ○ 行わない ○ （ ） ○ Ｂ種 ○ （ ） ○ １等
下地モルタル塗りを行うコンクリート素地面の処理 ○ （ ） 針葉樹

○ 目荒し工法（高圧水洗処理） ※ 小節以上 ○ Ａ種 ※ C-D以上

○ ＭＣＲ工法 ○ （ ） ○ Ｂ種 ○ （ ）

○ （ ） ○ （ ）
壁タイル張りの工法 ○ 「合板の日本農林規格」に基づく構造用合板Ｇ

内装タイル ○ ＪＡＳ　１０８３－６　製材-第６部に基づく広葉樹製材
○ 密着張り
○ 改良積上げ張り ※ ※ ２級以上 ※ １類 ※ Ｃ－Ｄ以上 ○ 適用する ○ 適用する
○ 改良圧着張り ※ １等 ※ １０%以下 ○ ○ １級 ○ 特類 ○ （ ） ○ 適用しない （ ）
○ ユニットタイル ○ （ ） ○ Ａ種 ○ 適用しない

外装タイル ○ Ｂ種
※ 密着張り ○ （ ） ○ 「合板の日本農林規格」による化粧ばり構造用合板 Ｇ

○ 改良積上げ張り ※ １等 ※ １０%以下
○ 改良圧着張り ○ （ ） ○ Ａ種

内装タイル以外のユニットタイル ○ Ｂ種 ○ ○ 適用する
○ マスク張り ○ （ ） ○ ○ 適用しない
○ モザイクタイル張り

既調合モルタル ○ ＪＡＳ　１０８３（製材）以外の製材 ○ 「合板の日本農林規格」による天然木化粧合板 Ｇ

モルタル下地としたタイル工事に使用する張付け用モルタルとして、セメント、細骨材、混和剤等を
予め工場において所定の割合に配合した材料とする。
（品質・性能・試験方法）：建築材料等品質性能表による ○ （ ) ○ 適用する ※ Ａ種 ○ ○ 適用する

造作材の場合 ○ 適用しない ○ Ｂ種 ○ ○ 適用しない

　 有機系接着剤による タイルの形状、寸法等 ※ Ａ種 ○ （ ）
タイル張り ○ Ｂ種 ○ 「合板の日本農林規格」による特殊加工化粧合板 Ｇ

（建11.3.2～5)

Ｇ 　 造作用集成材 Ｇ ホルムアルデヒド放散量
Ⅰ Ⅱ Ⅲ （建12.2.1） ※ 規制対象外 ○ ○ 適用する

○ ○ ○ ○ ○ ○ （ ） ○ ○ 適用しない

○ ○ ○ ○ ○ ○ 「集成材の日本農林規格」による造作用集成材
○ ○ ○ ○ ○ ○ パーティクルボード Ｇ

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ※ ※ １３タイプ ※ Ｐ又はＭ
○ （ ） ○ （ ） ○ （ ）

標準的な曲がりの役物は一体成形とする
○ ＪＡＳ　０３６０に基づく構造用パネル

試験張り ○ 「集成材の日本農林規格」による化粧ばり造作用集成材
○ 行う ※ 行わない

見本焼き
○ 行う ※ 行わない

接着剤のホルムアルデヒド放散量
※ 規制対象外 ○ ＭＤＦ Ｇ

○ （ ）
目地のシーリング材

打継ぎ目地 ○ 「集成材の日本農林規格」による化粧ばり構造用集成柱
※ ポリウレタン系シーリング材 ）
○ （ ）

ひび割れ誘発目地 ● 接合具等 （建12.2.2） 造作材の化粧面の釘打ち
※ ポリウレタン系シーリング材 ※ 隠し釘打ち ○ 釘頭埋め木 ○ つぶし頭釘打ち ○ 釘頭現し
○ （ ） 諸金物

伸縮調整目地 ※ かすがい、座金、箱金物、短冊金物
※ 変成シリコーン系シーリング材 （標準仕様書　表１２．２．３～５　に示す程度の市販品　表１４．２．２　のＦ種程度）
○ （ ） ○ 「集成材の日本農林規格」以外の造作用集成材 ○

その他の目地 （形状： 寸法： 材質： ）
※ 変成シリコーン系シーリング材
○ （ ） ※ １５％以下 ● 接着剤 （建12.2.2、3） ホルムアルデヒド放散量

下地調整材塗りを行うコンクリート素地面の処理 ○ （ ） ※ 規制対象外
○ 目荒し工法（高圧水洗使用） ○ （ ）
○ ＭＣＲ工法 ○ 「集成材の日本農林規格」以外の化粧ばり造作用集成材
○ （ ） ○ 防腐、防蟻処理が不要な樹種による製材

適用部位：（ ）
　 階段滑り止め ※ 磁器性 ※ １５％以下 ● 防腐・防蟻

○ （ ） ○ （ ） （建12.3.1、2） ○ 薬剤の加圧注入による防腐・防蟻処理

○ 「集成材の日本農林規格」以外の化粧ばり構造用集成柱

※ １５％以下
○ （ ）

　 造作用単板積層材 Ｇ ホルムアルデヒド放散量 ● 薬剤の塗布等による防腐・防蟻処理
（建12.2.1） ※ 規制対象外

○ （ ）
○ ＪＡＳ　０７０１に基づく造作用単板積層材 ※ ○ ＪＩＳ　Ｋ　１５７１に適合又は同等品

○ （ ）
※

○ あり 加工 ○ 天然木加工 ○ 適用する ○ （ ）
○ 塗装加工 ○ 適用しない

○ なし （等級： ） ○ 薬剤の接着材への混入による防腐、防蟻処理
適用部位：（ ）

○ 合板の加圧注入処理の適用
適用部位：（ ）
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○ ○ ○ ○ ○

○

建 築 士 事 務 所 名

長崎県営繕工事特記仕様書（ １２ ）

形状/寸法
（mm）

吸水率

による

特注

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

施工箇所 厚さ（mm） 表面の化粧加工 防虫処理
間伐材
の適用

適用部位

○

○

処理の方法 薬剤の種類

施工箇所
化粧薄板の

含水率

標仕１２．３．１（イ）（ｂ）による

標仕１２．３．１（イ）（ｂ）による

見付け材面
の品質の樹種 の樹種 （mm）

化粧薄板 芯材の 寸法

木
工
事
(

続
き
)

Ｋ３

5

厚さ（mm）

章

○

○

タ
イ
ル
工
事

○

○

　

１１ 1

2

○

○

○

○ ○

　

１２ 1

厚さ
間伐材
の適用

備考

含水率
（mm）

樹種

章 項目 特記事項 章 項目 特記事項

無ゆう

吸水性
耐凍害性

有

による

区　分

無有

色

無

役物

再生材料の

摘要

Ｇ

Ａ種 １５％以下 １５％以下

材面
の品質

等級 形状

Ｂ種

※

○

施工箇所 保存処理

全断面の平均の推定値とする

寸法

特記事項

○ ○ ○○

○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○ ○

○

間伐材
の適用

項目

○

○○

設計年：令和7年6月

工事名称

図面名称

うわぐすり 役　物 色

再生材料
の適用

耐凍
害性

耐
滑
り
性

備考

○ ○ ○

種別 下地材 造作材

２０％以下 １８％以下

図面番号
設 計 者 氏 名長崎県土木部営繕課

貸切営業所休憩室等改修工事

特-１２

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) - 10267 号

⼀級建築⼠ 登録第 209864 号
印

内⽥ 信介 建築工事特記仕様書（７）

○

○

○

○ ○

○

○

○

○ ○

無 標準

○

○

○

○ ○

耐滑り性 備考

樹種

施工箇所
の樹種

施工箇所

施工箇所

樹種

○

○

○

○

○ ○

○ ○

○

○

○

○

○

種類
形状/
寸法
（mm)

○

施ゆう

うわぐすり

特注

○

標準

○

○

○

○

 施工箇所

有

○ ○ ○

○ ○

4

○

施工箇所

有 無

○ ○

○ ○

施工箇所

3

無ゆう

○ ○ ○

 施工箇所

○

施工箇所 樹種

見え掛り
面
以外

見え掛り面

種類
区　分

○

施ゆう

○

間伐材
の適用（mm）

寸法
等級 形状 含水率 保存処理

材面
の品質

見付け材面の品質

寸法
等級 形状 含水率 保存処理

材面
の品質（mm）

○

○

寸法

（mm）

○

○

間伐材
の適用

樹種
寸法
（mm）

見付け材面数施工箇所

間伐材
の適用

造作材の材面の品質 防虫処理 含水率

○ ２等

※

見付け材面数
化粧薄板の

（mm） 厚さ（mm）
見付け材面の品質

寸法

※ ２等

２等

の樹種

寸法芯材の

１等

施工箇所

（mm）

化粧薄板

寸法

化粧薄板
の樹種

樹種
寸法

見付け材面の品質
（mm）

厚さ
化粧薄板の

見付け材面の品質

含水率

※

間伐材
の適用

強度等級

１類
特類

接着の程度 防虫処理
間伐材
の適用

厚さ（mm）施工箇所

１２

等級
厚さ

板面の品質 防虫処理

単板の樹種名

（mm）

１類

接着の程度

○

防虫処理施工箇所 厚さ（mm）

難燃性による区分
表裏面の状態
による区分

２類

化粧板に使用する単板の樹種名

施工箇所 厚さ（mm）

施工箇所 厚さ（mm） 等級

間伐材
の適用

品名
接着性能

（使用環境）
種別

寸法
（mm）

樹種
曲げ性能

防虫処理板面の品質

施工箇所

施工箇所

接着剤による区分 難燃性による区分

５．５

床下地

単板の
樹種名

接着の程度

単板の
樹種名

接着の程度

間伐材
の適用

含水率防虫処理表面の化粧加工

間伐材
の適用

１５

単板の樹種名

１等

見付け材面
の品質

○※

の樹種

２等

の樹種 （mm）
化粧薄板の

厚さ

芯材の

●

Ｋ４

保存処理性能区分適用部材

○ Ｋ２

化粧加工の方法

１２

（強度等級）

施工箇所 厚さ（mm）

○ Ｋ４○

○ Ｋ２ ○ Ｋ３ ○

○

2025/04/01版

含水率

防虫処理

１級 ２級 ３級 ４級○

耐水性による区分

施工箇所 厚さ（mm）

木
工
事

１等

１等

化粧薄板 芯材の

の樹種

2

3

4

接着の程度

１類
２類

8

6

○

○

間伐材
の適用

表面性能

○

施工箇所

間伐材
の適用

曲げ強さによる区
分

施工箇所 厚さ（mm）

7

表裏面の状態
による区分

曲げ強さによる区
分

間伐材
の適用

間伐材
の適用

間伐材
の適用



● 長尺金属板葺 足金物 　 ステンレスの
（建13.2.2、3） 材種 ※ 標準仕様書　表１３．５．２による（溶融亜鉛めっきを行ったもの） 表面仕上げ
(建表　13.2.1） ○ ステンレス製 ○

※ ＪＩＳ　Ｇ　３３２２の ○ 心木なし瓦棒葺 形状 ○ 市販品 ○

屋根用コイル ○ 立平葺 ○ （ ） ○

(CGLCCR-20-AZ150) ○ 蟻掛葺 取付間隔 ※ 標準仕様書　表１３．５．２による
○ 横葺 ○ （ ） 　 アルミニウム及び

○ （ ） ○ （ ） 多雪地域 アルミニウム合金の
※ 適用しない ○ 適用する 表面処理 （建14.2.1）

(建表　14.2.1） ○

下葺材料 ルーフドレンの材種その他 （ ）
○ アスファルトルーフィング９４０ ○

○ 改質アスファルトルーフィング下葺材 （ ）
（ ○ 一般タイプ ○ 複層材タイプ ○ 粘着層付タイプ ） ○ ねじ込み式 ○ ○ ○

工法 ○ （ ） ○ ○

１章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法 ○ ねじ込み式 ○ ○ ○

雪止め ○ （ ） ○ ○

○ 設置する（図示） ○ ねじ込み式 ○ ○ ○

○ 差し込み式 ○ ○ ○ 陽極酸化皮膜の着色方法
● 折板葺 （建13.2.2） ○ ねじ込み式 ○ ○ ○ ※ 二次電解着色

（建13.3.2、3） ○ 差し込み式 ○ ○ ○ ○ 三次電解着色
(建表　13.2.1）

○ 重ね形 ○ （ ） ※ 鋼板製 ○ あり ○ ３０分 　 鉄鋼の亜鉛めっき
※プレハブメーカー仕様による ○ はぜ締め形 ○ ｱﾙﾐﾆｳﾑ ○ なし ○ なし （建14.2.2）

○ かん合形 合金板製 (建表　14.2.2） ○

○ 重ね形 ○ （ ） ※ 鋼板製 ○ あり ○ ３０分 ○

○ はぜ締め形 ○ ｱﾙﾐﾆｳﾑ ○ なし ○ なし ○

○ かん合形 合金板製 ○

○

材料 ○

※ ＪＩＳ　Ｇ　３３２２の屋根用コイル（ＣＧＬＣＣＲ－２０－ＡＺ１５０）
○ （ ） 　 軽量鉄骨天井下地 野縁等の種類

タイトフレームにＪＩＳ　Ｇ　３３２２以外の鋼材を直接外気の影響を受けない屋外で使用する場合の表面処理 （建14.4.2～4） 屋外（ ※ ２５形 ○ １９形）

標準仕様書　表１４．２．２による ○ Ｅ種 (建表　14.4.1、2） 屋内（ ※ １９形 ○ ２５形）
○ Ｆ種 屋外の野縁受、吊ボルト及びインサートの間隔

断熱材 ○ ９００程度
○ 行う（断熱材の種別： 厚さ（mm）： 防火性能： 時間） ○ 図示
○ 行わない ○ （ ）

折板のけらば納め 屋外の野縁受、吊ボルト及びインサートの周辺部の端からの間隔
※ けらば包みによる方法 ○ 図示（ ）
○ ○ （ ）

工法 屋外の野縁の間隔
１章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法 ○ ３００程度

○ 図示
　 粘土瓦葺 （建13.4.2、3） ○ （ ）

○ 吊りボルトの間隔が９００mmを超える場合
補強方法

○ ○ 図示
○ ○ （ ）
○ ○ 天井のふところが１．５ｍ以上３．０ｍ以下の場合
○ 補強方法

○ 標準仕様書１４．４．４（８）による
桟瓦の防災瓦の使用 ○ 図示

○ 適用する ○ 天井のふところが３．０ｍを超える場合
○ 適用しない 補強方法

ＪＩＳ　Ａ　５２０８に基づく凍害試験等 ※ 図示
○ 行う ○ （ ）
○ 行わない ○ 天井下地材における耐震性を考慮した補強

瓦桟木 補強箇所
材質 ※ 杉 ○ 図示（ ）

○ （ ） ○ （ ）
寸法 ○ 幅２１㎜×高さ１５㎜以上、防腐処理をほどこしたもの 補強方法

○ （ ） ○ 図示（ ）
棟補強用心材 ○ （ ）

材質 ※ 杉 ○ 天井下地材における耐風圧性を考慮した補強
○ （ ） １．一般共通事項　３．　品質計画による

寸法 ※ 幅４０㎜×高さ３０mm以上、防腐処理をほどこしたもの 補強箇所
○ （ ） ○ 図示

瓦緊結用釘及びねじ ○ （ ）
種類 （ ） 径 （ ） 長さ （ ） 補強方法

棟補強等に使用する金物 ○ 図示
材質 ○ ステンレス製 ○ （ ）

○ 溶融亜鉛めっきを行った鋼製 耐震性能
形状、寸法及び留付け方法 ○ 図示 建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による

○ （ ） 屋外の軒天井、ピロティ天井等の工法
工法 １章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法

１章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法
風耐力又は地震力に対応した瓦の緊結方法等

○ 図示 　 軽量鉄骨壁下地 スタッド、ランナーの種類
○ （ ） （建14.5.3、4） ※ 標準仕様書　表１４．５．１によるスタッドの高さによる区分に応じた種類

瓦桟木の留付け方法 (建表　14.5.1） ○ 図示
○ 図示 ○ （ ）

○ （ ） スタッドの高さが５．０ｍを超える場合

棟の工法 ※ 図示
○ 7寸丸伏せ棟又はF形用冠瓦伏せ棟 ○ （ ）
○ のし積み棟 出入口及びこれに準ずる開口部の補強
○ （ ） ※ 標準仕様書１４．５．４（５）による

面戸、雀口、葺土の露出する瓦接合部に仕上げを施す場合 ○ （ ）
○ モルタル
○ 瓦葺き用しっくい 　 金属成形板張り

（建14.6.2、3）

● とい （建13.5.2、3） といの材種 （建表　14.2.1） ※ ○ ○ １００ ○ １．０ ○

(建表　13.5.1、3、4） ○ ○ ○ （ ） ○ （ ） （ ）
○ ○ ○

※プレハブメーカー仕様による ○ ○ （ ） ○ （ ）
○

○

○

○ 取付け用下地
※ 標準仕様書　１４．４による

防露材のホルムアルデヒド放散量 ○ 図示（ ）
※ 規制対象外 伸縮調整継手
○ （ ） ○ 設ける

鋼管製といの防露巻き 施工箇所
○ 使用する 工法 ※ 標準仕様書　表１３．５．４による ○ 図示（ ）

○ （ ） ○ （ ）
○ 使用しない ○ 設けない

(建表　13.5.2） とい受金物 屋外の軒天井、ピロティ天井等の工法
材種 ※ 標準仕様書　表１３．５．２による（溶融亜鉛めっきを行ったもの） １章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法

○ ステンレス製
形状 ○ 市販品（とい径１００以下）

○ ２５×４．５（とい径１００を超えるもの）
取付間隔 ※ 標準仕様書　表１３．５．２による

○ （ ）

6
種別 製法 形状

板幅
（mm）

○

○ ｱﾙﾐﾆｳﾑ

フラット 標準色

プレス 目地無
凹凸

標準色

特注色

押出し
ロール 目地有

特注色

電気亜鉛めっき

Ｄ種
Ｅ種

Ｆ種

板厚
（mm）

表面処理

種別 色合い等

材種呼び

金
属
工
事

80 100

3

50
50

4

5

表面処理方法 種別 施工箇所（手すり、タラップ以外）

溶融亜鉛めっき

Ａ種

Ｂ種

Ｃ種

1

2

種　類 施工箇所（手すり、タラップ、建具以外）

ヘアライン（ＨＬ）　程度

鏡面仕上げ　程度

№２Ｂ　程度

種   別 色合い等
施工箇所

備考
（成形板、笠木、建具以外）

種別

硬質ポリ塩化ビニル管

種   別

軒とい

耐火
性能

材料に
よる区分

耐力に
よる区分

山高、山ピッチ

山高

備考

ステンレス鋼管
硬質ポリ塩化ビニル管(カラー)

ＳＵＳ３０４

備考

塗膜の耐久性、1
厚さ（mm）

2

種類及び記号

めっき付着量等の

厚さ

屋根葺形式 施工箇所 板及びコイルの種類

山ピッチ

施工箇所

雪止め瓦

図面番号
設 計 者 氏 名 建築工事特記仕様書（８） 特-１３

建 築 士 事 務 所 名 貸切営業所休憩室等改修工事工事名称

図面名称

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) - 10267 号
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項目 特記事項

　

１４
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章

　

　

１３

屋
根
及
び
と
い
工
事
(

続
き
)

○ バルコニー中継用
80 100

○ バルコニー用
80 100

適用する
適用しない

軒先
面戸板

（mm）

産地

による区分

種　　　類

●

１３

屋
根
及
び
と
い
工
事

長崎県営繕工事特記仕様書（ １３ ）

役物瓦
の種類

たてどい

3
施工箇所

4

材   種

製法による
区分

形状による
区分

寸法による
区分

章 項目 特記事項 章 項目 特記事項

80

施工箇所

○
ろく屋根用
横形Ⅰ型

100 125

○
ろく屋根用
たて形Ⅰ型

100 125
150

150

80

80 100
50
50

設計年：令和7年6月 長崎県土木部営繕課

適用する

施工箇所

適用しない

配管用鋼管

形式

径



　 アルミニウム笠木 ● モルタル塗り モルタル 　 ＡＬＣパネルの場合の 内壁目地部の形状
（建14.7.2、3） （建15.3.2、5） ● 現場調合材料 下地処理 （建15.6.4） ○ Ｖ形目地付き

(建表　14.2.1、建表　14.7.1） ○ 押出し２５０形 ○ ２４０ ○ ２５０ ※ １，６以上 ○ ○ 既調合材料 （材料： ） ○ （ ）
○ 押出し３００形 ○ ３００ ※ １，８以上 （ ） 既製目地材
○ 押出し３５０形 ○ ３５０ ※ ２．０以上 ○ ○ 設ける 施工箇所（ ） 　 マスチック塗料塗り 種別 ○ Ａ種
○ （ ） ○ （ ） ※ ２．０以上 （ ） 形状 ※ 図示 （建15.7.2） ○ Ｂ種（仕上材塗り：ＥＰ－Ｇ ※ Ｂ種 ○ Ａ種）
○ 板材折曲げ形 ○ （ ） ※ ２．０以上 ○ （ ）

○ 設けない 　 せっこうプラスター 下塗り
棟上避雷導体システム 塗り （建15.8.5） ○ 既調合プラスター（下塗り用）

○ なし 床の目地 ○ 現場調合プラスター（下塗り用）
○ あり（実厚２．０以上） ● 設ける 目地割り ※ ２㎡程度（最大目地間隔３ｍ程度） 上塗り

笠木の固定金具の工法等 ○ （ ） ○ 既調合プラスター（上塗り用）
取付け用下地 目地の種類 ※ 押し目地 ○ しっくい塗り

※ 標準仕様書１４．４による ○ （ ）
○ 図示 ○ 設けない 　 ロックウール吹付け ロックウールのホルムアルデヒド放散量

笠木の固定金具の工法等 外装壁タイル張り下地等の下地モルタル塗り及び下地調整塗材塗りの接着力試験 （建15.12.2、3） ※ 規制対象外
１章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法 ○ 適用する ○ （ ）

○ 適用しない 接着剤のホルムアルデヒド放散量
　 手すり及びタラップ 材料及び仕上 ○ 防水剤 ※ 規制対象外

手すり ○ 図示 （品質・性能・試験方法）：建築材料等品質性能表による ○ （ ）
○ ＳＵＳ３０４ 仕上げ吹付け厚さ（mm）

表面処理 ○ ＨＬ　程度 　 ラス系下地 ラス系下地 ○ 図示
○ （ ） （建15.2.4） ○ 二層下地通気構法 ○ ２５mm

○ 鋼製　 ○ 単層下地通気構法 ○ （ ）
表面処理 ○ 溶融亜鉛めっき 換気口部の措置 色彩 ○ 着色 （ ）

○ （ ） ○ 公共木造建築工事標準仕様書　１１．４．３(２)(ク) ○ 原色

タラップ ○ 図示 ○ （ ）
○ ＳＵＳ３０４ ○ 直張りラスモルタル下地 　 しっくい塗り しっくい

スリップ止め加工 ○ 直張りラスシートモルタル下地 （建15.10.1～4） ○ 既調合材料

○ あり 色しっくい ○ 適用する

○ なし 建築基準法に基づく耐力壁、耐火構造、準防火構造等の指定 ○ 適用しない
○ 鋼製　 ○ （ ） ○ 現場調合材料

表面処理 ○ 溶融亜鉛めっき ラスの材料

標準仕様書　表１４．２．２による 材料記号 ※ Ｋ ○ （ ） 下地 ○ せっこうボード ○ せっこうラスボード ○ モルタル塗り ○ 木ずり
○ Ｃ種 ○ （ ） 種類 二層下地通気構法 ○ 波型ラス（Ｗ７００） ○ こぶラス（Ｋ８００） ○ こまい土壁 ○ 下塗りをせっこうプラスターとし上塗りに使用する場合

○ 力骨付きラス（ＢＰ７００） ○ （ ） ○ （ ）
単層下地通気構法 ○ リブラスＣ（ＲＣ８００）に裏打ち材と一体化したラス○ （ ） 既調合しっくいの調合

ラスシートの材料 ○ せっこうボード下地
ラス目による区分 ○ 標準仕様書　表１５．１０．１

※ Ｍ ○ （ ） ○ （ ）
山高、山ピッチ、質量及び溶接区分による区分 ○ モルタル塗り下地

※ ＬＳ４（建築基準法に基づく耐力壁） ○ （ ） ○ 標準仕様書　表１５．１０．２
ステープルの形状及び寸法 ○ リブラスＣ（ＲＣ８００）の場合Ｌ９２５ＴＳ以上 ○ （ ）

○ 波型ラス（Ｗ７００）の場合Ｌ１０１９ＪＳ以上 ○ せっこうラスボード下地
○ （ ） ○ 製造所の仕様による

直張りラスシートモルタル下地で建築基準法に基づく耐力壁のラスシートの施工 ○ （ ）
（ ） 現場調合しっくいの調合及び各層の塗厚

○ 木ずり下地
　 せっこうボード せっこうボード及びせっこうラスボードの種類及び厚さ ○ 標準仕様書　表１５．１０．１

その他のボード下地 種類 ○ ＧＢ－Ｒ ○ ＧＢ－Ｌ ○ （ ） ○ （ ）
（建15.2.5） 厚さ （ ）mm ○ せっこうプラスター下地、こまい下地

木質系セメント板の種類及び厚さ ○ 標準仕様書　表１５．１０．２
種類 ○ （ ）

○ （ ） 既調合しっくいの上塗り仕上げ工法
長さ （ ）mm ○ なで切り仕上げ

○ パターン仕上げ
　 こまい下地 建築基準法に基づく耐力壁の指定

（建15.2.6） ○ 指定あり 　 こまい壁塗り のり
○ 指定なし （建15.11.2～5、7、8） ○ 土壁用ののり

○ ふのり ※ つのまた ○ ぎんなんそう
　 木ずり下地 木ずり用小幅板の種類 ○ 粉末海藻 ○ （ ）

（建15.2.7） ※ 杉（心去り材） ○ 砂壁用ののり
○ （ ） ※ ふのり ○ つのまた ○ こんにゃくのり

○ にかわ ○ 合成高分子系混和剤 ○ （ ）
● セルフレべリング材 ○ せっこう系 ● セメント系 色土

塗り （建15.5.2） ○ 土物仕上げ用に用いる土色の種類（ ）
（表15.5.1） ○ 大津仕上げ用に用いる土壁の種類（ ）

色砂の種類
　 仕上塗材仕上げ 建物内部に使用する塗料のホルムアルデヒド放散量 ○ 天然砂と岩石の砕砂

（建15.6.2） ※ 規制対象外 ○ 人工的に着色・製造したもの
○ （ ） 調合

下塗りの場合
仕上塗材の種類 ※ 標準仕様書　表１５．１１．２による
○ 薄付け仕上塗材 ○ （ ）

塗厚
※ 標準仕様書　表１５．１１．８による

○ ○ ○ ○ ○ 建築基準法に基づく耐力壁のある場合
○ ○ ○ ○ ○ （ ）

こまい壁の工程
防火材料 ○ 建築基準法に基づく指定又は認定品（ ） ※ Ａ種

○ Ｂ種
○ 厚付け仕上塗材 ○ こまい壁塗りの上塗りとする土物仕上げの工法の種類

○ 土物仕上げ工法

○ 水ごね土物１工法 ・ ○ 水ごね土物２工法
○ ○ ○ ○ ○ ○ のりさし土物工法 ・ ○ のりごね土物工法
○ ○ ○ ○ ○ ○ 砂壁仕上げ工法

○ 切返し仕上げ工法
防火材料 ○ 建築基準法に基づく指定又は認定品（ ） ○ こまい壁塗りの上塗りとする大津仕上げの工法の種類

○ 普通大津仕上げ工法
○ 複層仕上塗材 ○ 大津みがき仕上げ工法

ちりじゃくり
○ 図示

○ ○ ○ 溶媒 ○ 水系 ○ 耐候形３種 ○ （ ）
○ （ ） ○ 耐候形２種

樹脂 ○ アクリル系 ○ 耐候形１種
○ （ ） ○ （ ）

外観 ○ つやあり
○ メタリック
○ （ ）

○ ○ ○ 溶媒 ○ 水系 ○ 耐候形３種
○ （ ） ○ 耐候形２種

樹脂 ○ アクリル系 ○ 耐候形１種
○ （ ） ○ （ ）

外観 ○ つやあり
○ メタリック
○ （ ）

防火材料 ○ 建築基準法に基づく指定又は認定品（ ）

○ 軽量骨材仕上塗材

○ ○

○ ○

⼀級建築⼠ 登録第 209864 号
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耐候性

種類（呼び名） 防火材料

仕上げの形状 工法 吸放湿性

吸放湿性 上塗材

適用する 適用する
適用する 適用する

特-１４

左
官
工
事

1

9

10

11

図面番号
設 計 者 氏 名 図面名称 建築工事特記仕様書（９）

建 築 士 事 務 所 名 工事名称 貸切営業所休憩室等改修工事

適用する

１５ 8

左
官
工
事
(

続
き
)

適用する

13

5

長崎県営繕工事特記仕様書（ １４ ）
設計年：令和7年6月 長崎県土木部営繕課
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● フラッシュ戸
　 防火戸 （建16.1.3） ※ 建具表による ○ （ ） 　 鋼製建具 （建16.2.2） 性能値等 表面材のホルムアルデヒド放散量等

（建16.4.2～4） 簡易気密性ドアセット ● 標準仕様書１６．７．２（２）（イ）（ａ）による
　 見本の製作等（建16.1.4） 建具見本の製作 (建表　16.4.2） ○ 適用する （建具符号： ※ 建具表による ○ （ ）） ○ （ ）

○ 行う（建具符号： ） ○ 適用しない
○ 行わない 外部に面する建具の耐風圧性 表面材の合板の種類

建具見本製作の目的等 耐風圧性の等級（ ）
（ ） （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ）

特殊な建具の仮組 防音ドア、防音サッシ ※ 普通合板 Ｇ 表面の樹種
○ 行う（建具符号： ） 遮音性の等級（ ） 生地、透明塗料塗り
○ 行わない （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ※ ラワン程度 ○ （ ）

断熱ドア、断熱サッシ Ｇ 不透明塗料塗り
　 防犯建物部品 ○ 適用する 断熱性の等級（ ） ※ しな程度　 ○ （ ）

（建16.1.6） ○ 建具表による （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） 板面の品質 ○ 広葉樹１等 ○ （ ）
○ （ ） 耐震性能 接着の程度 ○ １類 ○ ２類

※ 適用しない 建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による ○ 天然木　化粧合板 Ｇ 樹種名 （　　　　）
材料 接着の程度 ○ １類 ○ ２類

● アルミニウム製建具 性能等級 ステンレス鋼板 ● 特殊加工　化粧合板Ｇ 化粧加工の方法
（建16.2.2、4、5） ○ 外部に面する建具の種別（コンクリート系下地及び鉄骨下地） ※ ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ３４０Ｊ１Ｌ、又はＳＵＳ４４３Ｊ１ ○ プリント　

(建表　14.2.1） ○ Ａ種 （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ○ （ ） ○ ポリエステル化粧合板
(建表　16.2.1、2） ○ Ｂ種 （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ステンレス製のくつずりの仕上げ ○ メラミン化粧合板

○ Ｃ種 （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ○ ＨＬ 接着の程度 ○ １類 ・ ○ ２類
○ 外部に面する建具の種別（木下地） ○ （ ） ○ ＭＤＦ Ｇ

○ Ｄ種 （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） 形状及び仕上げ
○ Ｅ種 （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） 鋼板類の厚さ

○ 上記によらない場合 ※ 標準仕様書　表１６．４．２による 表面板の厚さ

耐風圧性の等級 （ ○ ） ○ （ ） ※ 標準仕様書　表１６．７．６による
気密性の等級 （ ○ ） 使用箇所 （ ） ○ （ ）
水密性の等級 （ ○ ） 標準型鋼製建具の形式及び寸法 引戸の召合せかまちのいんろう付きの適用

（ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ○ 建具表による ○ 適用しない
枠の見込み寸法 ○ （ ） ○ 適用する

● 建具表による ○ かまち戸

○ （ ） 　 鋼製軽量建具 性能等級 かまち樹種 （ ）

防音ドア、防音サッシ （建16.2.2） 簡易気密性ドアセット 鋼板樹種 （ ）
遮音性の等級 ○ （ ） （建16.5.2～4） ○ 適用する （建具符号： ※ 建具表による ・ ○ （ ）） 見込み寸法 ○ ３６mm ○ 建具表による ○ （ ）

（建具符号： ※ 建具表による ○ （ ）） （建表　16.5.1） ○ 適用しない ○ ふすま
断熱ドア、断熱サッシ Ｇ 防音ドア、防音サッシ 張りの種別 ○ Ⅰ型 ○ Ⅱ型

断熱性の等級 ○ （ ） 遮音性の等級（ ） 上張り（押入等の裏側以外）
（建具符号： ※ 建具表による ○ （ ）） （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ○ 鳥の子 ○ 新鳥の子又はビニル紙程度

材料 断熱ドア、断熱サッシ Ｇ 縁仕上げ
ステンレス鋼板 断熱性の等級（ ） ○ 塗り縁 ○ 生地縁（素地） ○ 生地縁（ウレタンクリヤー塗装）

※ ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ３４０Ｊ１Ｌ、又はＳＵＳ４４３Ｊ１ （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） 見込み寸法
○ （ ） 耐震性能 ○ １９．５mm ○ 建具表による ○ （ ）

ステンレス製のくつずりの仕上げ 建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による ○ 戸ぶすま
○ ＨＬ 材料 表面材の仕上
○ （ ） 鋼板 ○ 亜鉛めっき鋼板 ○ ビニル被覆鋼板 ○ 建具表による ○ （ ）

形状及び仕上げ ○ カラー鋼板 ○ ステンレス鋼板 見込み寸法 ○ ３０mm ○ 建具表による ○ （ ）
表面処理（外部に面する建具） ステンレス鋼板 ○ 紙張り障子

種別 標準仕様書　表１４．２．１による ○ ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ３４０Ｊ１Ｌ、又はＳＵＳ４４３Ｊ１ 見込み寸法 ○ ３０mm ○ 建具表による ○ （ ）
○ ＢＢ－１種 ステンレス製のくつずりの仕上げ 枠、くつずりの材料
○ ＢＢ－２種 ○ ＨＬ程度 ○ №２Ｂ程度 ○ （ ） ○ 建具表による ○ （ ）

着色 ○ 標準色 召合せ、縦小口包み板の材質
○ 特注色 ○ ステンレス鋼板 ※ 鋼板 建具用金物 ○ シリンダー錠

表面処理（屋内の建具） 形状及び仕上げ （建16.8.2～４） ○ レバーハンドル 材質 ○ アルミニウム合金 ○ ステンレス ○ 黄銅
種別 標準仕様書　表１４．２．１による 鋼板類の厚さ (建表　16.8.1） 座金 ○ 丸座 ○ 長座

○ ＢＣ－１種 ※ 標準仕様書　表１６．５．１による ○ 握り玉 材質 ○ ステンレス ○ （ ）
○ ＢＣ－２種 ○ （ ） ○ 本締り錠

着色 ○ 標準色 使用箇所（ ） （品質・性能・試験方法）：建築材料等品質性能表による
○ 特注色 標準型鋼製軽量建具の形式及び寸法 ○ 空錠

結露水の処理方法 ○ 建具表による ○ レバーハンドル 材質 ○ アルミニウム合金 ○ ステンレス ○ 黄銅
○ 水貯め式 ○ （ ） 座金 ○ 丸座 ○ 長座
○ 排水式 ○ 握り玉 材質 ○ ステンレス ○ （ ）

工法 　 ステンレス製建具 性能等級 ○ グレモン錠
水切り板、ぜん板 （建16.2.2） 簡易気密性ドアセット レバーハンドルの材質 ○ 亜鉛合金 ○ ステンレス

○ 図示 （建16.4.2） ○ 適用する （建具符号： ※ 建具表による ○ （ ）） 製造所 ○ 図示
○ （ ） （建16.6.2～5） ○ 適用しない ○ ピポットヒンジ

木下地の場合の内付け建具 外部に面する建具の耐風圧性 カバー部の材質 ○ ステンレス ○ 亜鉛合金
○ 適用しない 耐風圧性の等級（ ） ○ フロアヒンジ
○ 適用する （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ○ Grade１ ○ Grade２

防音ドア、防音サッシ カバー部の材質 ○ ステンレス
● 網戸等 （建16.2.3） 遮音性の等級（ ） ○ ヒンジクローザー（丁番型）

（ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） 材質 ○ 鋼（焼付け塗装）
● ※ 合成樹脂製 ※ ０．２５mm以上 ※ １６～１８メッシュ 断熱ドア、断熱サッシ Ｇ ○ ヒンジクローザー（ピポット型）

○ ガラス繊維入り合成樹脂製 ○ （　　　　） ○ （　　　　） 断熱性の等級（ ） 材質 ○ 鋼（焼付け塗装）
○ ステンレス（ＳＵＳ３１６）製 （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ○ ドアクローザー

○ 防鳥網 ○ ステンレス（ＳＵＳ３０４）線材 ○ １．５mm ○ 網目寸法１５mm 耐震性能 ○ Grade１ ○ Grade２
建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による カバー部の材質 ○ アルミニウム合金

　 樹脂製建具 性能等級 材料 ○ 押棒、押板
（建16.3.2～5） ○ 外部に面する建具の種別（コンクリート系下地及び鉄骨下地） ステンレス鋼板 材質 ○ ステンレス ○ 黄銅 ○ 合成樹脂

（建表　16.3.1～3） ○ Ａ種 （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ○ ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ３４０Ｊ１Ｌ、又はＳＵＳ４４３Ｊ１ ○ （ ） ○ アームストッパー
○ Ｂ種 （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ステンレス製のくつずりの仕上げ 材質 ○ 鋼（クロームめっき） ○ ステンレス
○ Ｃ種 （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ○ ＨＬ程度 ○ №２Ｂ程度 ○ （ ） ○ クレセント

○ 外部に面する建具の種別（木下地） 形状及び仕上げ 材質 ※ 建具製造所の仕様による
○ Ｄ種 （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） 表面仕上げ ○ 排煙オペレーター（ ○ 埋込 ○ 露出　）
○ Ｅ種 （ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ※ ＨＬ程度

○ 上記によらない場合 ○ 鏡面仕上げ 鍵 ● マスターキー ● 作製する （ ● 新規 ○ 既存にあわせる）
耐風圧性の等級 （ ○ ） ○ （ ） （建16.8.4） 鍵の製作本数
気密性の等級 （ ○ ） 工法 ○ 各室３本１組（室名札付き） ○ （ ）
水密性の等級 （ ○ ） ステンレス鋼板の曲げ加工 鍵箱 ○ 無し

（ 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） ※ 普通曲げ ○ 有り 種類 ○ 鋼製市販品 ○ （ ）
断熱ドア、断熱サッシ Ｇ ○ 角出し曲げ（ ○ ａ角 ○ ｂ角 ○ ｃ角 ） 形式 ○ 　３０本入（　　　　　　　）個

○ 断熱性の等級 ○ Ｈ－４ ○ Ｈ－５ ○ Ｈ－６ ○ Ｈ－７ ○ Ｈ－８ ○ 　６０本入（　　　　　　　）個
（建具符号： ※ 建具表による ○ （ ） ） ● 木製建具 建具材の加工、組立時の含水率 ○ １２０本入（　　　　　　　）個

外部に面する建具の日射熱取得性の等級 （建16.7.2～4） ※ Ａ種 ○ 　　　本入（　　　　　　　）個
○ （ ） ○ Ｂ種

枠の見込み寸法 ○ （ ） 自動ドア開閉装置 戸の開閉装置
○ 建具表による 建物内部の木製建具に使用する表面材及び接着剤のホルムアルデヒド放散量 （建16.9.2、3） ○ 建具表による ○ （ ）
○ （ ） ※ 規制対象外 ○ 引き戸用駆動装置

材料 ○ （ ） 性能値
ガラス ○ 標準仕様書　表１６．９．１

○ 複層ガラス（組み合わせは建具表による） ○ （ ） （防錆 ○ 適用する　 ○ 適用しない）
ステンレス製のくつずりの仕上げ ○ 以下による

○ ＨＬ ○ 種類・開閉方法 （ ）
○ （ ） ○ 耐電圧 （ ）

形状および仕上げ ○ 温度上昇 （ ）
表面色 ○ 標準色 ○ 耐久性（サイクル）（ ）

○ 特注色 ○ 防錆 （ ）
工法 ○ 電源 （ ）

水切り板、ぜん板
○ 図示
○ （ ）

木下地の場合の内付け建具
○ 適用しない
○ 適用する

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) - 10267 号
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○ 車椅子使用者用便房出入口引き戸用駆動装置 ● ガラス フロート板ガラスの品種及び厚さの呼びによる種類
性能値 （建9.7）（建16.14.2～4） ● 建具表による ○ （ ）

○ 標準仕様書　表１６．９．２ （建図　16.14.1） 型板ガラスの厚さのよる種類
（防錆 ○ 適用する　 ○ 適用しない） ● 建具表による ○ （ ）

○ 以下による 網入りガラス及び線入板ガラスの網又は線の形状、板の表面の状態及び厚さの呼びによる種類
○ 耐電圧 （ ） ○ 建具表による ○ （ ）
○ 温度上昇 （ ） 合わせガラス
○ 耐久性（サイクル）（ ） 材料板ガラスの種類及び厚さの組合せ並びに合わせガラスの合計厚さ
○ 防錆 （ ） ○ 建具表による ○ （ ）
○ 電源 （ ） 形状による種類

○ 引き戸用検出装置 ○ 平面合わせガラス

性能値 ○ 曲面合わせガラス
○ 標準仕様書　表１６．９．３ 落球衝撃はく離特性並びにショットバック衝撃特性による種類

（防錆 ○ 適用する　 ○ 適用しない） ○ Ⅰ類 ○ Ⅱー１類 ○ Ⅱ－２類 ○ Ⅲ類
○ 以下による 強化ガラス

○ 耐電圧 （ ） 形状による種類、材料板ガラスの種類による名称
○ 防錆 （ ） ○ 建具表による ○ （ ）
○ 防滴 （ ） 破片の状態及びショットバック衝撃特性による種類
○ 電源 （ ） ○ Ⅰ類

引き戸用検出装置の種類（標準仕様書　表１６．９．４による） ○ Ⅲ類
○ 建具表による 熱線吸収板ガラス
○ （ ） 板ガラスによる種類、厚さによる種類
タッチスイッチの種類 ○ 建具表による ○ （ ）

○ 無線タッチスイッチ 性能による種類
○ 光線式タッチスイッチ ○ １種

車椅子使用者用便房スイッチの種類 ○ ２種

○ 大形押しボタンスイッチ 複層ガラス
○ 非接触スイッチ 板ガラスによる種類及び厚さの組合せ並びに複層ガラスの厚さ

凍結防止装置 ○ 建具表による
○ 適用する 材料板ガラスの種類及び厚さの組合せ並びに複層ガラスの厚さ
○ 適用しない ○ 建具表による

断熱性による区分

　 自閉式 性能値等 ○ Ｔ１ ○ Ｔ２ ○ Ｔ３ ○ Ｔ４ ○ Ｔ５ ○ Ｔ６

上吊り引戸装置 ※ 標準仕様書　表１６．１０．１による 日射取得性、日射遮蔽製による区分
（建16.10.3） ○ 以下による ○ Ｇ ○ Ｓ

(建表　16.10.1） ○ 手動開き力 （ ） 乾燥気体の種類
○ 手動閉じ力 （ ） ○ 空気 ○ アルゴン ○ （　　　　）
○ 閉じ速度の調整 （ ） 熱線反射ガラス
○ 制動区間 （ ） 材料板ガラスの種類及び厚さによる種類
○ 開閉繰返し （ ） ○ 建具表による
○ 耐衝撃性 （ ） 日射熱遮蔽性による区分

○ １種 ○ ２種 ○ ３種
　 重量シャッター シャッターの種類 耐久性による区分（日射熱遮蔽性による区分が２種の場合）

（建16.11.2、3） ○ 管理用シャッター ○ Ａ類 ○ Ｂ類
○ 外壁用防火シャッター 映像調整
○ 屋内用防火シャッター ○ 行わない ○ 行う
○ 防煙シャッター 倍強度ガラス

外壁開口部に設ける重量シャッターの耐風圧強度 材料板ガラスの種類及び厚さによる種類
（ ）ｐａ ○ 建具表による

開閉方式による種類 ガラスの留め材及び溝の大きさ
○ 上部電動式（手動併用）
○ 上部手動式

安全装置 ○ アルミニウム製 ※ シーリング材（ＳＲ－１） ※ 建具の製造所の仕様による
電動シャッターの急降下制動装置、急降下停止装置 ○ ガスケット ○ 図示

（設置場所 ○ 建具表による ○ （ ） ） ○ グレイチングチャンネル形 ○ （　　　　）
電動式シャッターの障害物感知装置 ○ （　　　　）

（設置場所 ○ 建具表による ○ （ ） ） ○ 鋼製及び鋼製軽量 ※ シーリング材（ＳＲ－１） ※ 建具の製造所の仕様による
屋内用防火シャッター若しくは防煙シャッターの危険防止機構 ○ （　　　　） ○ 図示

○ 危害防止装置 ○ （　　　　）
○ 「防火区画に用いる防火設備等の構造方法を定める件」（昭和48年12月28日建設省 ○ ステンレス製 ※ シーリング材（ＳＲ－１） ※ 建具の製造所の仕様による

   告示第2563号）に定める基準に適合するもの ○ （　　　　） ○ 図示
（設置場所 ○ 建具表による ○ （ ） ） ○ （　　　　）

リモコンの有無 ○ 樹脂性 ※ シーリング材（ＳＲ－１） ※ 建具の製造所の仕様による
※ なし ○ ガスケット ○ 図示
○ あり（リモコン個数 個） ○ グレイチングチャンネル形 ○ （　　　　）

電動式の場合の電源 ○ （　　　　）
※ 三相２００V　　0.75Kw以下（過電流保護装置付）

管理用シャッターのシャッターケース 耐震性能
○ 設ける 建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による
○ 設けない

スラット及びシャッターケース用鋼板 　 ガラスフィルム
鋼板の種類 ○ ＪＩＳ Ｇ ３３０２（溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯）

○ ＪＩＳ Ｇ ３３１２（塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯） ○ 日射調整フィルム Ｇ ○ ＳＣ－１ ○ ＳＣ－２

めっきの付着量 ○ 低放射フィルム ○ ＬＥ
※ Ｚ１２又はＦ１２ ○ 衝撃破壊対応ガラス飛散防止フィルム ○ ＧＩ－１ ○ ＧＩ－２
○ （　　　　） ○ 層間変位破壊対応ガラス飛散防止フィル○ ＧＤ－１ ○ ＧＤ－１

○ ガラス貫通防止フィルム ○ ＤＦ ○

　 軽量シャッター 開閉方式の種類
（建16.12.2～4） ※ 手動式 品質は、ＪＩＳ　Ａ　５７５９による

○ 上部電動式（手動併用）
耐風圧強度

（ ）ｐａ
シャッターケース

※ 設ける
○ 設けない

安全装置
電動シャッターの障害物感知装置

（設置場所 ○ 建具表による ○ （ ） ）
スラットの材質の種類

○ ＪＩＳ Ｇ ３３１２（塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯）
めっき付着量： ※ Ｚ０６又はＦ０６ ○ （　　　　）

○ ＪＩＳ Ｇ ３３２２（塗装溶融55％アルミニウム－亜鉛合金めっき鋼板及び鋼帯）
めっき付着量： ※ ＡＺ９０ ○ （　　　　）

スラットの形状
○ インターロッキング形
○ オーバーラッピング形

ガイドレール
座金の材質 ○ ステンレス(SUS304）

○ 溶融亜鉛めっき鋼板
電動式の場合の危害防止機構

※ あり（障害物感知装置自動閉鎖型）
電動式の場合の電源

※ 単相１００Ｖ（過電流保護装置付）
○ （　　　　）

　 オーバーヘッドドア
（建16.13.2、3）

※ スチールタイプ ○ ※ バランス式 ○ スタンダード形 ○ 溶融亜鉛めっき鋼板
○ アルミニウムタイプ ○ ○ チェーン式 ○ ローヘッド形 ※ ステンレス鋼板
○ ファイバーグラスタイプ ○ ○ 電動式 ○ ハイリフト形

○ ○ バーチカル形

オーバーヘッドドアの障害物感知装置

（設置場所 ○ 建具表による ○ （ ） ）

印
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● 1 接着剤 （建19.2.2） ビニル床シート、ビニル床タイル、ゴム床タイル用接着剤のホルムアルデヒド放散量 繊維板 Ｇ

※ 規制対象外 　 合成樹脂塗床
○ （ ） （建19.4.2、3）

接着剤は可塑剤（難揮発性の可塑剤を除く）が添付されていないものとする。 （建表　19.4.4、5） ○ 厚膜型塗床材 ※ 平滑仕上げ ○ 防滑仕上げ ○ ミディアムデンシティファイバーボード ○ 図示
施工箇所は下地がセメント系下地及び、木質系下地以外の場合の接着剤の種別 弾性ウレタン樹脂系塗床 ○ つや消し仕上げ （ＭＤＦ） ○ ３ ○ ７ ○ ９ ○ １２ ○ （ ）

※ 図示（ ） ○ 厚膜型塗床材 ○ ○ 平滑仕上げ ○ 防滑仕上げ ○ ハードボード ○ 図示
○ （ ） エポキシ樹脂系塗床 ○ ○ スタンダードボード（無処理） ○ ２．５ ○ ３．５ ○ ５ ○ ７ ○ （ ）

○ ○ 素地ハードボード
● 下地の工法 （建19.2.3） 標準仕様書１９．２．３（ア）～（ウ）以外の下地の工法 ○ 薄膜型塗床材 ※ 平滑仕上げ ○ 未研磨板（ＲＮ）

※ 図示（ ） ○ 研磨板（ＲＳ）
○ （ ） 塗床材のホルムアルデヒド放散量 ○ 内装用化粧ハードボード（ＤＩ）

※ 規制対象外 ○ テンパードボード（処理）
● ビニル床シート Ｇ ○ （ ） ○ 素地ハードボード

（建19.2.2、3） ○ 未研磨板（ＲＮ）
※ ＦＳ（複層ビニル床シート） ● ※ ２．０ 　 フローリング張り Ｇ フローリング及び接着剤のホルムアルデヒド放散量等 ○ 研磨板（ＲＳ）
● ＨＳ（複層ビニル床シート） ○ ● （ ） （建19.5.2～5） ※ 標準仕様書１９．５．２による ○ 外装用化粧ハードボード
○ （ ） ○ (建表　19.5.1～6） ○ （ ） ○ インシュレーションボード ○ 図示

各工法に使用する接着剤のホルムアルデヒド放散量 ○ Ａ級インシュレーションボード（Ａ－ＩＢ）○ ９ ○ １２ ○ １５ ○ １８ ○ （ ）
接合部の処理 ※ 規制対象外 ○ 天井仕上材

○ 熱溶接工法 ○ （ ） ○ 内装仕上材
○ （ ） ○ 単層フローリング（フローリングボード１等）

工法 ○ 釘留め工法（ ○ 根太張り ○ 直張り ） パーティクルボード Ｇ

　 ビニル床タイル Ｇ ○ 接着工法
（建19.2.2） 樹種 ○ なら ○ （ ）

○ ＴＴ（単層ビニル床タイル（接着型）） ※ ※ ３００×３００ ○ ２．０ 間伐材等の適用 ○ 単板張りパーティクルボード ○ 図示

○ ＦＴ（複層ビニル床タイル（接着型）） ○ ○ ４５０×４５０ ○ ２．５ ○ 適用する ○ 適用しない ○ 未研磨板（ＶＮ） ○ １０ ○ １２ ○ １５ ○ １８ ○ （ ）

※ ＫＴ（コンポジションビニル床タイル） ○ ５００×５００ ○ ３．０ ○ 単層フローリング（フローリングブロック１等） ○ 研磨板（ＶＳ）
○ ＦＯＡ（置敷きビニル床タイル（置敷き型）） ○ （ ） ○ （ ） 樹種 ○ （ ） ○ 化粧パーティクルボード ○ 図示
○ ＦＯＢ（置敷きビニル床タイル（置敷き型） 厚さ（mm）○ （ ） ○ 単板オーバーレイ（ＤＶ） ○ １０（難燃） ○ １２（難燃） ○ （ ）

大きさ ○ （ ） ○ プラスティックオーバーレイ（ＤＯ）
　 特殊機能床 間伐材等の適用 ○ 塗装（ＤＣ）

（建19.2.2） ○ 適用する ○ 適用しない

○ 帯電防止シート ○ 複合フローリング 吸音材 Ｇ

（ ） 工法 ○ 釘留め工法（ ○ 根太張り ○ 直張り ）
○ 帯電防止タイル ○ 接着工法

（ ） 樹種 ○ なら ○ （ ） ○ ロックウール吸音板（ＤＲ） ○ ９（不燃） ○ １２（不燃） ○ １５（不燃）
○ 対動荷重性床シート 種別 ○ Ａ種 ○ Ｂ種 ○ Ｃ種 ○ フラットタイプ ○ （ ）

（ ） 間伐材等の適用 ○ 凹凸タイプ
○ 防滑性床シート ○ 適用する ○ 適用しない ○ ロックウール吸音ボード（１号） ○ 図示 ○ ２５ ○ （ ）

（ ） 接着工法の場合の不陸緩和材 ○ グラスウール吸音ボード（３２Ｋ） ○ 図示 ○ （ ）
○ 防滑性床タイル ※ 合成樹脂発泡シート

（ ） ○ （ せっこうボード
○ 現場塗装仕上げ

● ビニル幅木 （建19.2.2） 材質の種類 ※ 軟質 ○ 硬質 ○ ウレタン樹脂ワニス塗り

高さ(mm) ※ ６０ ○ ７５ ○ １００ ○ オイルステインの上、ワックス塗り ● せっこうボード（ＧＢ－Ｒ） ● １２．５（不燃）○ １５（不燃） ● （ ）
厚さ(mm) ※ １．５以上 ○ （ ） ○ 生地のままワックス塗り ○ シージングせっこうボード（ＧＢ－Ｓ） ○ １２．５ （ ○ 不燃 ○ 準不燃））

○ 強化せっこうボード（ＧＢ－Ｆ） ○ １２．５（不燃）○ １５（不燃）
　 ゴム床タイル 種類 ○ 単層品 ○ 積層品 　 畳敷き （建19.6.2） 種別 ○ Ａ種 ○ 化粧せっこうボード（ＧＢ－Ｄ） ○ 木目１２．５（不燃）　幅　４４０mm程度

（建19.2.2） 色柄 （ ） （建表　19.6.1） ○ Ｂ種 模様（ ○ 柾目 ○ 板目） 専用下地材有
厚さ(mm) ※ ３．０ ○ ４．５ ○ ６．０ ○ ９．０ ※ Ｃ種 ○ トラバーチン模様　９．５（準不燃）
寸法(mm) （ × ） ○ Ｄ種（畳床： ○ ○ ○ ○ ○ ） ○ せっこうラスボード（ＧＢ－Ｌ） ○ ９．５

下地の種類 ○ 不燃積層せっこうボード（ＧＢ－ＮＣ） ○ ９．５（不燃）
　 カーペット敷き Ｇ ○ 織じゅうたん ○ 標準仕様書　表１２．６．１による床組 ○ 化粧無し（下地張り用）

（建19.3.2、3） ○ ポリスチレンフォーム床下地（ノンフロン）Ｇ ○ 化粧有り（トラバーチン模様）
（建表　19.3.1、2） ○ （ ）

○ ウィルトンカーペット ○ カットパイル 畳表及び畳床はホルムアルデヒド、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない 合板類
○ ダブルフェースカーペット ○ ループパイル 材料を使用したものとする。
○ アキスミンスターカーペット ○ カット／ループパイル 緩衝緩和型畳（畳表○ Ｃ１ ○ Ｃ２ ）

○ 普通合板 Ｇ ○ 図示 ○ （ ）
色柄 ● せっこうボード ＭＤＦ及びパーティクルボードのホルムアルデヒド放散量 表板の樹種名：（ ）

※ 模様のない無地 その他ボード及び ※ 規制対象外 板面品質：（ ）
○ （ ） 合板張り （建19.7.2、3） ○ （ ） 防虫処理：（ ○ 行う ○ 行わない）

パイル系の種類等 (建表　19.7.1） 合板のホルムアルデヒド放散量 ○ 天然木化粧板 Ｇ ○ 図示 ○ （ ）
○ 無地の織りじゅうたんの種別（○ Ａ種 ○ Ｂ種 ○ Ｃ種 ） ※ 標準仕様書１９．７．２（２）（イ）の（ａ）～（ｄ）のいずれか 化粧板の樹種名：（ ）
○ （ ） ○ （ ） 防虫処理：（ ○ 行う ○ 行わない）

帯電性 接着剤のホルムアルデヒド放散量 ○ 特殊加工化粧板 Ｇ ○ 図示 ○ （ ）
○ 適用する ※ 規制対象外 化粧加工の方法
○ 適用しない ○ （ ） ○ オーバーレイ ○ プリント

織じゅうたんの接合方法 木質系セメント板 Ｇ ○ 塗装 ○ （ ）
○ ヒートボンド工法 表面性能 ○ （ ）
○ つづら縫い 防虫処理：（ ○ 行う ○ 行わない）

下敷き材 ○ 硬質木毛セメント板（ＨＷ） ○ １５ ○ ２０ ○ ２５ ○ 図示
○ 反毛フェルト（ＪＩＳ　Ｌ　３２０４）の第２種２号　呼び厚さ８mm ○ 中質木毛セメント板（ＭＷ） その他ボード類
○ （ ） ○ 普通木毛セメント板（ＮＷ）

○ タフテッドカーペット ○ 硬質木片セメント板（ＨＦ） ○ １２ ○ １５ ○ １８ ○ ２１ ○ ３０ ○ 図示
○ 普通木片セメント板（ＮＦ） ○ メラミン樹脂化粧板 ＪＩＳ　Ｋ　６９０３による

○ １．２ ○ （ ）
○ カットパイル ○ ５～７ ○ ○ 全面接着工法 ○ 適用する 繊維強化セメント板 ○

○ ループパイル ○ ４～６ ○ ○ グリッパー工法 ○ 適用しない
○ カット・ループ併用 ○ ○

○ けい酸カルシウム板（タイプ２） ○ ６ ○ ８ ○ 図示 天井のボード類（ロックウール吸音板を除く）の重ね張りを行う場合
下敷き材 普通ボード　０．８ＦＫ ○ 突付け ○ 目透し ○ 図示 ○ （ ）

○ 反毛フェルト（ＪＩＳ　Ｌ　３２０４）の第２種２号　呼び厚さ８mm ○ 化粧けい酸カルシウム板（タイプ２）○ ９１０×２，７３０ ○ １８ 合板類の張付け
○ （ ） 目地 ○ 目透しシーリング工法○ ジョイナ工法（ ○ Ａ種

タフテッドカーペット用接着剤のホルムアルデヒド放散量 ○ アルミ板 ○ 樹脂製） ○ Ｂ種
○ 規制対象外 厚さ ○ ６（不燃） ○ ８（不燃）○ （ ） せっこうボードの目地工法
○ （ ） 仕上げ ○ ＵＶ塗装 ○ シート張り ○ 突板張り ○ 一般塗装 目地工法の種類

○ タイルカーペット ○ （ ） ○ 仕上げ表による
突付け工法及び目透し工法のエッジの種類

火山性ガラス質複層板 ○ ベベルエッジ
※ ループパイル ※ 第一種 ※ ５００×５００ ※ ６．５ ○ スクエアエッジ

○ 第二種 ○ （ ） ○ （ ） 遮音シール材
○ カットパイル ○ 第一種 ※ ５００×５００ ※ ６．５ ○ 火山性ガラス質複層板 ○ 図示 ○ （ ） ○ 適用する ○ アクリル系又はウレタン系シーリング材

○ 第二種 ○ （ ） ○ （ ） 種類 ○ 図示 ○ （ ） ○ ジョイコンバウンド（ＪＩＳ Ａ ６９１４）
○ カット・ループ併用 ○ 第一種 ※ ５００×５００ ※ ６．５ ○ 適用しない

○ 第二種 ○ （ ） ○ （ ）

色柄 ※ 無地
○ 柄物

タイルカーペット用接着剤のホルムアルデヒド放散量
○ 規制対象外
○ （ ）

タイルカーペットの敷き方
平場 ※ 市松敷き ○ 模様流し ○ （ ）
階段部分 ※ 模様流し ○ 市松敷き ○ （ ）

見切り、押え金物
材質 （ ）
種類 （ ）
形状等 ○ 図示 ○ （ ）

2.8

9.5

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) - 10267 号
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装
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事
(
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き
)

種　類 厚さ（mm）、規格等

仕上げの種類

樹脂モルタル工法

長崎県営繕工事特記仕様書（ １７ ）

パイル形状 種類 施工箇所 寸法 総厚さ（mm） 備考

パイル形状 パイル長さ(mm) 工法 帯電性 備考

8

織り方 パイル形状

5
種　類 厚さ（mm） 寸　法 性　能 備　考

色柄 色柄 厚さ（mm） 備考

無地

柄物

6

7
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3
種類の記号 色柄 厚さ（mm） 備考

無地
マーブル柄
柄物

4
種類の記号

項目 特記事項章 項目 特記事項

●

１９

章

工法
9

種別

12

●

１９

種　類 厚さ（mm）、規格等

種　類 厚さ（mm）、規格等

帯電防止及び
防汚加工品

図面番号
設 計 者 氏 名

内
装
工
事
(

続
き
)

種　類 厚さ（mm）、規格等

貸切営業所休憩室等改修工事

薄膜流し展べ工法
厚膜流し展べ工法

施工箇所

建 築 士 事 務 所 名

ＫＴ－Ｎ

⼀級建築⼠ 登録第 209864
特-１７建築工事特記仕様書（１３）

10

11

ＫＴ－ＫＫＴ－ⅢＫＴ－ⅡＫＴ－Ｉ

長崎県土木部営繕課

種　類 厚さ（mm）、規格等

種　類 厚さ（mm）、規格等

工事名称

厚さ（mm）、規格等種　類

種　類 厚さ（mm）、規格等

種　類 厚さ（mm）、規格等

2025/04/01版
図面名称

号
印

内⽥ 信介
設計年：令和7年6月



● 壁紙張り ホルムアルデヒド放散量 　 フリーアクセス 　 手すり （建20.2.6） ○ 集成材手すり
（建19.8.2、3） ※ 規制対象外 フロア （建20.2.2）

○ （ ） ○ ４５０角以上 ○ １００ ○ ○ 帯電防止床タイル
○ ６００角以下 ○ １２０ ○ ○ タイルカーペット ○ １段 ○ ３５φ ○ ４５φ ○ （ ） ○ タモ ○ ＣＬ
○ （ ） ○ （ ） ○ ２段 ○ ３６φ ○ （ ） ○ （ ） ○ （ ）
○ ４５０角以上 ○ １００ ○ ○ 帯電防止床タイル
○ ６００角以下 ○ １２０ ○ ○ タイルカーペット ○ 既製手すり(樹脂製）

○ 不燃 ● 準不燃 ○ （ ） ○ （ ）
○ 不燃 ○ 準不燃 ○ ４５０角以上 ○ １００ ○ ○ 帯電防止床タイル
○ 不燃 ○ 準不燃 ○ ６００角以下 ○ １２０ ○ ○ タイルカーペット ○ Ｏ型（１段） ○ ４０φ ○ （ ） ○

○ 不燃 ○ 準不燃 ○ （ ） ○ （ ） ○ Ｏ型（２段） ○ ３４φ ○ （ ） （心材共）

モルタルプラスター面の素地ごしらえ ※ Ｂ種 ○ Ａ種 適用地震時水平力 点字表示板 （ ）箇所
コンクリート面の素地ごしらえ ※ Ｂ種 ○ Ａ種 １階及び地階 ○ ０．６Ｇ以上 ＪＩＳ　Ｔ ０９２１に基づく点字の表示原則及び点字表示方法による
せっこうボード面の素地ごしらえ ※ Ｂ種 ○ Ａ種 中間階（ 階　） ○ ０．６Ｇ以上 ○ １．０Ｇ以上 ○ ポリカーボネート製 大きさ：１２０×１５０程度　厚み：０．１mm程度

最上階（ 階　） ○ １．０Ｇ以上 ○ 塩ビ製 大きさ：１００×１２５程度　厚み：０．１mm程度
● 断熱材 Ｇ フェノールフォーム断熱材、保温材又は接着剤のホルムアルデヒド放散量 帯電防止床タイル

（建19.9.3、4） ※ 規制対象外 ○ 置敷タイプ 　 視覚障害者用
○ （ ） ○ パネル一体タイプ（パネル一体タイプ以外の仕上げ材は別途内装工事とする） 床タイル （建11.2.2）

開口部等補修のための張付け用の接着剤のホルムアルデヒド放散量 寸法精度 （建19.2.2） ○ 塩化ビニル製 ○ ○ ７．０
※ 規制対象外 ※ 標準仕様書２０．２．２（２）（オ）（ａ）～（ｃ）による ○ （ ） ○ （ ）
○ （ ） ○ 以下による ○ セラミックタイル Ｇ ○ ○ １７程度

※ 断熱材打込み工法 パネルの長さ寸法精度 （ ） ○ （ ）
パネルの平面形状（角度）寸法精度 （ ） ○ レジンコンクリート製 ○ ○ ３０
フリーアクセスフロアの高さの寸法精度 （ ） ○ （ ） ○ （ ）

○ ローリングロード性能 ○ 適用する （適用室： ） ○ セラミックタイル Ｇ ○ ○ １７程度

（ ○ ） ○ 適用しない ○ （ ）
○ ローリング性能については所定荷重　１，０００Ｎ（５，０００Ｎの積載荷重は、１．０００Ｎ以上（任意）） ○ レジンコンクリート製 ○ ○ ３０

（ ○ ２種ｂＡ ○ ３種ｂＡ ○ ３種ｂＣ ○ ３種ｂＤ） による繰り返し試験後、残留変形３．０mm以下であること ○ （ ） ○ （ ）
○ （パネル面に目視による著しいわだち及び損傷がないこと。かつ、使用上有害ながたつきがないこと。） ○ コンクリート製 ○ ○ ６０
○ 帯電防止性能 ○ （ ）
○ ○ 評価値（Ｕ）≧０．６

○ 評価値（Ｕ）≧１．２ 視覚障害者用ブロック等の突起の形状及びその配列はＪＩＳ　Ｔ　９２５１による

施工箇所 感電防止性能 ○ 樹脂系点字鋲（タイルカーペット用）
○ 床版 ○ 図示 （ ） 漏えい抵抗≧１×１０^６Ω 寸法 ○ ３００角 ○ ５００角

○ 屋根スラブ下 （品質・性能・試験方法）　　建築材料等品質性能表による 色 ○ 黄色 ○ （ ）
○ 接地床（標準詳細図７－０１－２） 耐震性能 留付け 両面からの挟込みホック式または接着式

○ 壁 ○ 外壁内壁部分（標準詳細図７－０１－２）ただし、下記を除く 建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による
倉庫、便所、設備室、湯沸室、車庫、書庫、（ ） ○ 二重床複合アウトレット用開口部 ● 階段滑り止め 材種及び形状等

○ （ ） 適用室： （ （建20.2.7） 材種 ● ステンレス製 ○ 黄銅製押出型材 ○ アルミニウム製押出型材
○ 断熱材現場発泡工法 開口の数 ○ （ ）

断熱材の種類 ○ Ａ種ⅠまたはＡ種１Ｈ フロア面積８㎡につき、１ヶ所かつ予備開口を１４㎡につき１ヶ所 形状 ● タイヤ型（タイヤの材質：ゴム又は合成樹脂等） ○ タイヤレス型
○ （ 開口の大きさ 端部の形状 ○ フラットエンドあり ○ フラットエンドなし

吹付け厚さ ○ ２５mm 以下の仕様が入ったアウトレットが収まる大きさ 寸法（幅） ○ ３５mm程度 ● ４０mm程度 ○ ５０mm程度
○ ３０mm （電源）コンセント：２P１５A接地極付×２ 取付け工法 ※ 接着工法 ● 埋込工法

施工箇所 ○ 図示 （ （電話）情報用モデュラージャック：８極８芯×１
○ 窓廻り等の断熱材補修部分、ルーフドレン廻りの床版下等、 取付方法 ● 床目地棒 （建20.2.8） 床仕上げの異なる箇所には、目地棒を入れる

部分的に後張りとしなければならない箇所 フリーアクセスフロア製造所の仕様とする ※ ステンレス製　６×１２ 標準詳細図　４－３１－２
○ 黄銅製　６×１２ 標準詳細図　４－３１－２

　 床下地材 ○ 乾式遮音二重床用下地材（樹脂製支持柱式） ○ 断熱性床下地材 　 可動間仕切 ● ステンレス製 型　（幅４０程度　厚さ１．５） 標準詳細図　４－３１－１
（建20.2.3）

ＢＬ認定及び「建築物の遮音性能基準と設計指針（第２版）（日本建築学会）」で規定する ○ スタッド式（内臓） ○ メラミン樹脂焼付 ○ ３６未満 ○ 不燃 　 黒板及び
「床衝撃音レベルに関する構造等級」の２級程度を有するものとし、製造所の仕様による ○ スタッド式（露出） ○ アクリル樹脂焼付 ○ ３６以上 ホワイトボード Ｇ ○ 黒板

○ パネル式 ○ 壁紙張り （建20.2.9） 区分 ※ 焼き付け ○ （ ）
○ スタッドパネル式 ○ （ ） 種類 ○ 鋼製黒板 ○ ほうろう黒板 ○ （ ）

○ 畳下地 色 ※ 緑 ○ （ ）
○ フローリング類下地 ○ ＬＬ－５０ ○ ＬＨ－５５ パネル内に取付ける建具 ○ ホワイトボード

○ （ ） ○ （ ） ○ あり ○ 図示
※ 図示（ ）

　 化粧塩ビシート 下記に示す製造所の商品程度とする ○ （ ） 　 鏡 （建20.2.10） 取付箇所 （ ）
（ ） ○ なし 寸法（mm） ○ 図示 ○ （ ）

ドアクローザー、丁番、錠前、上げ落しは、標準仕様書１６章８節の建具用金物に対応する材質とする 厚さ（mm） ※ ５ ○ （ ）
　 システム天井 表面仕上材を壁紙張りとする場合の品質、性能は標準仕様書１９章による

パネル材料のホルムアルデヒド放散量 　 表示 （建20.2.11） 衝突防止表示
○ グリッドタイプ ○ アルミニウム製 ※ 規制対象外 ○ 設置する 設置場所：○ 図示 ○ （ ）
○ ラインタイプ ○ シングル ○ 鋼製 ○ （ ） 形状・寸法 ○ ３０Φ ○ （ ）

○ ダブル ガラス留め材 材質 ○ ステンレス製 ○ （ ）
○ ロ型タイプ ○ ガスケット ○ 設置しない

○ シーリング 衝 誘導標識、非常用進入口等の表示
下記に示す製造所の商品程度とする ○ 消防法に適合する市販品
（ ） 　 移動間仕切 ○ （ ）
耐震性能 （建20.2.4） 室名札、ピクトグラフ、案内板等の形状、寸法、材質、色、書体、印刷等の種別、取付け形式等

建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による ○ 平行方向 ○ 手動式 ○ プッシュ式 ○ ６０程度 ○ 鋼板 ○ 焼付塗装 ○ ３６未満 （案内用図記号は、ＪＩＳ　Ｚ　８２１０による）
移動式 ○ 電動式 ○ ハンドル式 ○ １００程度 ○ （ ） ○ 壁紙張り ○ ３６以上 ○ 図示

　 浴室天井材 ○ 二方向 ○ 部分電動式 ○ （ ） ○ （ ）
移動式 　 煙突ライニング 適用安全使用温度 ○ ４００℃まで ○ ６５０℃まで ○ （ ）

○ ○ （建20.2.13） 工法 ○ 鋼製ユニット煙突（煙突用成型ライニング材） ○ （ ）
○ ○ 表面仕上材を壁紙張りの品質、性能は標準仕様書１９章による ○ キャスタブル耐火材
○ （ ） ○ （ ） ハンガーレールの取付け下地の補強 煙突用成形ライニング材の製造所の指定する製品とする

※ 取付け全重量の５倍以上の荷重に対して、使用上支障のない耐力及び変形量となるように補強する
○ 図示（ ） 　 ブラインド

パネルをランナーに取り付ける部品 （建20.2.14）

※ ランナーに加わる重量の５倍以上の荷重に耐えられるもの ○ 横型 ○ 手動 ※ ギヤ式 ※ アルミニウム ※ ※ 鋼製 ○ 図示
○ （ 】 ○ コード式 合金製 Ｇ ○ （ ） ○ （ ） ○ （ ）

ハンガーレール及びランナー ○ 操作棒式 ○ （ ）
※ パネル重量の５倍の荷重をパネル１枚に仕様するランナー数で除した値に対して、耐力及び変形量が使用上支障 ○ 電動

のないものとする ○ 縦型 ○ 手動 ※ ２本操作コード式 ○ アルミスラッド ○ アルミニウム ○ 図示
移動間仕切の壁面あたり枠 ○ １本操作コード式 ○ クロススラット ○ 合金製 ○ （ ）

○ 適用する（製造所の仕様による） ○ （ ）
○ （ ） ○ 電動

　 トイレブース 縦型ブラインドのスラットの材質
（建20.2.5） ○ アルミスラット： 焼付け塗装仕上げ

○ メラミン樹脂系化粧板 ○ 無地 ※ ○ 標準 ※ 製造所の仕様 ○ クロススラット： 消防法で定める防炎性能の表示がある特殊樹脂加工
○ ポリエステル樹脂系化粧板 ○ 柄物 ○ （ ） ○ Ｒ ○ アルミニウム製
○ （ ） ○ ステンレス製 ポリエステル繊維又は植物を原料とする合成繊維を使用した製品を使用する場合は Ｇ とする

吊り方式 　 ロールスクリーン
○ 中心吊、戸当たり付 （建20.2.15）

○ （ ） ○ スプリング式 ○ ガラス繊維製 ○ 製造所の仕様 ○ 図示 ○

パネル材料のホルムアルデヒド放散量 ○ コード式 ○ 合成・天然繊維製 ○

※ 規制対象外 ○ 電動式 ○ 木製
○ （ ）

スクリーンの仕様
消防法定める防炎性能の表示があるもの
ポリエステル繊維又は植物を原料とする合成繊維を使用した製品を使用する場合は Ｇ とする

２０

紙 繊維
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施工箇所
壁紙の種類

防火性能 商品名（程度）

（ ）

16

壁

幅木タイプ

15

○ ○ ○

3

構造形式による種類
構成基材の種類

スタッド パネル
パネル表面材の

仕上げ
2

形状
ドアエッジ

遮音性
（dB/500Hz)

パネル表面材

防火性能
（dB/500Hz)

表面材の種類 色柄
脚部

14

備考厚さ(mm)種類

材質 仕上げ

アルミニウム製（準不燃品） １００

17
種別 Ｔバーの材質 備考

18
材質 幅（mm）

フェノールフォーム断熱材
ビーズ法ポリスチレンフォーム保温材

硬質ウレタンフォーム断熱材

形状

構造形式
操作方法に
よる種類

パネル圧接装置
の操作方法

総厚さ
（mm）

遮音性

硬質塩ビ製 ３００

材質

設 計 者 氏 名 図面名称 建築工事特記仕様書（１４）
2025/04/01版

工事名称 貸切営業所休憩室等改修工事

長崎県営繕工事特記仕様書（ １８ ）
設計年：令和7年6月

図面番号

長崎県土木部営繕課 特-１８

建 築 士 事 務 所 名

⼀級建築⼠ 登録第 209864 号
印

内⽥ 信介

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22

備考

1
施工箇所

厚さ（mm）種類施工箇所

３００×３０

３００×３０

寸法（mm）

屋内

３００×３０

ユ
ニ
ッ

ト
及
び
そ
の
他
工
事

　断熱材を裏打ちしたもの
　付属品の材料は主製造所の仕様による

4

遮音性能（スラブ厚１５０mm）

軽量床衝撃音 軽量床衝撃音

施工箇所

１５０ １８０

押出法ポリスチレンフォーム断熱材（スキン層なし）

ビーズ法ポリスチレンフォーム断熱材

●

３００×３０

7

8

操作方法 種類 スラットの材質
スラット幅 ボックス・レール

屋外
３００×３０

３００×３０

仕上

形式 径 ブラケット 仕上

　指詰め防止材共
アルミ合金製

5

形式 径 材質

) - 10267 号

幅、高さ、
（mm） の材種 取付箇所

品質等
14

操作方法 スクリーンの材種 その他の材料 幅、高さ、取付箇所

２５

８０
１００

形式



建築改修工事（５）

● 改修工法 　 樹脂製建具 性能等級 　 ステンレス製鋼板 性能等級
（建改5.1.3） （建改5.2.2） ○ 外部に面する建具の種別（コンクリート系下地及び鉄骨下地） （建改5.2.2） ドアセット

（建改5.3.2～5） ○ Ａ種 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） （建改5.6.2～5） ○ 適用する （建具符号： ○ 建具表による ○ （ ）
（建改表　5.3.1） ○ Ｂ種 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ○ 適用しない

（建16.2.2） ○ Ｃ種 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） 外部に面する建具の耐風圧性
○ 外部に面する建具の種別（木下地） ○ Ｓ－４ （建具符号： ○ 全て ○ 建具表による ○ （ ）

○ Ｄ種 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ○ Ｓ－５ （建具符号： ○ 全て ○ 建具表による ○ （ ）
○ Ｅ種 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ○ Ｓ－６ （建具符号： ○ 全て ○ 建具表による ○ （ ）

○ 上記によらない場合 防音ドア、防音サッシ
耐風圧性の等級 （ ） 遮音性の等級 ○ （ ）
気密性の等級 （ ） （建具符号： ○ 建具表による ○ （ ））
水密性の等級 （ ） 断熱ドア、断熱サッシ Ｇ

建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） 断熱性の等級 ○ （ ）
防音ドア、防音サッシ （建具符号： ○ 建具表による ○ （ ））

遮音性の等級 ○ Ｔ－１ ○ Ｔ－２ 耐震ドア
（建具符号： ○ 建具表による ○ （ ）） 面内変形追随性の等級 ○ （ ）

断熱ドア、断熱サッシＧ （建具符号： ○ 建具表による ○ （ ））
新規に建具を設ける場合 断熱性の等級 ○ Ｈ－４ ○ Ｈ－５ ○ Ｈ－６ ○ （ ） 材料

壁部分の開口の開け方 （建具符号： ○ 建具表による ○ （ ）） ステンレス鋼板
※ 図示 ○ （ ） 外部に面する建具の日射熱取得性の等級 ○ ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ４３０Ｊ１Ｌ又はＳＵＳ４４３ＪＩ

新規建具周囲の補修工法及び範囲 ○ （ ） ○ （ ）
※ 図示 ○ （ ） 材料 ステンレス製のくつずりの仕上げ

建具周囲のシーリングは、建築改修工事特記仕様書３章　防水改修工事による ガラス ※ ＨＬ
○ 建具表による ○ №２Ｂ

　 防火戸 （建改5.1.4） 防火戸の指定 ※ 複層ガラス ○ （ ）

○ 指定する 適用箇所： ○ 建具表による ○ （ ） ステンレス製のくつずりの仕上げ 形状及び仕上げ

○ 指定しない ※ ＨＬ 表面仕上げ
防火戸の自動閉鎖機構及び防火戸とヒューズ装置、熱感知器又は煙感知器との連動 ○ №２Ｂ ※ ＨＬ

○ 連動させる ○ 建具表による ○ （ ） ○ （ ） ○ 鏡面仕上げ
○ 連動させない 形状及び仕上げ ○ （ ）

枠の見込み寸法 工法
　 防犯建物部品 ○ 適用する ○ 建具表による ○ （ ） ○ 建具表による ○ （ ） ステンレス鋼板の曲げ加工

（建改5.1.7） ※ 適用しない 表面色 ※ 普通曲げ
○ 標準色 ○ 特注色 ○ 角出し曲げ （ ○ ａ角 ○ ｂ角 ○ ｃ角 ）

　 4 アルミニウム製建具 性能等級 工法
（建改5.2.2～5） ○ 外部に面する建具の種別（コンクリート系下地及び鉄骨下地） 水切り板、ぜん板 　 木製建具 建具材の加工、組立時の含水率

（建改表　5.2.1、2） ○ Ａ種 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ○ 建具表による ○ 図示 （建改5.7.2～4） ※ Ａ種
（建16.2.2） ○ Ｂ種 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ○ Ｂ種

○ Ｃ種 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） 　 鋼製建具 性能等級 建物内部の木製建具に使用する表面材及び接着剤のホルムアルデヒド放散量
○ 外部に面する建具の種別（木下地） （建改5.2.2） 簡易気密性ドアセット ※ 規制対象外

○ Ｄ種 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） （建改5.4.2～5） ○ 適用する （建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ○ （ ）
○ Ｅ種 建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） （建改表　5.4.2） ○ 適用しない ○ フラッシュ戸

○ 上記によらない場合 外部に面する建具の耐風圧性 表面材のホルムアルデヒド放散量
耐風圧性の等級 （ ） ○ Ｓ－４ （建具符号： ○ 全て ○ 建具表による ○ （ ） ※ 改修標準仕様書５．７．２（２）（イ）（ａ）による
気密性の等級 （ ） ○ Ｓ－５ （建具符号： ○ 全て ○ 建具表による ○ （ ） ○ （ ）
水密性の等級 （ ） ○ Ｓ－６ （建具符号： ○ 全て ○ 建具表による ○ （ ） 表面材の合板の種類

建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） 防音ドア、防音サッシ
防音ドア、防音サッシ 遮音性の等級 ○ （ ）

遮音性の等級 ○ （ ） （建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） 表面の樹種
（建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） 断熱ドア、断熱サッシ Ｇ 生地、透明塗料塗り

断熱ドア、断熱サッシ Ｇ 断熱性の等級 ○ Ｈ－４ ○ Ｈ－５ ○ Ｈ－６ ○ （ ） ※ ラワン程度 ○ （ ）
断熱性の等級 ○ （ ） （建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） 不透明塗料塗り

（建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） 耐震ドア ※ しな程度　 ○ （ ）
耐震ドア 面内変形追随性の等級 ○ （ ） 板面の品質

面内変形追随性の等級 ○ （ ） （建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） （ ）
（建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） 材料 接着の程度

形状及び仕上げ ステンレス鋼板 ○ １類 ○ ２類
枠の見込み寸法 ○ ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ４３０Ｊ１Ｌ又はＳＵＳ４４３ＪＩ 天然木　化粧合板 Ｇ 樹種名

○ 建具表による ○ （ ） ○ （ ） （ ）
表面処理 ステンレス製のくつずりの仕上げ 接着の程度

外部に面する建具 ※ ＨＬ ○ １類 ○ ２類
種別 ○ ＢＢ－１種 ○ ＢＢ－２種（改修標準仕様書　表５．２．２） ○ №２Ｂ 特殊加工　化粧合板Ｇ 化粧加工の方法
着色 ○ 標準色 （ ） ○ 特注色 （ ） ○ （ ） ○ オーバーレイ　 ○ プリント　 ○ 塗装

屋内に使用する建具 形状及び仕上げ 表面性能
種別 ○ ＢＣ－１種 ○ ＢＣ－２種（改修標準仕様書　表５．２．２） 鋼板類の厚さ （　　　　　）タイプ
着色 ○ 標準色 （ ） ○ 特注色 （ ） ※ 改修標準仕様書　表５．４．２による 接着の程度

結露水の処理方法 ○ （ ） mm 使用箇所（ ） ○１類 ○ ２類
○ 建具表による ○ 図示 標準型鋼製建具の形式及び寸法

材料 ○ 建具表による ○ （ ） 表面板の厚さ
ステンレス鋼板 ※ 改修標準仕様書　表５．７．６による

※ ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ４３０Ｊ１Ｌ、又はＳＵＳ４４３ＪＩ 　 鋼製軽量建具 性能等級 ○ （ ）
○ （ ） （建改5.2.2） 簡易気密性ドアセット ○ かまち戸

ステンレス製のくつずりの仕上げ （建改5.5.2～4） ○ 適用する （建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） かまち樹種 （ ）
※ ＨＬ ○ 適用しない 鏡板樹種 （ ）
○ №２Ｂ 防音ドア、防音サッシ 見込み寸法 ※ ３６mm ○ 建具表による ○ （ ）

○ （ ） 遮音性の等級 ○ （ ） ○ ふすま
工法 （建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） 張りの種別 ○ Ⅰ型 ○ Ⅱ型

水切り板、ぜん板 断熱ドア、断熱サッシ Ｇ ） 上張り（押入等の裏側以外）
○ 建具表による ○ 図示 断熱性の等級 ○ Ｈ－４ ○ Ｈ－５ ○ Ｈ－６ ○ （ ） ○ 鳥の子 ○ 新鳥の子又はビニル紙程度

（建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） 縁仕上げ ○ 塗縁 ○ 生地縁（素地） ○ 生地縁（ウレタンクリヤー塗装）
　 網戸等 （建改5.2.3） 耐震ドア ） 見込み寸法 ※ １９．５mm ○ 建具表による ○ （ ）

（建改5.3.3） 面内変形追随性の等級 ○ （ ） ○ 戸ぶすま

※ ※ ０．２５mm以上 ※ １６～１８メッシュ （建具符号： ○ 建具表による ○ （ ） ） 表面板の仕上 ○ 建具表による ○ （ ）

○ ○ （　　　　） ○ （　　　　） 材料 見込み寸法 ※ ３０mm ○ 建具表による ○ （ ）
○ 鋼板 ○ 亜鉛めっき鋼板 ○ 紙張り障子

○ ○ ○ １．５mm ○ 網目寸法１５mm ○ ビニル被覆鋼板 見込み寸法 ※ ３０mm ○ 建具表による ○ （ ）
○ カラー鋼板 枠、くつずりの材料
○ ステンレス鋼板 ○ 建具表による ○ （ ）

ステンレス鋼板
○ ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ４３０Ｊ１Ｌ又はＳＵＳ４４３ＪＩ
○ （ ）

召合せ、縦小口包み板の材料
※ 鋼板
○ （ ）

ステンレス製のくつずりの仕上げ
※ ＨＬ
○ №２Ｂ
○ （ ）

形状及び仕上げ
鋼板類の厚さ（mm）

※ 改修標準仕様書　表５．５．１による
○ （ ） mm 使用箇所（ ）

標準型鋼製建具の形式及び寸法
○ 建具表による ○ （ ）

⼀級建築⼠ 登録第 209864 号
印

内⽥ 信介

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) - 10267 号

○

章 項目 特記事項

線径

○ 防虫網

○

建具の種類

●

撤去工法

● ●

○

○

網目

ガラス繊維入り合成樹脂製

○

図面番号

章

●

５

建
具
改
修
工
事

建
具
改
修
工
事

(

続
き

)

項目 特記事項 章 項目

　

５

建
具
改
修
工
事
(

続
き
)

　

５

○

○

○

○

○

長崎県土木部営繕課

1

ステンレス製建具

特記事項

建 築 士 事 務 所 名 工事名称

長崎県営繕工事特記仕様書（ １９ ）
設計年：令和７年６月 設 計 者 氏 名 図面名称

2025/04/01版
建築改修工事特記仕様書（５）

アルミニウム製建具

2

特-１９

3

貸切営業所休憩室等改修工事

防鳥網

鋼製軽量建具

○ 外部

内部
鋼製建具

5
材種

ステンレス（ＳＵＳ３０４）線材

種類

○

○

○

○ 木製建具

合成樹脂製

ステンレス（ＳＵＳ３１６）製

樹脂性建具

○ ○

● 103・105・106号室玄関扉建具表による

建具表による

建具表による

建具表による

建具表による

建具表による

建具表による

○

○

かぶせ工法

8

7

9

合板の種類 規格等

普通合板

○

○

10

※

6
適用箇所



建築改修工事（６）

● 建具用金物 ● マスターキー ※ 製作する （ ● 新規 ○ 既存にあわせる） 　 14 自閉式 性能値等 　 ガラス （建改3.7） ○ フロート板ガラスの品種及び厚さの呼びによる種類
（建改5.8.2～4） その他の鍵の製作本数 ※ 各室３本１組（室名札付き） 上吊り引戸装置 ※ 改修標準仕様書　表５．１０．１による （建改5.14.2～4） ○ 建具表による ○ （ ）

（建改　表5.8.1） ○ （ ） （建改5.10.3） ○ 以下による ○ 型板ガラスの厚さのよる種類
● シリンダー錠 手動開き力 （ ） 制動区間 （ ） ○ 建具表による ○ （ ）

○ レバーハンドル 材質 ○ アルミニウム合金 ○ ステンレス ○ 黄銅 手動閉じ力 （ ） 開閉繰り返し （ ） ○ 網入りガラス及び線入板ガラスの網又は線の形状、板の表面の状態及び厚さの呼びによる種類
座金 ○ 丸座 ○ 長座 閉じ速度の調整 （ ） 耐衝撃性 （ ） ○ 建具表による ○ （ ）

● 握り玉 材質 ※ ステンレス ○ 合わせガラス
○ 本締り錠 　 重量シャッター シャッターの種類 材料板ガラスの種類及び厚さの組合せ並びに合わせガラスの合計厚さによる種類

（品質、性能）：建築材料等品質性能表による （建改5.11.2、3） ○ 建具表による ○ （ ）
○ 空錠 形状による種類

○ レバーハンドル 材質 ○ アルミニウム合金 ○ ステンレス ○ 黄銅 ○ 平面合わせガラス
座金 ○ 丸座 ○ 長座 ○ 曲面合わせガラス

○ 握り玉 材質 ※ ステンレス 落球衝撃はく離特性並びにショットバック衝撃特性による種類
○ Ⅰ類 ○ Ⅱー１類 ○ Ⅱ－２類 ○ Ⅲ類

○ 強化ガラス
形状による種類、材料板ガラスの種類による名称

○ 建具表による ○ （ ）
○ グレモン錠 破片の状態及びショットバック衝撃特性による種類

レバーハンドルの材質 ○ 亜鉛合金 ○ ステンレス ○ Ⅰ類 ○ Ⅲ類
製造所 ○ 図示 安全装置 ○ 熱線吸収板ガラス

○ ピポットヒンジ 電動式シャッターの急降下制動装置、急降下停止装置 板ガラスによる種類、厚さによる種類
カバー部の材質 ○ ステンレス ○ 亜鉛合金 （設置箇所○ 建具表による ○ （ ） ） ○ 建具表による ○ （ ）

○ フロアヒンジ （ ○ Grade１ ○ Grade２ ） 電動式シャッターの障害物感知装置 性能による種類
カバー部の材質 ※ ステンレス （設置箇所○ 建具表による ○ （ ） ） ○ １種 ○ ２種

○ ヒンジクローザ（丁番形） 屋内用防火シャッター若しくは防煙シャッターの危害防止装置 ○ 複層ガラス

材質 ○ 鋼（焼付け塗装） ○ （ ） （設置箇所○ 建具表による ○ （ ） ） 材料板ガラスの種類及び厚さの組合せ並びに複層ガラスの厚さ

○ ヒンジクローザ（ピポット形） 管理用シャッターのシャッターケース ○ 建具表による ○ （ ）
材質 ○ 鋼（焼付け塗装） ○ （ ） ○ 設ける ○ 設けない 断熱性による区分

● ドアクローザー （ ○ Grade１ ○ Grade２ ） スラット及びシャッターケース用鋼板 ○ Ｔ１ ○ Ｔ２ ○ Ｔ３ ○ Ｔ４ ○ Ｔ５ ○ Ｔ６
材質 ● アルミニウム合金 ○ （ ） 鋼板の種類 ○ ＪＩＳ Ｇ ３３０２（溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯） 日射取得性、日射遮蔽性による区分

○ 押棒、押板 ○ ＪＩＳ Ｇ ３３１２（塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯） ○ Ｇ ○ Ｓ
材質 ○ ステンレス ○ 黄銅 ○ 合成樹脂 めっきの付着量 乾燥気体の種類

○ アームストッパー ※ Ｚ１２又はＦ１２ ○ 空気 ○ アルゴン ○ （ ）

材質 ○ 鋼（クロームめっき） ○ ステンレス ○ （　　　　） ○ 熱線反射ガラス
○ クレセント 電動式の場合の電源 材料板ガラスの種類及び厚さによる種類

材質 ○ 建具製造所の仕様による ○ 三相２００V　　０．７５Kw以下（過電流保護装置付） ○ 建具表による ○ （ ）
○ 排煙オペレーター ○ （　　　　） 日射熱遮蔽性による区分

○ 埋込 ○ 露出　 リモコンの有無 ○ １種 ○ ２種 ○ ３種
金物の種類及び見え掛り部の材質等 ○ なし ○ あり（リモコン個数 個） 耐久性による区分

※ 改修標準仕様書　表５．８．１により、適用は建具表による ガイドレール、まぐさ、外部に面する箇所に用いる座板及び座板のカバー、 ○ Ａ種 ○ Ｂ種
金属製建具用丁番の枚数及び大きさ 　外部に面する箇所に用いるスイッチボックス類のふたの材質 映像調整

※ 改修標準仕様書　表５．８．２による ○ 建具表による ※ ステンレス鋼板　　ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ４３０Ｊ１Ｌ又はＳＵＳ４４３Ｊ１ ○ 行わない ○ 行う
樹脂製建具用丁番の枚数及び大きさ ○ （　　　　 ）

※ 改修標準仕様書　表５．８．３による ○ 建具表による ○ 倍強度ガラス

木製建具に使用する丁番の枚数及び大きさ 　 軽量シャッター 開閉形式 材料板ガラスの種類及び厚さによる種類
※ 改修標準仕様書　表５．８．４による ○ 建具表による （建改5.12.2～4） ※ 手動式 ○ 建具表による ○ （ ）

木製建具に使用する戸車及びレール ○ 電動式（手動併用） ガラスの留め材及び溝の大きさ
※ 改修標準仕様書　表５．８．５による ○ 建具表による 耐風圧強度

（ ） Pa
● 鍵 ● マスターキー ● 作製する （ ● 新規 ○ 既存にあわせる） 安全装置 ○ アルミニウム製 ○ シーリング材(ＳＲ-１) ※ 建具の製造所の仕様による

（建16.8.4） 鍵の製作本数 電動シャッターの障害物感知装置 ○ ガスケット ○ 図示
○ 各室３本１組（室名札付き） ○ （ ） （設置箇所○ 建具表による ○ （ ） ○ グレイチングチャンネル形 ○ （　　　　）

鍵箱 ○ 無し スラットの材質の種類 ○ （　　　　）
○ 有り 種類 ○ 鋼製市販品 ○ （ ） ○ ＪＩＳ Ｇ ３３１２（塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯） ○ 鋼製及び鋼製軽量 ○ シーリング材(ＳＲ-１) ※ 建具の製造所の仕様による

形式 ○ 　３０本入（　　　　　　　）個 めっき付着量： ※ Ｚ０６又はＦ０６ ○ （　　　　） ○ （　　　　） ○ 図示
○ 　６０本入（　　　　　　　）個 ○ ＪＩＳ Ｇ ３３２２（塗装溶融５５％アルミニウム亜鉛合金めっき鋼板及び鋼帯） ○ （　　　　）
○ １２０本入（　　　　　　　）個 めっき付着量： ※ ＡＺ９０ ○ （　　　　） ○ ステンレス製 ○ シーリング材(ＳＲ-１) ※ 建具の製造所の仕様による
○ 　　　本入（　　　　　　　）個 スラットの形状 ○ （　　　　） ○ 図示

○ インターロッキング形 ○ （　　　　）
　 自動ドア開閉装置 戸の開閉方式 ○ オーバーラッピング形 ○ 樹脂製 ○ シーリング材 ※ 建具の製造所の仕様による

（建改5.9.2、3） ○ 建具表による ○ （ ） ガイドレール・座板の材質 ○ ガスケット ○ 図示
引き戸用駆動装置 ○ ステンレス(ＳＵＳ３０４） ○ グレイチングチャンネル形 ○ （　　　　）

性能値 ○ 溶融亜鉛めっき鋼板 ○ （　　　　）
※ 改修標準仕様書　表５．９．１による 電動式の場合の電源

（防錆 ○ 適用する ○ 適用しない） ※ 単相１００Ｖ（過電流保護装置付） 　 ガラスフィルム
○ 以下による ○ （　　　　）

種類・開閉方法 （ ） 耐久性（サイクル）（ ） ○ ○ ○

耐電圧 （ ） 防錆 （ ） 　 オーバーヘッドドア ○ ○

温度上昇 （ ） 電源 （ ） （建改5.13.2、3） ○ ○ ○

車椅子使用者用便房出入口引き戸用駆動装置 ※ スチールタイプ ○ ※ バランス式 ○ スタンダード形 ※ 溶融亜鉛めっき鋼板 ○ ○ ○

性能値 ○ アルミニウムタイプ ○ ○ チェーン式 ○ ローヘッド形 ○ ○ ○

※ 改修標準仕様書　表５．９．２による ○ ファイバーグラスタイプ ○ ○ 電動式 ○ ハイリフト形 ○ ステンレス鋼板

（防錆 ○ 適用する ○ 適用しない） ○ ○ バーチカル形 品質は、ＪＩＳ　Ａ　５７５９による
○ 以下による

耐電圧 （ ） 防錆 （ ） 電動式オーバーヘッドドアの障害物感知装置
温度上昇 （ ） 電源 （ ） （設置箇所 ○ 建具表による ○ （ ） ）
耐久性（サイクル）（ ）

引き戸用検出装置
性能値

※ 改修標準仕様書　表５．９．３による
（防錆 ○ 適用する ○ 適用しない）

○ 以下による
耐電圧 （ ） 防滴 （ ）
防錆 （ ） 電源 （ ）

引き戸用検出装置の種類
○ 光線（反射）センサー ○ 熱線センサー ○ 音波センサー
○ 光電センサー ○ 電波センサー ○ 押しボタンスイッチ
○ タッチスイッチ（
○ 車椅子使用者用便房スイッチ（ ○ 大形押しボタンスイッチ ○ 非接触スイッチ ）

凍結防止措置
○ 行う ○ 行わない

駆動力 ○ 電気式又は電動油圧式 ○ （ ）
電源 ○ 単相１００V（過電流保護装置付） ○ （ ）
補助センサー

○ 安全光線スイッチ１組 ○ （ ）
各開閉装置毎に補助センサーを設ける

号
印

内⽥ 信介
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開閉方式の種類

セクション材料による区分 耐風圧区分
17

１２５
１００
７５

○

○

電動式（手動併用）

電動式（手動併用）

手動式

手動式（ Pa

（ Pa）

Pa

※

） Pa

開閉方式による区分 収納形式による区分 ガイドレールの材質
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内貼り用 外貼り用

項目

５

建
具
改
修
工
事

(

続
き

)

章

○

特記事項

建 築 士 事 務 所 名 工事名称 貸切営業所休憩室等改修工事

　

※

耐風圧強度

）

管理用シャッター
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防煙シャッター

○

５０

19

章 項目 特記事項 章 項目 特記事項

●

５

建
具
改
修
工
事

(

続
き

)

※

15

名称

（ ）

○

○ 屋内用防火シャッター
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設 計 者 氏 名 図面名称 建築改修工事特記仕様書（６） 特-２０

長崎県営繕工事特記仕様書（ ２０ ）
設計年：令和７年６月

2025/04/01版
長崎県土木部営繕課

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) - 10267 号

⼀級建築⼠

12

建具の種類

その他性能等

ガラス留め材 ガラス溝の大きさ（mm）

低放射フィルム
衝撃破壊対応ガラス飛散防止フィルム
層間変位破壊対応ガラス飛散防止フィルム

電動式（手動併用） ○ 手動式

※ 電動式（手動併用） ○ 手動式

日射調整フィルム

図面番号

ガラス貫通防止フィルム

種　類

登録第 209864



建築改修工事（７）

● 他の部位との取合い等 既存間仕切壁の撤去に伴う当該壁の取り合う天井、壁及び床の改修範囲 　 造作用単板積層材 Ｇ ○ ＪＡＳ　０７０１に基づく造作用単板積層材 ● 防腐・防蟻・防虫処理 防腐・防蟻処理
（建改6.1.3） ※ 壁面より両側１００mm程度とし、既存仕上げに準じた仕上げを行う （建改6.5.2） （建改6.5.5） ※ 防腐、防蟻処理を省略できる樹種による製材

○ 図示 適用部位：（ ）
天井内の既存壁の撤去に伴う当該壁の取り合う天井の改修範囲 ○ 適用する

※ 壁面より両側６００mm程度とし、既存仕上げに準じた仕上げを行う ○ 適用しない ○ 薬剤の加圧注入による防腐・防蟻処理
○ 図示 ○ 適用する

既存天井の撤去に伴う取合部の壁面の改修 ○ 適用しない
※ 既存のまま
○ 図示 ○ ＪＡＳ　０７０１以外の造作用単板積層材

● 既存床の撤去及び ビニル床シート等の除去
下地補修 （建改6.2.2） ○ 仕上げ材のみ（接着剤とも） ※ １４％以下 ○ 適用する

○ 下地モルタルとも （ ○ 図示の範囲 ○ 除去範囲すべて ） ○ （ ） ○ 適用しない ● 薬剤の塗布等による防腐・防蟻処理
合成樹脂塗床材の除去工法 ※ １４％以下 ○ 適用する

○ 機械的除去工法 ○ （ ） ○ 適用しない
○ 目荒し工法 ※ 薬剤の製造所の仕様による ※ ＪＩＳ　Ｋ　１５７１に適合又は同等品

既存コンクリート又はモルタル面の下地処理に用いるポリマーセメントモルタル及びエポキシ樹脂モルタルは、 ○ ＪＡＳ　３０７９に基づく直交集成板（ＣＬＴ） ○

改修標準仕様書　４章　外壁改修工事による ※ 薬剤の製造所の仕様による ※ ＪＩＳ　Ｋ　１５７１に適合又は同等品

○

　 既存壁の撤去及び 間仕切壁撤去に伴う他の構造体の補修
下地補修 （建改6.3.2） ※ 改修標準仕様書４．３．１０によるモルタル塗り ○ 薬剤の接着材への混入による防腐、防蟻処理

塗り厚２５cmを超える場合の処置：図示 適用部位：（ ）
○ （ ） ○ 合板等の加圧注入処理等による防腐・防蟻処理

○ Ｋ３
● 施工一般 ● 合板等 Ｇ ※ 「合板の日本農林規格」による普通合板 Ｇ ○ （ ）

（建改6.5.2） 材料のホルムアルデヒド放散量 （建改6.5.2） 防虫処理

※ 規制対象外又は改修標準仕様書６．５．２（１）（ウ）（ｂ）による ○ 適用する（ ）
○ （ ） ※ ● ラワン ※ １類 広葉樹 ○ 適用する ○ 適用しない

● （ ） ○ しな ○ ２類 ※ ２等以上 ● 適用しない
● 製材 Ｇ ○ ＪＡＳ　１０８３－５　製材ー第５部に基づく下地用製材 ○ （ ） ○ １等 　 内部間仕切軸組及び ○ 間仕切軸組に用いる木材の樹種名（製材を用いる場合）

（建改6.5.2） 針葉樹 床組 （建改6.5.6） ※ 杉又は松
※ Ｃ－Ｄ以上 ○ （ ）

※ ２級 ※ Ａ種 ○ （ ） ○ 床組に用いる木材の樹種名（製材を用いる場合）
○ （ ） ○ Ｂ種 ※ 杉又は松
※ ２級 ※ Ａ種 ○ 「合板の日本農林規格」による構造用合板 Ｇ ○ （ ）
○ （ ） ○ Ｂ種

　 窓、出入口その他 ○ 窓、出入口その他に用いる木材の樹種名（製材を用いる場合）
○ ＪＡＳ　１０８３－２　製材ー第２部に基づく造作用製材 ※ ※ １類 ※ ２級以上 ※ Ｃ－Ｄ以上 ○ 適用する （建改6.5.7） ※ 吊元枠、水掛けの下枠及び敷居はひのき、その他は松又は杉

○ ○ 特類 ○ １級 ○ （ ） ○ 適用しない ○ （ ）
※ ※ １類 ※ ２級以上 ※ Ｃ－Ｄ以上 ○ 適用する

※ 上小節 ※ Ａ種 ○ ○ 特類 ○ １級 ○ （ ） ○ 適用しない 　 床板張り ○ 縁甲板及び上がりがまちに用いる木材
○ （ ） ○ Ｂ種 （建改6.5.8） ※ ひのき
※ 小節以上 ※ Ａ種 ○ 「合板の日本農林規格」による化粧ばり構造用合板 Ｇ ○ （ ）
○ （ ） ○ Ｂ種

　 壁及び天井下地 ○ 木材
○ ＪＡＳ　１０８３－６　製材ー第６部に基づく広葉樹製材 ○ 特類 ○ 適用する （建改6.5.9） ※ 製材を用いる場合は、杉又は松

○ １類 ○ 適用しない ○ （ ）
○ ２類

※ １等 ※ １０％以下 ○ 特類 ○ 適用する 　 軽量鉄骨天井下地 野縁等の種類
○ （ ） ○ Ａ種 ○ １類 ○ 適用しない （建改6.6.2～4） 屋外（ ※ ２５形 ○ １９形 ）

○ Ｂ種 ○ ２類 屋内（ ※ １９形 ○ ２５形 ）
※ １等 ※ １０％以下 ○ 屋外の軒天井、ピロティ天井等
○ （ ） ○ Ａ種 ○ 「合板の日本農林規格」による天然木化粧合板 Ｇ 野縁受け、つりボルト及びインサートの間隔○ ９００程度 ○ （ ）

○ Ｂ種 周辺部の端から間隔 ○ 図示 ○ （ ）
野縁の間隔 ○ ３００程度 ○ （ ）

○ ＪＡＳ　１０８３（製材）以外の製材 ○ ○ 適用する 工法
○ ○ 適用しない １章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法
○ ○ 適用する 既存の埋込みインサート

○ ○ 適用する ※ Ａ種 ○ ○ 適用しない ○ 使用する
（造作材の場合） ○ 適用しない ○ Ｂ種 ○ 使用しない
※ Ａ種 ○ 「合板の日本農林規格」による特殊加工化粧合板 Ｇ 引張試験　：　既存の埋込みインサート、あと施工アンカー
○ Ｂ種 ○ 行う 試験箇所数 ※ 屋内の場合、当該階において３箇所
○ ○ 適用する ※ Ａ種 ○ （ ） 箇所
（造作材の場合） ○ 適用しない ○ Ｂ種 ○ ○ 適用する 確認強度 ※ つりボルト受け等の間隔が９００mm以下かつ天井面積構成部材等の
※ Ａ種 ○ ○ 適用しない 単位面積あたりの質量が２０kg/㎡以内の天井の場合は４００Ｎ程度
○ Ｂ種 ○ ○ 適用する ○ （ ） Ｎ

○ ○ 適用しない ○ 行わない
　 造作用集成材 Ｇ ○ 「集成材の日本農林規格」による造作用集成材 ○ つりボルトの間隔が９００mmを超える場合

（建改6.5.2） ○ パーティクルボード　ＪＩＳ　Ａ　５９０８ Ｇ 補強方法 ○ 図示 ○ （ ）
○ 天井のふところが１．５ｍ以上３．０ｍ以下の場合

※ １等 補強方法 ○ 図示 ○ （ ）
○ ２等 ※ ※ １３タイプ ※ ＭＲ１（Ｐ）又は ○ 天井のふところが３．０ｍを超える場合
※ １等 ○ （ ） ○ （ ） ＭＲ２（Ｍ） 補強方法 ○ 図示 ○ （ ）
○ ２等 ○ （ ） ○ 天井下地材の耐震補強 ○ 行う

※ ※ １３タイプ ※ ＭＲ１（Ｐ）又は 補強箇所 ○ 図示 ○ （ ）
○ 「集成材の日本農林規格」による化粧ばり造作用集成材 ○ （ ） ○ （ ） ＭＲ２（Ｍ） 補強方法 ○ 図示 ○ （ ）

○ （ ） ○ 行わない
○ 屋外の軒、ピロティ等の天井における耐風圧補強

化粧薄板： ※ １等 ○ ＪＡＳ　０３６０に基づく構造用パネル ○ 行う
○ ２等 補強箇所 ○ 図示 ○ （ ）

芯材： 補強方法 ○ 図示 ○ （ ）
○ 行わない

化粧薄板： ※ １等
○ ２等 ● 軽量鉄骨壁下地 スタッド、ランナの種類

芯材： （建改6.7.3） ※ 改修標準仕様書　表６．７．１によるスタッドの高さによる区分に応じた種類
（建改　表6.7.1） ○ 図示（ ）

○ ＭＤＦ　ＪＩＳ　Ａ　５９０５ Ｇ スタッドの高さが５．０ｍを超える場合
○ 「集成材の日本農林規格」以外の造作用集成材 ※ 図示（ ）

○ （ ）
出入口及びこれに準ずる開口部の補強

※ １５％以下 ※ 改修標準仕様書　６．７．４（５）による
○ （ ） ○ （ ）
※ １５％以下
○ （ ） ● ビニル床シート G

● 接合具等 （建改6.5.3） 造作材の化粧面の釘打ち （建改6.8.2、3）

○ 「集成材の日本農林規格」以外の化粧ばり造作用集成材 ※ 隠し釘打ち ○ 釘頭埋め木 ○ つぶし頭釘打ち ○ 釘頭現し ※ ＦＳ（複層ビニル床シート） ○ ※ ２．０
諸金物 ○ （ ） ○ ○ （ ）

※ かすがい、座金、箱金物、短冊金物 ○ （ ） ○

化粧薄板： ※ １５％以下 （改修標準仕様書　表６．５．３～５に示す程度の市販品
○ （ ） 表８．２０．１のＦ種程度） 接合部の処理の工法

芯材： ○ （ ） ※ 熱溶接工法
形状：（ ） 寸法（ ） 材質（ ） ○ （ ）

化粧薄板： ※ １５％以下
○ （ ） ● 接着剤 （建改6.5.3、4） 接着剤は可塑剤（難揮発性の可塑剤を除く）が添付されていないものとする。 　 ビニル床タイル G

芯材： ホルムアルデヒド放散量 （建改6.8.2）

※ 規制対象外 ○ ＴＴ（単層ﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ（接着型）） ○ 無地 ○ 300×300 ※ ２．０
○ （ ） ○ ＦＴ（複層ﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ（接着型）） ○ 柄物 ○ 450×450 ○ ２．５

※ ＫＴ（ｺﾝﾎﾟｼﾞｼｮﾝﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ） ○ ○ 500×500 ○ ３．０
　 木れんが （建改6.5.4） ホルムアルデヒド放散量 ○ ＦＯＡ（置敷きﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ（置敷き型）） ○ ○

※ 規制対象外 ○ ＦＯＢ（薄型置敷きﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ（置敷き型））

○ （ ）

- 10267 号

⼀級建築⼠ 登録第 209864 号
印

内⽥ 信介

○

含水率

含水率

施工箇所
寸法
（mm）

材面の品質 防虫処理

保存処理

見え掛り面

見え掛り面以外

保存処理

保存処理

○

○

施工箇所

○

間伐材等
の適用

防虫処理品名

○

○

施工箇所

○

45ｘ150

等級

等級

単板の樹種名

寸法
（mm）

施工箇所

施工箇所

○

 間伐材等の適用

 間伐材等の適用

○

○

○

（mm）
接着の程度

品　名 厚さ（mm）

 間伐材等の適用
（mm）

含水率

間伐材等
の適用

含水率

○

厚さ（mm）

○

寸法
等級

○

施工箇所

特記事項 章

６ ６６

項目

●●

特記事項

7 12

●

2

3

4

章 項目 特記事項

1

章 項目

8

内
装
改
修
工
事

5

（mm）
樹種品名

建 築 士 事 務 所 名 工事名称 貸切営業所休憩室等改修工事

図面番号
設 計 者 氏 名

特-２１図面名称 建築改修工事特記仕様書（７）

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 )

施工箇所

○

○

○

含水率
間伐材等
の適用

樹種
寸法

寸法

施工箇所

○

○

設計年：令和７年６月

11

9

長崎県土木部営繕課

樹種
寸法

（mm）
含水率

間伐材等
の適用

10

見付け材面
の品質

見付け材
面数

見付け材
面数

見付け材面
の品質

間伐材等
の適用厚さ（mm）

化粧薄板の

間伐材等
の適用

品名
寸法

樹種

施工箇所
寸法
（mm）

施工箇所

6

施工箇所

○

○

○

見付け材面の品質
（mm）

（mm）

○

施工箇所

施工箇所

● 根太等 図示

○

施工箇所

内
装
改
修
工
事

(

続
き

)

○

１５

● 下地 ５．５

厚さ（mm）

等級

薬剤の種類

１２

１２

間伐材の
適用

防虫処理

間伐材の
適用

防虫処理

接着の程度品　名
単板の
樹種名

品　名

○寸法（mm）

２類

防虫処理含水率

接着の程度 防虫処理

１類

２類

１類

接着の程度厚さ（mm）

化粧板に使用する
単板の樹種名

１類

２類

接着の程度

表面の品質

曲げ強さに
よる区分

表裏面の状態
による区分

難燃性に
よる区分

根太、転ばし床組●

間伐材の
適用

板面の品質

15

19
種類の記号 色柄

マーブル柄

接着剤に
よる区分

○

○

○

１５

厚さ（mm）

施工箇所 厚さ（mm）

施工箇所

○

２類

防虫処理

防虫処理

単板の
樹種名

１類

施工箇所 品名 強度等級 種別 樹種
寸法

（mm）
接着性能

（使用環境）

適用部材

適用部材

17

厚さ
板面の品質

間伐材等
の適用

○

施工箇所

15

16

○

内
装
改
修
工
事

(

続
き

)

間伐材等
の適用

寸法（mm） 表面の品質

○

2025/04/01版

長崎県営繕工事特記仕様書（ ２１ ）

化粧薄板の 見付け材
面の品質厚さ（mm）

○

厚さ（mm） 備考

備考

防滑性

18

○

20
寸法

柄物

処理の方法

13

14

化粧加工の方法

寸法（mm）施工箇所 品　名

○

品　目

厚さ（mm）

無地

種類の記号 色柄

難燃性による区分耐水性による区分
曲げ強さによる区

分
表裏面の状態
による区分

保存処理性能区分

Ｋ２ Ｋ３ Ｋ４○ ○ ○

○ Ｋ２ ○ Ｋ３ ○ Ｋ４



建築改修工事（８）

　 特殊機能床 ● 標準的な曲がりの役物は一体成形とする
（建改6.8.2） 　

○ 繊維板 ○ 試験張り ○ 行う ○ 行わない
○ 帯電防止床シート ○ ○ （ ） Ｇ 見本焼き ○ 行う ○ 行わない

（ ） ○ パーティクル ○

○ 帯電防止床タイル ○ ○ ○ （ ） ボード Ｇ 既調合モルタル
（ ） ○ 吸音材料 ○ ロックウール化粧吸音板 ＤＲ ○ 突付け ○ モルタル下地としたタイル工事に使用する張付け用モルタルとして、セメント、細骨材、混和剤等を

○ 耐動荷重性床シート ○ ○ フラットタイプ 予め工場において所定の割合に配合した材料とする。
（ ） ○ ９（不燃） ○ １２（不燃） ○ （品質・性能・試験方法）：建築材料等品質性能表による

○ 防滑性床シート ○ ○ 凹凸タイプ 既調合目地材
（ ） ○ １２（不燃） ○ １５（不燃） （品質・性能・試験方法）：建築材料等品質性能表による

○ 防滑性床タイル ○ ○ ○ １９（不燃） ○

（ ） ○ ３００×６００ ○ ４５５×９００ ○ 接着剤による陶磁器質タイル（セラミックタイル）張り
○ グラスウール吸音ボード ＧＷ－Ｂ ○ ２５（厚手ガラスクロス） タイルの形状、寸法等

● ビニル幅木 （建改6.8.2） 材質 ● 軟質 ○ 硬質 ３２Ｋ ○ 留め付け材（樹脂製プラグ＠３００程度）
高さ(mm) ※ ６０ ○ ７５ ○ １００ ● せっこうボード ○ せっこうボード ＧＢ－Ｒ ● 突付け ○ ﾍﾞﾍﾞﾙｴｯｼﾞ ○ ｽｸｪｱエｴｯｼﾞ ）
厚さ(mm) ※ １．５以上 ○ （ ） 製品 ○ 目透し ○ ﾍﾞﾍﾞﾙｴｯｼﾞ ○ ｽｸｪｱエｴｯｼﾞ ） G

○ 継目処理（○ ﾍﾞﾍﾞﾙｴｯｼﾞ ○ ﾃｰﾊﾟｰｴｯｼﾞ ） Ⅰ Ⅱ Ⅲ

　 カーペット敷き Ｇ ○ タイルカーペット ○ １２．５（不燃） ○ １５（不燃） ○ ○ ○ ○ ○

（建改6.9.2、3） ○ ９１０×２７３０ ○ ９１０×１８２０ ○ ○ ○ ○ ○

○ 不燃積層せっこうボード ＧＢ－ＮＣ ○ 突付け ○ ﾍﾞﾍﾞﾙｴｯｼﾞ ○ ｽｸｪｱエｴｯｼﾞ ） ○ ○ ○ ○ ○

※ 第一種 ※ ５００×５００ ※ ６．５ ○ 目透し ○ ﾍﾞﾍﾞﾙｴｯｼﾞ ○ ｽｸｪｱエｴｯｼﾞ ） ○ ○ ○ ○ ○

○ 第二種 ○ （ ） ○ （ ） ○ 継目処理（○ ﾍﾞﾍﾞﾙｴｯｼﾞ ○ ﾃｰﾊﾟｰｴｯｼﾞ ） ○ ○ ○ ○ ○

○ 第一種 ○ ５００×５００ ○ ６．５ ○ ９．５（不燃） ○ ○ ○ ○ ○

○ 第二種 ○ （ ） ○ （ ） ○ 化粧なし（下地張り用）

○ 第一種 ○ ５００×５００ ○ ６．５ ○ 化粧あり（トラバーチン模様） 標準的な曲がりの役物は一体成形とする

○ 第二種 ○ （ ） ○ （ ） ○ ４５０×９１０ ○ ９１０×９１０
● シージングせっこうボード ＧＢ－Ｓ ● １２．５（不燃） 試験張り ○ 行う ○ 行わない

色柄 ○ 無地 ○ 強化せっこうボード ＧＢ－Ｆ ○ １２．５（不燃） ○ １５（不燃） 見本焼き ○ 行う ○ 行わない
○ 柄物 ○

タイルカーペットの敷き方 ○ 内装壁タイル接着剤張りに使用する有機質接着剤のホルムアルデヒド放散量
平場 ※ 市松敷き ○ 模様流し ○ （ ○ 合板類 ○ 普通合板 表板の樹種名 ○ ※ 規制対象外
階段部分 ※ 模様流し ○ 市松敷き ○ （ Ｇ 板面の品質 ○ ○ （ ）

見切り、押え金物 厚さ ○ 図示 ○

材質 （ ） 接着の程度 ○ １種 ○ ２種 　 セルフレべリング材 種類及び品質
種類 （ ） 防虫処理 ○ 行う ○ 行わない 塗り （建改6.17.2～3） ○ せっこう系
形状等 ○ 図示 ○ ○ 天然木化粧合板 化粧板の樹種名 ○ ○ セメント系

Ｇ 厚さ ○ 図示 ○ 標準塗厚（mm）
　 合成樹脂塗床 接着の程度 ○ １種 ○ ２種 ○ （ ）

（建改6.10.2、3） 防虫処理 ○ 行う ○ 行わない
○ 厚膜型塗床材 ※ 平滑仕上げ ○ 防滑仕上げ ○ 特殊加工化粧合板 化粧加工の方法 　 フリーアクセス

弾性ウレタン樹脂系塗床材 ○ つや消し仕上げ Ｇ ○ オーバーレイ ○ プリント フロア （建20.2.2）

○ 厚膜型塗床材 ○ ○ 平滑仕上げ ○ 防滑仕上げ ○ 塗装 ○ ○ 450角以上 ○ ○ ○ 帯電防止床タイル
エポキシ樹脂系塗床材 ○ 表面性能 ○ ○ 600角以下 ○ ○ ○ タイルカーペット

○ 厚さ ○ 図示 ○ ○ （ ） ○ （ ）
○ 薄膜型塗床材 ※ 平滑仕上げ 接着の程度 ○ １種 ○ ２種 ○ 450角以上 ○ ○ ○ 帯電防止床タイル

防虫処理 ○ 行う ○ 行わない ○ 600角以下 ○ ○ ○ タイルカーペット
塗床材のホルムアルデヒド放散量 ○ その他の ○ メラミン樹脂化粧板 ＪＩＳ　Ｋ　６９０３による ○ （ ） ○ （ ）

※ 規制対象外 ボード類 ○ １．２ ○ ○ 450角以上 ○ ○ ○ 帯電防止床タイル
○ （ ） ○ ○ ○ 600角以下 ○ ○ ○ タイルカーペット

） ○ （ ） ○ （ ）
　 フローリング張り ○ 単層フローリング（フローリングボード１等）

（建改6.11.2～6） 工法 ○ 釘留め工法： ○ 根太張り ○ 直張り せっこうボード等の下地 適用地震時水平力
（建改　表11.1～5） ○ 接着工法 ○ 図示 １階及び地階 ○ ０．６Ｇ以上

樹種 ○ なら ○ （ ） せっこうボードの目地工法 中間階（ 階　） ○ ０．６Ｇ以上 ○ １．０Ｇ以上
間伐材等の適用 ○ 仕上表による 最上階（ 階　） ○ １．０Ｇ以上

○ 適用する ○ 適用しない 遮音シール材 帯電防止床タイル
○ 単層フローリング（フローリングブロック１等） ○ 適用する ○ アクリル系又はウレタン系シーリング ○ 置敷タイプ

樹種 ○ （ ） ○ ジョイコンバウンド（ＪＩＳ　Ａ　６９１４） ○ パネル一体タイプ（パネル一体タイプ以外の仕上げ材は別途内装工事とする）
厚さ ○ （ ） ○ 適用しない 寸法精度
大きさ ○ （ ） 合板類の張付け ※ 標準仕様書２０．２．２（２）（オ）（ａ）～（ｃ）による
間伐材等の適用 ○ Ａ種 ○ Ｂ種 ○ 以下による

○ 適用する ○ 適用しない パネルの長さ寸法精度 （ ）
○ 複合フローリング 　 壁紙張り パネルの平面形状（角度）寸法精度 （ ）

工法 ○ 釘留め工法： ○ 根太張り ○ 直張り （建改6.14.2、３） ホルムアルデヒド放散量 フリーアクセスフロアの高さの寸法精度 （ ）
○ 接着工法 ※ 規制対象外 ローリングロード性能 ○ 適用する （適用室： ）

樹種 ○ なら ○ （ ） ○ （ ） ○ 適用しない
種別 ○ Ａ種 ○ Ｂ種 ○ Ｃ種 ローリング性能については所定荷重　１０００Ｎ（５０００Ｎの積載荷重は、１０００Ｎ以上（任意））に
間伐材等の適用 よる繰り返し試験後、残留変形３．０mm以下であること

○ 適用する ○ 適用しない （パネル面に目視による著しいわだち及び損傷がないこと。かつ、使用上有害ながたつきがないこと。）
フローリング及び接着剤のホルムアルデヒド放散量 ○ 不燃 ○ 準不燃 帯電防止性能

※ 規制対象外 ○ 不燃 ○ 準不燃 ○ 評価値（Ｕ）≧０．６
○ （ ） ○ 不燃 ○ 準不燃 ○ 評価値（Ｕ）≧１．２

接着工法の場合の裏面の不陸緩和材 モルタル・プラスター面の素地ごしらえ ※ Ｂ種 ○ Ａ種 感電防止性能
※ 合成樹脂発泡シート コンクリート・ＡＬＣ面の素地ごしらえ ※ Ｂ種 ○ Ａ種 漏えい抵抗≧１×１０^６Ω
○ （ ） せっこうボード面及びその他ボード面の素地ごしらえ ※ Ｂ種 ○ Ａ種 （品質・性能・試験方法）　　建築材料等品質性能表による

○ 現場塗装仕上げ 耐震性能
○ ウレタン樹脂ワニス塗り 　 モルタル塗り モルタル 建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による
○ オイルステインの上、ワックス塗り （建改6.15.3、5、6） ○ 現場調合材料 ○ 二重床複合アウトレット用開口部
○ 生地のままワックス塗り ○ 既調合材料 （材料： ） 適用室： （

既製目地材 開口の数
● 畳敷き （建改6.12.2） 種別 ○ Ａ種 ○ 設ける 施工箇所（○ ） フロア面積８㎡につき、１ヶ所かつ予備開口を１４㎡につき１ヶ所

● Ｂ種 形状 （ ○ 図示 ○ （ ）） 開口の大きさ

○ Ｃ種 ○ 設けない 以下の仕様が入ったアウトレットが収まる大きさ
○ Ｄ種（畳床： ○ ○ ○ ○ ○ 床の目地 （電源）コンセント：２Ｐ１５Ａ接地極付×２

下地の種類 ○ 設ける （電話）情報用モデュラージャック：８極８芯×１
● 標準仕様書　表１２．６．１による床組 目地の種類 ※ 押し目地 取付方法
○ ポリスチレンフォーム床下地（ノンフロン） Ｇ ○ （ ） フリーアクセスフロア製造所の仕様とする
○ （ ） 目地割り ※ ２㎡程度（最大目地間隔３ｍ程度）

畳表及び畳床はホルムアルデヒド、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を ○ （ ） 　 可動間仕切
使用したものとする。 最大目地間隔 ※ ３ｍ程度 （建20.2.3）

○ （ ）
● せっこうボード 合板類、ＭＤＦ及びパーティクルボード、接着剤のホルムアルデヒド放散量 ○ 設けない

その他のボード及び ※ 規制対象外 ○ スタッド式（内臓） ○ メラミン樹脂焼付 ○ ３６未満 ○ 不燃
合板張り（建改6.13.2、3） ○ （ ） 　 タイル張り 伸縮調整目地の位置 ○ スタッド式（露出） ○ アクリル樹脂焼付 ○ ３６以上

（建改6.16.2～4） 床タイル ○ パネル式 ○ 壁紙張り
※ 縦、横とも４ｍ以内ごと ○ スタッドパネル式 ○ （ ）

○ 木質系セメント板 ○ ＨＷ ○ １５ ○ ２０ ○ ２５ ○ ○ 図示
Ｇ ○ ＮＷ ○ １５ ○ ２０ ○ ２５ ○ ○ （ ） パネル内に取付ける建具

○ 床タイル以外 ○ あり 寸法及び形状： ※ 図示（ ）
○ 繊維強化 ○ ０．８ＦＫ ○ 突付け ○ 目透し ○ 図示 ○ （ ） ○ （ ）

セメント板 １．０ＦＫ ○ ６ ○ ８ 伸縮調整目地のシーリング材、目地寸法は改修標準仕様書　第３章による ○ なし
○ ○ ９１０×２７３０ ○ ○ セメントモルタルによるタイル（セラミックタイル）張り ドアクローザー、丁番、錠前、上げ落しは、標準仕様書１６章８節の建具用金物に対応する材質とする

目地 ○ 目透しシーリング工法 タイルの形状、寸法等 表面仕上げ材を壁紙張りとする場合の品質、性能は標準仕様書１９章による
○ ジョイナ工法 パネル材料のホルムアルデヒド放散量

（ ○ アルミ製 ○ 樹脂製 ） ※ 規制対象外
厚さ ○ ６（不燃）○ ８（不燃） G ○ （ ）

○ Ⅰ Ⅱ Ⅲ ガラス留め材
仕上げ ○ ＵＶ塗装 ○ シート張り ○ ガスケット

○ 突板張り ○ 一般塗装 ○ シーリング
○ 火山性ガラス質 ○

複層板

⼀級建築⼠ 登録第 209864 号
印

内⽥ 信介

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) - 10267 号

規格名称 種　類 ＪＩＳ記号

長崎県土木部営繕課

厚さ（mm）、規格等
備　考

○ ○ ○○ ○ ○

再生材料
の適用

○ ○
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　種　類 厚さ（mm） 寸　法 性　能

貸切営業所休憩室等改修工事工事名称

○ ○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

特-２２

（dB/500HZ)
防火性能

33

構造形式による種類
構成基材の種類 パネル表面材 遮音性

スタッド パネル の仕上げ

１００ ３０００
１２０

施工箇所 寸法（mm）

５０００

１００ ３０００

○ ○

～

１００ ３０００
１２０ ５０００

○ ○

再生材料
の適用

○

○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○

区　分
有

32

耐凍
害性

耐
滑
り
性

備考
による

区　分
有 無

施ゆう 標準 特注無ゆう 有 無

 施工箇所 種類
形状/寸法
（mm）

吸水率

うわぐすり 役　物 色

ＫＴ－Ⅲ ＫＴ－Ｋ

無機質

30

ＫＴ－Ｉ ＫＴ－Ⅱ

設 計 者 氏 名

 施工箇所 種類
形状/寸法
（mm）

吸水率

うわぐすり

チック

壁紙の種類

紙 繊維
プラス

28

施工箇所

無

その他

役　物 色

防火性能 商品名（程度）

耐凍
害性

耐
滑
り
性

備考
による

○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○

○○ ○ ○

施ゆう

○

○ ○

１２０ ５０００

高さ（mm） 所定荷重（Ｎ） 表面仕上材

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

特記事項特記事項章

長崎県営繕工事特記仕様書（ ２２ ）
図面番号

図面名称 建築改修工事特記仕様書（８）

章 項目項目 特記事項

６

無ゆう 有 無 標準 特注

29

●

６

章 項目

　

建 築 士 事 務 所 名

31

26

22

23

24

パイル形状 寸法

※

○

○

ループパイル

種類 施工箇所

カットパイル

工法種別

カット・ループ併用

施工箇所

25

内
装
改
修
工
事

(

続
き

)

総厚さ（mm） 備考

帯電防止及び
防汚加工品

樹脂モルタル工法
厚膜流し展べ工法
薄膜流し展べ工法

27

ＫＴ－Ｎ

規格名称 種　類

硬質木毛セメント板
普通木毛セメント板

けい酸カルシウム板
タイプ２（無石綿）
化粧けい酸カルシウム板
タイプ２（無石綿）

ＪＩＳ記号 厚さ（mm）、規格等

2025/04/01版

●

６

内
装
改
修
工
事

(

続
き

)

内
装
改
修
工
事

(

続
き

)

仕上げの種類

設計年：令和７年６月



建築改修工事（９）

　 移動間仕切 　 カーテン ○ 再使用する ○ 新設する ● 材料 （建改7.1.3） 屋内で使用する塗料のホルムアルデヒド放散量
（建20.2.4） （建20.2.16） ※ 規制対象外

○ （ ）
防火材料

平行方向 ○ 手動式 ○ プッシュ式 ○ ６０程度 ○ 鋼板 ○ 焼付塗装 ○ ３６未満 ○ シングル ○ 片引き ○ 手引き ○ つまみひだ ○ 図示 ○ 屋内の壁、天井仕上げは、防火材料とする
移動式 ○ 電動式 ○ ハンドル式 ○ １００程度 ○ （ ） ○ 壁紙張り ○ ３６以上 ○ ダブル ○ 引分け ○ ひも引き ○ 箱ひだ、片ひだ ○ ○ 次の箇所を除き、防火材料とする 箇所 （ ）
二方向 ○ 部分電動式 ○ （ ） ○ 電動 ○ プレーンひだ
移動式 ○ シングル ○ 片引き ○ 手引き ○ つまみひだ ○ 図示 ● 下地調整 塗替えＲＢ種の場合の既存塗膜の除去範囲

○ ダブル ○ 引分け ○ ひも引き ○ 箱ひだ、片ひだ ○ （建改7.2.1～7） ● 図示
表面仕上げを壁紙張りとする場合の品質、性能は、標準仕様書１９章による ○ 電動 ○ プレーンひだ ○ （ ）
遮音性能は、ＪＩＳ　Ａ　６５１２に準拠し、中心周波数５００Hzの音についての透過損失とする 既存さび止め塗料の鉛含有調査

ハンガーレールの取付け下地の補強 生地の仕様 ○ 行う （ ）箇所
※ 取付け全重量の５倍以上の荷重に対して、使用上支障のない耐力及び変形量となるように補強する 消防法で定める防炎性能の表示があるもの ○ 行わない
○ 図示による（ ） ポリエステル繊維又は植物を材料とする合成繊維を使用した製品を使用した場合は、 G とする。

パネルをランナーに取り付ける部品 暗幕カーテンの両端、上部及び召合せの重なり 下地調整
※ ランナーに加わる重量の５倍以上の荷重に耐えられるもの ※ ３００ｍｍ以上
○ （ ） ○ （ ）

ハンガーレール及びランナー ○ 木部 ※ 不透明塗料塗の場合はＲＢ種 ○ （ ）
※ パネル重量の５倍の荷重を、パネル１枚に使用するランナー数で除した値に対して、 　 カーテンレール ○ 再使用する ○ 新設する ○ 鉄鋼面 ※ ＲＢ種 ○ （ ）

耐力及び変形量が使用上支障のないものとする （建20.2.16） 材料による区分 ○ 亜鉛めっき面 ※ ＲＢ種 ○ （ ）
○ （ ） ※ アルミニウム製及びアルミニウム合金の押出し成型材 ○ 亜鉛めっき面（鋼製建具等） ※ ＲＢ種 ○ （ ）

移動間仕切の壁面あたり枠 ○ ステンレス製 ● モルタル、プラスター面 ※ ＲＢ種 ○ （ ） ○ 行う ○ 行わない
※ 適用する（製造所の仕様による） 形式 ○ シングル ○ ダブル ※ ＲＢ種 ○ （ ） ○ 行う ○ 行わない
○ （ ） ○ 片引き ○ 引き分け

ハンガーレールを取り付けるあと施工アンカー 強さによる区分 ○ 押出成形セメント板面 ○ ＲＡ種 ※ ＲＢ種 ○ ＲＣ種 ○ 行う ○ 行わない

材質 ○ 図示（ ） ○ （ ） ※ １０－９０ ○ （ ） ○ コンクリート面（ＤＰ） ※ ＲＢ種 ○ ＲＣ種 ○ 行う ○ 行わない

寸法 ○ 図示（ ） ○ （ ） 仕上げ ※ ＲＢ種 ○ （ ）
※ アルマイト ○ （ ）

　 トイレブース 形状
（建20.2.5） ※ 角形 ○ （ ） ● 錆止め塗料塗り 錆止め塗料塗りの種別

○ メラミン樹脂系化粧板 ○ 無地 ※ ○ 標準 ※ 製造所の仕様 （建改7.4.2、3）

○ ポリエステル樹脂系化粧板 ○ 柄物 ○ （ ） ○ Ｒ ○ アルミニウム製 　 ブラインドボックス ○ 再使用する ○ 新設する
○ （ ） ○ ステンレス製 及びカーテンボックス 溝形×深さ（mm） 塗替え ※ Ａ種 ※ Ｃ種 ○ （ ）
吊り方式 ○ ９０×１５０ ○ １２０×８０ ○ １２０×１５０ ○ １５０×８０ 新規見え掛り ※ Ａ種 ※ Ａ種 ○ （ ）

※ 中心吊、戸当たり付 ○ 図示 （ ） 新規見え隠れ ※ Ａ種 ※ Ｂ種 ○ （ ）
○ （ ） 材質 ○ 集成材 （仕上げ： ） 塗替えＲＡ ※ １回目Ｃ種、２，３回目Ｄ種 ※ Ａ種 ○ （ ）

パネル材料のホルムアルデヒド放散量 ○ アルミニウム製　押出し型材（市販品） 塗替えＲＢ ※ Ｅ種 ※ Ｂ種 ○ （ ）
※ 規制対象外 種別（標準仕様書　表１４．２．１） 塗替えＲＣ ※ Ｅ種 ※ Ｃ種 ○ （ ）
○ （ ） ○ ＢＣ－１ 新規 ※ １回目Ｃ種、２，３回目Ｄ種 ※ Ａ種 ○ （ ）

○ ＢＣ－２ 塗替え ※ Ｂ種 ○ Ａ種 ※ Ｃ種 ○ （ ）
　 視覚障害者用 色合い 新規見え掛り ※ Ｂ種 ○ Ａ種 ※ Ａ種 ○ （ ）

床タイル ○ 標準色 （ ） 新規見え隠れ ※ Ｂ種 ○ Ａ種 ※ Ｂ種 ○ （ ）
（建11.2.2） ○ 塩化ビニル製 ○ ○ ７．０ ○ 特注色 （ ） 塗替え ※ Ａ種 ○ （ ） ※ Ｃ種 ○ （ ）
（建19.2.2） ○ （ ） ○ （ ） ○ 鋼製 （仕上げ： ） 新規鋼製建具等 ※ Ａ種 ○ （ ） ※ Ａ種 ○ （ ）

○ セラミックタイル G ○ ○ １７程度 その他めっき鋼面 ※ Ａ種 ○ （ ） ※ Ｂ種 ○ （ ）
○ （ ） 　 コーナービート 材質 ○ アルミニウム押出形材差込型 （ ） 塗替え ※ Ｂ種 ○ （ ） ※ 改修標準仕様書　

○ レジンコンクリート製 ○ ○ ３０ （壁ボード出隅 ○ シルバー ○ 焼付 （ ） 新規鋼製建具等 表７．４．６による
○ （ ） ○ （ ） 　保護金物） 施工箇所 塗替え ※ Ｃ種 ○ （ ） ※ Ｃ種 ○ （ ）

○ セラミックタイル G ○ ○ １７程度 ○ 図示 （ ） 新規鋼製建具等 ※ Ｃ種 ○ （ ） ※ Ａ種 ○ （ ）
○ （ ）

○ レジンコンクリート製 ○ ○ ３０ 　 天井見切縁 材質 ○ アルミニウム押出形材 ● 塗装 （建改7.5～7.13）

○ （ ） ○ （ ） ○ 塩化ビニル製
○ コンクリート製 ○ ○ ６０ 施工箇所 合成樹脂調合 ※ Ｂ種 ○ （ ） ※ Ａ種 ○ （ ）

○ （ ） ○ 仕上表による ペイント塗り ※ Ｂ種 ○ （ ） ※ Ｂ種 ○ （ ）
○ 図示 （ ） (ＳＯＰ) ※ Ｂ種 ○ （ ） ○ Ｂ種 ○ Ａ種

視覚障害者用ブロック等の突起の形状及びその配列はＪＩＳ　Ｔ　９２５１による 塗料の種類
○ 樹脂系点字鋲（タイルカーペット用） 　 天井点検口 ※ １種

寸法 ○ ３００角 ○ ５００角 ○ ２種
色 ○ 黄色 ○ （ ） ○ アルミニウム製 ○ 450×450 ○ 一般型 ○ 屋内外用 ○ 額縁タイプ ○ 額縁タイプ
留付け 両面からの挟込みホック式または接着式 ○ ○ 600×600 ○ 屋内用 ○ 目地タイプ ○ 目地タイプ ○ ※ Ｂ種 ○ Ａ種 ○ Ｂ種 ○ Ａ種

○ 気密型 ○ ※ Ｂ種 ○ Ａ種 ○ Ｂ種 ○ Ａ種
　 階段滑り止め 材種及び形状等

（建20.2.7） 材種 ○ ステンレス製 ○ 黄銅製押出型材 ○ アルミニウム製押出型材 （品質・性能・試験方法）：建築材料等品質性能表による
○ （ ）

形状 ○ タイヤ型（タイヤの材質：ゴム又は合成樹脂等） ○ タイヤレス型 　 床点検口
端部の形状 ○ フラットエンドあり ○ フラットエンドなし ○ Ａ－１種
寸法（幅） ○ ３５mm程度 ○ ４０mm程度 ○ ５０mm程度 （底板） ○ 450×450 ○ 一般型 ○ 屋内外用 ○ 鍵つき ○ Ｂ－１種
取付け工法 ※ 接着工法 ○ 埋込工法 ○ 鋼製 ○ 600×600 ○ 密閉型 ○ 屋内用 ○ 鍵なし ○ Ｃ－１種

○ （ ） つや有合成樹脂 コンクリート面等 ※ Ｂ種 ○ （ ） ○ Ａ種 ○ Ｂ種
　 床目地棒 床仕上げの異なる箇所には、目地棒を入れる （枠） エマルションペイント 屋内の木部 ※ Ｂ種 ○ （ ） ※ Ａ種 ○ （ ）

（建20.2.8） ※ ステンレス製　６×１２ 標準詳細図　４－３１－２ ○ アルミニウム製 塗り(ＥＰ－Ｇ) 屋内の鉄鋼面 ※ Ｂ種 ○ （ ） ※ Ａ種 ○ Ｂ種
○ 黄銅製　６×１２ 標準詳細図　４－３１－２ ○ （ ） 屋内の亜鉛めっき鋼面 ※ Ａ種 ○ （ ） ※ Ａ種 ○ Ｂ種
○ ステンレス製 型　（幅４０程度　厚さ１．５） 標準詳細図　４－３１－１ （目地） ○ ※ Ｂ種 ○ （ ） ○ Ａ種 ○ Ｂ種

○ ステンレス製 ○ ※ Ｂ種 ○ （ ） ○ Ａ種 ○ Ｂ種
　 手すり ○ 集成材手すり ○ （ ） オイルステイン塗り（ＯＳ）

（建20.2.6） 塗料（ ○ 油性 ● 水性 ）
密閉型とは、ボルト、ナット等メカニカル構造にパッキンを装着したものとする ○ ※ Ｂ種 ○ Ａ種 ○ Ａ種 ○ Ｂ種

○ １段 ○ ３５φ ○ ４５φ ○ （ ） ○ タモ ○ ＣＬ （品質・性能・試験方法）：建築材料等品質性能表による
○ ２段 ○ ３６φ ○ （ ） ○ （ ） ○ （ ） つや有合成樹脂エマルジョンペイント塗り（コンクリート面、モルタル面、プラスター面、せっこうボード面、その他

　 仕上塗材仕上げ 建物内部に使用する塗料のホルムアルデヒド放散量 ボード面）の塗替えの場合のしみ止め
○ 既製手すり(樹脂製） ※ 規制対象外 ※ 改修標準仕様書　表７．９．１の工程１の下塗りをしみ止めシーラーとする

○ （ ） ○ （ ）

合成樹脂エマルジョンペイント塗りの塗替えの場合のしみ止め

○ Ｏ型（１段） ○ ４０φ ○ （ ） ○ 仕上塗材の種類 ※ 改修標準仕様書　表７．１０．１の工程１の下塗りをしみ止めシーラーとする
○ Ｏ型（２段） ○ ３４φ ○ （ ） （心材共） ○ （ ）

○ 高日射反射率塗料塗り Ｇ

点字表示板 （ ）箇所 ○ 内装薄塗材Ｅ　 （ ） ○ 砂壁状じゅらく
ＪＩＳ　Ｔ ０９２１に基づく点字の表示原則及び点字表示方法による ○ 内装薄塗材Ｗ ○ 京壁状じゅらく

○ ポリカーボネート製 大きさ：１２０×１５０程度　厚み：０．１mm程度 ○ 吹付用軽量塗材 （ ） ○ 砂壁状じゅらく
○ 塩ビ製 大きさ：１００×１２５程度　厚み：０．１mm程度 ○ こて塗用軽量塗材 （ ） ○ 平たん状

　 ブラインド ○ 再使用する ○ 新設する
（建20.2.14） 木部の下地調整（改修標準仕様書７．２．２）

○ ＲＡ種 ○ ＲＢ種 ○ ＲＣ種

○ 横型 ○ 手動 ※ ギヤ式 ※ アルミニウム ※ ※ 鋼製 ○ 図示 　 フッ素樹脂塗装 打放しコンクリート面保護工法
○ コード式 合金製 Ｇ ○ （ ） ○ （ ） ○ （ ） （上塗材） 水性 浸透性吸水防止材
○ 操作棒式 ○ （ ） （下塗材） ○ 水性フッ素樹脂クリアー

○ 電動 ○ 水性フッ素樹脂カラークリアー
○ 縦型 ○ 手動 ※ ２本操作コード式 ○ アルミスラット ○ アルミニウム ○ 図示

○ １本操作コード式 ○ クロススラット ○ 合金製 ○ （ ） 　 焼付塗装
○ （ ）

○ 電動 ○ ○

○ ○

縦型ブラインドのスラットの材質 ○

○ アルミスラット： 焼付け塗装仕上げ ○ ○

○ クロススラット： 消防法で定める防炎性能の表示がある特殊樹脂加工 ○ ○

○

ポリエステル繊維又は植物を原料とする合成繊維を使用した製品を使用する場合は Ｇ とする ○ ○

○ ○

内⽥ 信介
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形式 開閉操作 ひだの種類 商品名（程度）

42

43

44

45

コート素材 焼付種別 仕上げ

フッ素樹脂

ソリッド

ウレタン樹脂 メタリック
アクリル樹脂

メタリック

○ 亜鉛めっき鋼板

○

アクリル樹脂 メタリック
ウレタン樹脂

ソリッド

べーク

アルミニウム

○ ステンレス

フッ素樹脂 ソリッド
ウレタン樹脂
アクリル樹脂

部位

5

ひび割れ部の補修

● 鉄構面

塗料製造所の仕様による○
反射率塗料

○
屋根用高日射

２類 ○ ３級２級

工程
塗料その他

規格番号 規格名称 種類 等級

１級塗料塗り JIS Ｋ5675

－

木材保護塗料塗り(ＷＰ)

● －

塗付け量(kg/㎡）

合成樹脂エマルションペイント塗り(ＥＰ)
ウレタン樹脂ワニス塗り(ＵＣ)

○
鉄鋼面
上塗り等級（　　　）級

○

コンクリート面及び
押出成形セメント板面

上塗り等級（　　　）級

○

○

●

改修標準仕様書
表７．８．２

改修標準仕様書
表７．８．１

4

亜鉛めっき鋼面
○

○

クリヤラッカー塗り(ＣＬ)
アクリル樹脂系非水分散型塗料塗り（ＮＡＤ）

○

鉄鋼面
亜鉛めっき鋼面

（鋼製建具以外）

（鋼製建具）
亜鉛めっき鋼面

耐候性塗料塗り(ＤＰ)

改修標準仕様書
表７．８．１

改修標準仕様書
表７．８．２

新規

木部屋外
木部屋内

○ （ ）

工程

塗替え

●
※ Ａ種 ※

○

）

※

Ｂ種（○

）Ｂ種 （ ） ※ Ｂ種 （

ＥＰ－Ｇ

ＤＰ

ＳＯＰ

○ 亜鉛めっき面

塗装 塗装面

ＥＰ－Ｇ

ＤＰ

3

工種の種別塗料の種別塗装面

ＳＯＰ

1

2

○
せっこうボード面及び
その他ボード面

ＡＬＣパネル面
コンクリート面（ＤＰ以外）、

○

下地面の種類 下地調整の種別

スラットの材質
スラット幅 ボックス・レール

内枠

47
材質 寸法 形式 備考

外枠
46

材質 寸法 形式

48

呼び名

○ 薄付け仕上塗材

寸法

ー

防火材料 仕上げの形状等

○ 軽量骨材仕上塗材

（mm） の材種
２５

37

38

　指詰め防止材共

仕上

材質

形式

形式 径

39

仕上

径 ブラケット

アルミ合金製

形式 操作方法

40

幅、高さ、
取付箇所

種類

2025/04/01版

工事名称

長崎県土木部営繕課

８０
１００ 6

株式会社 新建築設計事務所
⻑崎県知事登録 第( 22 ) - 10267 号

⼀級建築⼠ 登録第 209864 号
印

色柄
形状 形状

寸法（mm）

特-２３

貸切営業所休憩室等改修工事

長崎県営繕工事特記仕様書（ ２３ ）
設計年：令和７年６月

図面番号
設 計 者 氏 名

建 築 士 事 務 所 名

図面名称 建築改修工事特記仕様書（９）

取付箇所

ドアエッジ
表面材の種類

総厚さ
（mm）

パネル表面材

３００×３００

○

○

パネル圧接装置
の操作方法

材質

３００×３００

３００×３００

３００×３００

３００×３００

３００×３００

項目 特記事項

　 　 ●

章 項目 特記事項 章 項目 特記事項

７

内
装
改
修
工
事

(

続
き

)

内
装
改
修
工
事

(

続
き

)

塗
装
改
修
工
事

６ ６
遮音性

（db/500Hz
）

章

厚さ（mm）
36

屋内

施工箇所 種類

仕上げ

材質

34

構造形式
操作方法に
よる種類

幅木タイプ

35 脚部

屋外



建築改修工事（１４）

● 石綿含有建材の 既調査結果 ○ 石綿含有成形板（石綿含有けい酸カルシウム板第一種）の除去 　 断熱・ フェノールフォーム断熱材又は保温材、接着剤のホルムアルデヒド放散量
除去工事 ○ 有り ○ 無し 除去対象範囲 防露改修工事 Ｇ ※ 規制対象外

調査結果 ○ 図示（ ） （建改9.3.2～4） ○ （ ）
○ 図示（内部仕上表、外部仕上表参照） ○ （ ） ○ 断熱材打込み工法
○ 下表のとおり 隔離養生（負圧不要）方法 断熱材 ＪＩＳ　Ａ　９５２１に基づく発砲プラスチック断熱材

棟名 採取場所 材料名 石綿の有無 ○ 図示（ ） 種類 ○ （ ）
○ （ ） 厚さ（mm） ○ （ ）

足場 施工場所 ○ （ ）
○ 図示（ ）
○ （ ） ○ 断熱材現場発泡工法

除去した石綿含有けい酸カルシウム板第一種の処分 断熱材種類 ○ Ａ種１ ○ Ａ種１Ｈ ○ （ ）種
○ 埋立処分（管理型最終処分場） 吹付け厚さ（mm) ※ ２５ ○ ３０ ○ （ ）
○ 中間処理（溶融施設又は無害化処理施設） 施工場所 ○ 図示
○ （ ） ※ 窓廻り等の断熱材補修部分、リーフドレン廻りの床版等、部分的に後張りと

しなければならない箇所
○ 石綿含有成形板（石綿含有けい酸カルシウム板第一種以外）の除去 ○ 断熱材後張り工法

（建改9.1.1、3～5） 施工調査 除去対象範囲 断熱材 ＪＩＳ　Ａ　９５２１に基づく発砲プラスチック断熱材
○ 石綿含有建材の事前調査 ○ 図示（ ） 種類 ○ （ ）

工事着手に先立ち、目視及び貸与する設計図書等により石綿を含有している ○ （ ） 厚さ（mm） ○ （ ）
吹き付け材、成形板、建築材料等の使用の有無について調査する。 除去した石綿含有成形板の処分 施工場所 ○ （ ）
貸与資料 ○ 石綿含有せっこうボード 断熱材にせっこうボード等を張り付けたパネル ○ 使用する ○ 使用しない

○ （ ） ○ 埋立処分（管理型最終処分場）
○ 分析による石綿含有建材の調査 ○ 石綿含有せっこうボードを除く石綿含有成形板 　 屋上緑化改修工事 Ｇ 植栽基盤及び材料

分析対象 ○ 埋立処分（管理型最終処分場） （建改　9.4.2～4） ○ 屋上緑化軽量システム
アクチノライト、アモサイト、アンスフィライト、クリソタイル、クロシドライト、トレモライト ○ 中間処理（溶融施設又は無害化処理施設） 芝及び地被類の種類等

○ 図示（ ）

分析方法 ○ 石綿含有仕上塗材又は石綿含有下地調整材の除去 ○ （ ）
除去対象範囲 見切り材、舗装材、排水孔、マルティング材等

○ 図示（ ） ○ 図示（ ）

○ （ ） ○ （ ）

除去方法 （品質・性能・試験方法）：建築材料等品質性能表による
○ （ ） 工法

養生方法 １章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法
○ （ ） かん水装置 ）

除去した石綿含有仕上塗材の処分 ○ 設置する（種類：
○ 埋立処分（安定型最終処分場） ○ 設置しない

サンプル数 ○ 埋立処分（管理型最終処分場） 既存保護層の撤去
１箇所あたり３サンプル ○ 中間処理（溶融施設又は無害化処理施設） ○ 行う

採取場所 ○ 行わない
○ 図示（ ） ○ （ ） 石綿含有建材除去後の仕上工事 新植した芝及び地被類の枯補償の期間

○ 図示（ ） ※ 引渡しの日から１年
（建改9.1.1） ○ 石綿粉じん濃度測定 ○ （ ）

測定時期、場所及び測定点 　 透水性アスファルト 適用範囲：歩道
　 煙突用ライニング材 範囲 舗装改修工事 既存舗装の撤去及び再利用

撤去 ○ 図示（ ） （建改9.5.2～5、9） ※ 図示（ ）
○ 測定１ 処理作業前 処理作業室内 計 （ ） 点 （高圧洗浄除去工法） ○ （ ） ○ （ ）
○ 測定２ 調査対象室外部の付近 計 （ ） 点 仕様は以下による 路床
○ 測定３ 処理作業中 処理作業室内 計 （ ） 点 １） 最下部灰出し口部分及び煙突頂部の離隔養生を行う。 路床の材料
○ 測定４ セキュリティゾーン入口 計 （ ） 点 最下部は洗浄水を受けるために防水シートを設ける。
○ 測定５ 集じん・排気装置の排出口 出口吹出し風速 ２） 頂部より高圧水洗器具を挿入し、煙突用ライニング材を湿潤化させながら、除去作業を行う。

（処理作業室外の場合） １ｍ/ｓ以下の位置 ３） 撤去後は撤去面に飛散防止剤を吹付ける。 ○ 盛土 ○ Ａ種 ※ Ｂ種 ○ Ｃ種 ○ Ｄ種 ○ 図示（ ）
○ 測定６ 処理作業室内 ４） 最下部で高圧洗浄器具により撤去が困難な場所は手はつりにて撤去する。 ○ 建設汚泥から再生した処分土 Ｇ ○ （ ）

○ 施工区画周辺 計 （ ） 点 ５） 石綿を含んだ洗浄水は固形化した上下で、密封処理及び梱包処理を行う。 ○ 凍上抑制層 ※ 再生クラッシャラン ○ クラッシャラン ○ 図示（ ）
○ 敷地境界 計 （ ） 点 ６） セキュリティーゾーン等の養生材を適切に除去する。 ○ 切込み砂利 ○ （ ） ○ （ ）

○ 測定７ 処理作業後（シート養生中） 処理作業室内 計 （ ） 点 撤去後の撤去面の調査は適切に行う。 ○ フィルター層 ※ 砂 ○ 図示（ ）
○ 測定８ 処理作業後シート 処理作業室内 計 （ ） 点 石綿の処理は、関係法令に基づき適切に処理する。 （ ） ○ （ ）
○ 測定９ 撤去後１週間以降 調査対象室外部の付近 セキュリティゾーンは、関係法令に基づき適切に設置する。

煙突の頂部、最下部の撤去コンクリートは、石綿が付着したものとして適切に処分する。 路床安定処理
（建改9.1.1） 測定方法 路床安定処理の方法

○ ＪＩＳ　Ｋ　３８５０－１に基づいた測定 外断熱改修工事 Ｇ 断熱材の種類 ○ 置き換え工法
（建改9.2.2～4） ○ （ ） ○ 安定処理工法

断熱材の厚さ（mm） 路床安定処理用添加材料
○ 測定４ ○ （ ） 種類 ○ 普通ポルトランドセメント
○ 測定５ ホルムアルデヒド放散量 ○ 高炉セメントＢ種
○ （ ） ※ 規制対象外 ○ フライアッシュセメントＢ種
○ 測定 ○ なし ○ 生石灰 （ ○ 特号 ○ １号 ）
○ （ ） 外装材 ○ 消石灰 （ ○ 特号 ○ １号 ）
○ 測定 ○ （ ）
○ （ ） 添加量 （ ） kg/㎥
○ 測定 （目標ＣＢＲ ○ ３以上 ○ （ ））
○ （ ） 目標ＣＢＲを満足する添加量の確認方法

○ 安定処理土のＣＢＲ試験
○ 自動測定器による測定 （建改9.2.3） 既存外壁の処置 ○ （ ）

既存外壁仕上げ材の撤去 ○ あり ○ なし ○ ジオテキスタイル
下地面の清掃 ○ 行う ○ 行わない 単位面積質量 ○ ６０kg/㎡以上

○ 測定４ 欠損部の改修工法 ○ 改修特仕第４章　外壁改修工事による 厚さ（ｍｍ） ○ ０．５～１．０
○ 測定５ 工法 引張り強さ ○ ９８Ｎ/５cm（１０ｋｇｆ/５cm）以上

１章品質計画の適用区分による風圧力に対応した工法 透水係数 ○ １．５×１０
－１

cm/sec
不陸等の下地調整 試験

（建改9.1.3） 石綿含有建材の処理 ○ （ ） 砂の粒度試験 ○ 行う ○ 行わない
○ 石綿含有吹付け材の除去 断熱材の施工 路床土の支持力比（ＣＢＲ）試験 ○ 行う ○ 行わない

除去対象範囲 ○ 断熱材製造所の仕様による 現場ＣＢＲ試験 ○ 行う ○ 行わない

※ 図示（ ） ○ （ ） 路床締固め度の試験 ○ 行う ○ 行わない

除去方法 外装材の施工 路盤
※ 改修標準仕様書９．１．３（２）（ア）による ○ 外装材製造所の仕様による 路盤の構成及び厚さ

除去した石綿含有吹付け材等の飛散防止措置 ○ （ ） ※ 図示（ ）
※ 湿潤化 通気層の有無・厚さ ○ （ ）
○ 固形化 ○ あり （ ）mm 路盤材料（改修標準仕様書　表９．５．３による種別）

除去した石綿含有吹付け材等の処分 ○ なし ○ クラッシャラン ○ クラッシャラン鉄鋼スラグ Ｇ

○ 埋立処分（管理型最終処分場） 外装材の外壁への取付け ○ 粒度調整砕石 ○ 粒度調整鉄鋼スラブ Ｇ

○ 中間処理（溶融施設又は無害化処理施設） ○ 図示 ○ 再生クラッシャラン Ｇ ○ 水硬性粒度調整鉄鋼スラグ Ｇ

○ （ ） ○ 再生粒度調整砕石 Ｇ ○ （ ）
● 石綿含有保温材（石綿含有けい酸カルシウム板第二種含む）の除去 笠木の施工 舗装の構成

除去対象範囲 ○ 改修特記仕様書第３章　アルミニウム製笠木による ※ 図示（ ）
※ 図示（ ） ○ （ ）
○ （ ） ） 開粒度アスファルト混合物等の抽出試験

除去工法 ※ 行う
○ 粉砕して除去 ○ 行わない
● 手ばらし 舗装の平たん性

除去した石綿含有保温材等の処分 ※ 著しい不陸がないもの
○ 埋立処分（管理型最終処分場） ○ （ ）
● 中間処理（溶融施設又は無害化処理施設）

処理を行う石綿含有保温材等の仕様等

○ 石綿含有保温材 （ ） ※ 図示（ ） ○ （ ）
○ 石綿含有耐火被覆板 （ ） ※ 図示（ ） ○ （ ）
○ 石綿含有断熱材 （ ） ※ 図示（ ） ○ （ ）
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工事名称
縮 　 尺

図　　名

図 　 番

株 式 会 社

事 務 所 登 録
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長 崎 県 知 事 登 録 　 第 （ 22） -10 2 6 7号
内田　信介

新建築設計事務所 第２０９８６４号

一級建築士登録

Ａ

配置図　S=1/500

工事場所

案　内　図

長崎県交通局

長崎県長崎市田中町384-1の一部､384-2

準住居地域

5,608.32 m2(登記簿)

31.40 m2

3.150 m

鉄骨造1階建て

事務所(休憩室)

防 火 地 域
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貸切営業所休憩室等改修工事

１

貸 切 営 業 所 休 憩 室 等 改 修 工 事

【休憩室】案内図・配置図

● 建築主体工事

● 電気設備工事 ● 給排水衛生設備工事

● 空調設備工事 ○ 外構工事

● 新築建物１棟 ● 既存建物改修工事（３室）
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工事名称
縮 　 尺

図　　名

図 　 番

株 式 会 社

事 務 所 登 録

ＡＲＣＨＩＴＥＣＴＵＲＡＬＯＦＦＩＣＥ

長 崎 県 知 事 登 録 　 第 （ 22） -10 2 6 7号
内田　信介

新建築設計事務所 第２０９８６４号

一級建築士登録

Ａ

貸 切 営 業 所 休 憩 室 等 改 修 工 事

1

79.
76

33
.2
8

275.90 5
.
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0

3

79.76

0.93

4
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.3
3

14
.7
8

5

86.33

20.56
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27.06
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55.02
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8
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55
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2

22.75

9

53.71

7.39

10

54.57

3.74

11

29.38

2.57

12

25.21

13.80

13

15.39

3.67

15.47

0.
5
1

15

1.10

14

1 79.76 33.28 2,654.4128 1,327.20640

2 75.90 5.20 394.6800 197.34000

3 79.76 0.93 74.1768 37.08840

4 86.33 14.78 1,275.9574 637.97870

5 86.33 20.56 1,774.9448 887.47240

6 52.09 27.06 1,409.5554 704.77770

7 55.02 42.48 2,337.2496 1,168.62480

8 55.02 22.75 1,251.7050 625.85250

9 53.71 7.39 396.9169 198.45845

10 54.57 3.74 204.0918 102.04590

11 29.38 2.57 75.5066 37.75330

12 25.21 13.80 347.8980 173.94900

13 15.39 3.67 56.4813 28.24065

14 15.47 0.51 7.8897 3.94485

15 15.47 1.10 17.0170 8.50850

合       計 6,139.24155

敷 地 面 積 6,139.24 m2

番号 底      辺 高      さ 倍     面     積 面          積

２

【休憩室】敷地求積図



※上記仕様は止む無く仕様変更を行う場合がございますが、ご了承下さい。
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一級建築士登録

第２０９８６４号新建築設計事務所

内田　信介
長 崎 県 知 事 登 録 　 第 （ 22） -10 2 6 7号

ＡＲＣＨＩＴＥＣＴＵＲＡＬＯＦＦＩＣＥ

事 務 所 登 録

株 式 会 社
図 　 番

図　　名

縮 　 尺
工事名称

・一般地仕様

　表面材：ガルバリウム鋼板　0.3mm
　芯材：硬質ウレタンフォーム充填

・日成フレッシュボード　40mm（ホワイト色）　リブ有り

4C-75×45×15×2.3（柱頭、柱脚PL t=9）・軽量鉄骨造 柱：

・折版葺き　日成ルーフ

　屋根材：ガルバリウム鋼板　0.6mm　素地

　裏面断熱材：ペフ　4mm裏貼

・アルミ製サッシ（シルバー色）

　（AW-1）：引違窓　　2set

　　W1727mm×H1200mm　（透明　3mm）

外部仕上表

内部仕上表

・鉄筋コンクリート布基礎

　日成フレッシュボード　40mm（ホワイト色）

　表面材：ガルバリウム鋼板　0.3mm

　芯材：硬質ウレタンフォーム充填

　日成フレッシュボード　40mm（ホワイト色）

　表面材：ガルバリウム鋼板　0.3mm

　芯材：硬質ウレタンフォーム充填

天井

壁

床

その他

基礎

建具

主体構造

外壁

屋根

　耐水合板　12mm ＋ 合板　5.5mm ＋ 長尺塩ビシート　2.5mm

　（透湿防水シート）

　（AD-1）：片開戸　　2set
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休憩室B
13.76m2

Y0 Y1 Y2

間仕切

　軽鉄６５型　石膏ボードt=12.5+9.5下地ビニールクロス貼（両面）

間仕切壁

間仕切

間仕切

庇

貸 切 営 業 所 休 憩 室 等 改 修 工 事

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ　厚50　24kg/m3 

　ビニール巾木Ｈ６０

　壁端部　シーリング(３周）

　グラスウール断熱材　厚50　24kg/m3 

３

【休憩室】仕上表・平面図・立面図・断面図
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枠見込：61

透明ガラス t=3.0

アルミ製額縁

2
5

アルミ製　サッシ

握り玉錠、ドアクローザー、丁番、付属金物一式

H
=
2
,
0
0
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h
=
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,
9
8
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枠見込：41

強化ガラス（透明） t=3.0
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建築面積

A ×

×

＝

＝

建築面積・延床面積 求積表

7.433 4.225 31.4044㎡

31.40 ㎡

室面積 求積表

× ＝

× ＝

× ＝

× ＝

× ＝

合　計

WC

休憩室A

休憩室A

休憩室B

休憩室B

WC

①

②

③

④

⑤

⑥

2.1500.9

0.9 2.075

2.8165 4.225

2.8165 4.225

2.0750.9

0.9 2.150

1.867500

11.899712

11.899712

1.867500

13.767212

13.767212

1.935000

1.935000

㎡

㎡

㎡

㎡

31.4044 ㎡

31.40 ㎡合　計　改

AW-1

採光

居室
床面積

A
必要採光面積

A/20
建具記号

W H 採光補正係数
判定

※計算なき建具は充足する為除外。

換気

居室
床面積

A
必要換気面積

A/20
建具記号

AW-1

判定

OK

排煙　　　（令第128条の3の2）

居室
床面積

A
必要換気面積

A/50
建具記号 判定

※計算なき建具は充足する為除外。

※計算なき建具は充足する為除外。

×AW-1 × OK休憩室A

休憩室B

13.76㎡ 0.69㎡

採光有効面積

換気有効面積

排煙有効面積

1.695 1.131 1

ケ所

× 1

W

W

1.695/2 ×

H

1.131

H ケ所

ケ所

× 1

AW-1 1.695/2 × 0.459 × 1 OK

13.76㎡ 0.69㎡休憩室A

休憩室B

休憩室A

休憩室B

×AW-1 × OK13.76㎡ 0.69㎡ 1.695 1.131 1 × 1

AW-1 OK1.695/2 × 1.131
× 10.69㎡13.76㎡

13.76㎡ 0.28㎡

AW-1 1.695/2 × 0.459 × 1 OK13.76㎡ 0.28㎡

階

1

床面積
A

必要開口面積

A/30
建具記号

採光有効面積
W

×

H

×

ケ所 小計 合計
判定

有窓階

※計算なき建具は充足する為除外。消防法有窓会判定　　　　　※引き違い窓は有利側として1/2有効開口とする。

13.76㎡ 0.46㎡ 1.695/2 1.131 2 1.917

× × 2AD-1

合計

合計

合計

1.91㎡

1.91㎡

0.95㎡

0.95㎡

0.38㎡

0.38㎡

0.74 1.982 2.933
4.85㎡レバーハンドル

片開き戸

36

特殊化粧シート

4mm

２

１

明り採り

734

2
,
0
2
3

表示錠・ドアストッパー

符号

姿図

種類

厚み

金物

備考

枠見込/扉厚
仕上

ガラス

形状

位置

数量
休憩室Ａ・Ｂ

アクリル

1
WD

1
WD

ＷＤ

貸 切 営 業 所 休 憩 室 等 改 修 工 事

４

【休憩室】面積求積図・建具表



X0

工事名称
縮 　 尺

図　　名

図 　 番

株 式 会 社

事 務 所 登 録

ＡＲＣＨＩＴＥＣＴＵＲＡＬＯＦＦＩＣＥ

長 崎 県 知 事 登 録 　 第 （ 22） -10 2 6 7号
内田　信介

新建築設計事務所 第２０９８６４号

一級建築士登録

Ａ

6512.5 9.5, 12.59.5,

LGS

間仕切壁取合い図(上部)

6512.5 9.5, 12.59.5,

LGS

間仕切壁取合い図(下部)

貸 切 営 業 所 休 憩 室 等 改 修 工 事

矩計図

ビニール巾木

断熱材50充填（24K）

長尺塩ビシート

P.B下地ビニールクロス貼
断熱材50充填（24K）

MS-2　10x15P.B下地ビニールクロス貼

Ｙ通り　断面図 S=1/30

2
,6

60

天
井

高
さ

h
=2

30
0

2
,3

60

455455

X4

455455 455455455 455 455455

7
5

455 455455455 455 455

雨勾配

2
25

1,820 1,820 1,820 1,820 114114

7,508

3
1045

7

【外内壁】

断熱フレッシュパネル 40mm

【根太】

□-60×60×2.3

M12(H.T.B)

F10T

【床桁梁】

[-75×40×5×7

C-75×45×15×2.3

【小屋桁梁】

上弦梁：2C-75×45×15×2.3

下弦梁：2C-75×45×15×2.3

芯材：C-75×45×15×2.3

隙間コーキング（同色）

【小屋妻梁】

上弦材：2C-75×45×15×2.3

下弦材：2C-75×45×15×2.3

【天井】

断熱フレッシュパネル 40mm

【母屋】

2C-75×45×15×2.3

パネルカバー（同色）

【屋根】

折版葺き （日成ルーフ）

ポリエチレンフォーム 4mm裏貼

▽GL

鼻隠し

耐水合板 12mm

防水シート 0.15mm下地

【床妻梁】

[-75×40×5×7

C-75×45×15×2.3

□-60×60×2.3

1,500

間仕切壁

コックリート打ち金ゴテ押え

1
2
0
1
5
0

庇(既製品)
※本屋根と同材同仕様

※水下に軒樋設置

1,000

塩ビ既製品

【樋】

LGSW65下地、断熱材50充填（24K）

石膏ボードt=9.5+12.5下地(目違い)ビニールクロス貼(両面）

【床】

複層ビニル床シート2.8mm
ビニル巾木H=60

1
,2

0
0

90
0

33
.8

2
60

35

引違窓１

Y0

114

５



貸 切 営 業 所 休 憩 室 等 改 修 工 事

Ａ

一級建築士登録

第２０９８６４号新建築設計事務所

内田　信介
長 崎 県 知 事 登 録 　 第 （ 22） -10 2 6 7号

ＡＲＣＨＩＴＥＣＴＵＲＡＬＯＦＦＩＣＥ

事 務 所 登 録

株 式 会 社
図 　 番

図　　名

縮 　 尺
工事名称

31
0

1
5
0

105 105

210

4
0

500

600

46
0

1
0
0

18
0

5
0

18
0

▼ 
G・L

アンカーボルト M12

L=350

D10 @200

2-D10

D10 @200

2-D13

2-D13

2-D10
D10 @1000

内部 外部

31
0

1
5
0

105 105

210

4
0

500

600

4
6
0

1
0
0

1
8
0

5
0

1
8
0

▼ 
G・L

アンカーボルト M12

L=350

D10 @200

2-D10

D10 @200

2-D13

2-D13

2-D10
D10 @1000

F1 基礎断面図　S=1/20

F2 基礎断面図　S=1/20

2,202.52,202.5

202.5

1,0751,075 1,127.51,127.5

202.5

4,405

ア
ン

カ
ー

ピ
ッ

チ
7
,4
0
3

10
5

1
05

202.5アンカーピッチ1,850アンカーピッチ1,850202.5 300

210

500

2
10

50
0

2,142.5

2,142.5

2
,6

91
.
5

2,
02

0
2,

6
91

.
5

2,045 2,150 105

10
5

1
05

21
0

50
0

1
05

10
5

21
0

5
00

Y0 Y2

アンカーボルト　M12

L=350

床下換気孔

アンカーボルト　M12

L=350

F1

F2

F1

F1

F1

F2

7,
61

3

2,
7
96

.5
2
,7

9
6.
5

2,
02

0

1
,0

10
1
,0

1
0

X4

X0

105

基礎伏図　S=1/100

4
,
0
4
0

300 1,015

2
0
0

2
0
0

4
0
0

300

D10@300(ﾀﾃﾖｺ共)

出入口断面図　S=1/20

D13

6
0

1
2
0

1,015
モルタル木ゴテ押え

SUS製ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ(ﾀｲﾔ入り)

▼ＧＬ

D10@300(ﾀﾃﾖｺ共)

６

【休憩室】基礎伏図・基礎詳細図

使用材料

コンクリート強度

鉄筋

備考

Ｆc21(+3)-18

SD295



貸 切 営 業 所 休 憩 室 等 改 修 工 事

Ａ

一級建築士登録

第２０９８６４号新建築設計事務所

内田　信介
長 崎 県 知 事 登 録 　 第 （ 22） -10 2 6 7号

ＡＲＣＨＩＴＥＣＴＵＲＡＬＯＦＦＩＣＥ

事 務 所 登 録

株 式 会 社
図 　 番

図　　名

縮 　 尺
工事名称

棚板

扉

正面パネル

15

根太

床パネル

SZAC400,SZACC：溶融亜鉛-5％アルミニウム合金めっき鋼板(JIS G 3317)

13

14

12

6

7

9

8

鼻隠シ前後

屋根パネル

壁パネル11

妻板左右

5

桁後

鴨居

柱

土台

部　　品　　名

3

4

2

1

品番

アンカープレート

SGC400 F12 1.2

SZAC400 Y10 1.0

SGCC    F12

SGC400 F12

SGCC    F12

1.2

1.2

1.0

SZAC400 Y10

SZAC400 Y10

SZACC    Y10

1.0

0.7

0.7

SZAC400 Y10 0.5

SGC400 F12

SGC400 F12 0.7

SGCC    F12 0.8

0.6

SGHC    F12 2.3

板厚(mm)材料 (材質)

土台取付板 SGMH400 K27 2.3

10

SGMH400：溶融亜鉛-アルミニウム-マグネシウム合金めっき鋼板 (JIS G 3323)

0.6

SGC400,SGCC,SGHC：溶融亜鉛めっき鋼板(JIS G 3302)

SECC    E8

SECC：電気亜鉛めっき鋼板(JIS G 3313)

イナバ物置ＦＳ－３００９Ｓ（Ｆ）同等品

300

5
5

2
X4
2
0

=
8
4
0

5
5

95
0

557X420=294055

有効開口部間口

1353

1483 1483

4
5
0

305055 55

3160

3050

棚板 棚板

平面図

正面図

▽G.L

オールアンカー
1-M10（四隅）

1000

10
4

有
効
開

口
部
高
サ
1
7
7
0

1
79
0

2
0
3
0

950100

1130

1
5
2

80

2
0
85

5
0

側面図

７

【休憩室】物置平面図・立面図・断面図



工事名称
縮 　 尺

図　　名

図 　 番

株 式 会 社

事 務 所 登 録

ＡＲＣＨＩＴＥＣＴＵＲＡＬＯＦＦＩＣＥ

長 崎 県 知 事 登 録 　 第 （ 22） -10 2 6 7号
内田　信介

新建築設計事務所 第２０９８６４号

一級建築士登録

Ａ

貸 切 営 業 所 休 憩 室 等 改 修 工 事

8
【公舎】配置兼１階平面図

玄関

ホール 押入

下足箱

和室（4.5帖）

UP

台所（4.5帖）

便器撤去
床仕上げ撤去

便器撤去
床仕上げ撤去 浴室改修浴室改修

床改修

玄関

床改修

畳替え改修

建具改修

床改修床改修

便器撤去
床仕上げ撤去

畳替え改修床改修

建具改修 建具改修

１０３号室１０２号室１０ 室 １０４号室 １０５号室 １０６号室

工事対象外 工事対象外 工事対象外

2,
60
0

2,
60
0

5,
20
0

5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200

31,200

外構図・１階平面図（現況）  1:100

浴室 便所

玄関

ホール 押入

下足箱

和室（4.5帖）

浴室 便所

玄関

ホール 押入

下足箱

和室（4.5帖）

浴室 便所

玄関

ホール 押入

下足箱

和室（4.5帖）

浴室 便所

玄関

ホール 押入

下足箱

和室（4.5帖）

浴室 便所

１号

ホール 押入

下足箱

和室（4.5帖）

浴室
便所

玄関

ホール 押入

和室（4.5帖）

UP UP UP UP UP UP

天袋付き

プロパン庫

天袋付き天袋付き天袋付き天袋付き天袋付き

台所（4.5帖）台所（4.5帖）台所（4.5帖） 台所（4.5帖） 台所（4.5帖） 台所（4.5帖）

浴室 便所

80
0

4,
35

0

5,
00

0

1,
35

0
75

0
2,

90
0

800 800

3,
00

0
1,

50
0

2,
80

0

4,
40

05,
00

8

950

3,
20

0

800
1,752

1,
95

0

1,
00

0

4,750

3,
80

0

3,
30

0

80
0

4,
50

0

4,
50

0

31,650

80
0

1,800

2,
50

0

85
0

2,625

CBt100　2段

CBt100　2段

ポリカ小波H2100

CBt100　2段

CBt100　2段

CBt100　1段

CBt100　1段

CBt100　1段

柵　パイプφ20

柵　パイプφ20

コンクリート撤去
t=50（無筋）

砕石敷き均しt=50　撤去後敷き均し範囲　31,650x4,500

コンクリート撤去

コンクリート撤去
t=50（無筋）

コンクリート撤去
t=50（無筋）

木床組、
コンパネｔ12程度

庭庭庭庭庭庭

幹回り100

幹回り100

※外構（庭）は、全て撤去

2,800

Y2

Y1

X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7



工事名称
縮 　 尺

図　　名

図 　 番

株 式 会 社

事 務 所 登 録

ＡＲＣＨＩＴＥＣＴＵＲＡＬＯＦＦＩＣＥ

長 崎 県 知 事 登 録 　 第 （ 22） -10 2 6 7号
内田　信介

新建築設計事務所 第２０９８６４号

一級建築士登録

Ａ

貸 切 営 業 所 休 憩 室 等 改 修 工 事

9
【公舎】１階平面図（改修後）・２階平面図

便所

玄関

ホール 押入

下足箱

和室（4.5帖）

浴室
便所

玄関

ホール 押入

和室（4.5帖）

UP UP UP UP UP

天袋付き

プロパン庫

天袋付き天袋付き天袋付き天袋付き天袋付き

台所（4.5帖）台所（4.5帖）台所（4.5帖） 台所（4.5帖） 台所（4.5帖） 台所（4.5帖）

UP浴室 便所

玄関

ホール 押入

下足箱

和室（4.5帖）

550

1
,
8
0
0

床張替
下地補強

床張替
下地補強

既存のまま

新設建具

ノンスリップ(シート用)

新設タタミ敷

ユニットシャワー設置
新設床・壁・天井

新設土間
新設床仕上げ

新設便器
新設床仕上げ

新設便器
新設床仕上げユニットシャワー設置

新設床・壁・天井

床重ね貼

新設タタミ敷

床張替
下地補強

床重ね貼

敷居　45x150(杉上小)

OS塗装

新設建具新設建具

３号室１０２号室１０１号室 １０４号室 １０５号室 １０６号室

工事対象外 工事対象外 工事対象外

2,
60
0

2,
60
0

5,
20
0

5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200

31,200

１階平面図(改修後)  1:100

浴室 便所

玄関

ホール 押入

下足箱

和室（4.5帖）

浴室 便所

玄関

ホール 押入

下足箱

和室（4.5帖）

１０

浴室 便所

玄関

ホール 押入

下足箱

和室（4.5帖）

浴室

押入

DN

廊下

和室（6帖）

和室（4.5帖）

押入物入

バルコニー

押入

DN

廊下

和室（6帖）

和室（4.5帖）

押入物入

バルコニー

押入

DN

廊下

和室（6帖）

和室（4.5帖）

押入物入

バルコニー

押入

DN

廊下

和室（6帖）

和室（4.5帖）

押入

バルコニー

押入

DN

廊下

和室（6帖）

和室（4.5帖）

押入物入

バルコニー

押入

DN

廊下

和室（6帖）

和室（4.5帖）

押入物入

バルコニー

4
,3

3
0

8
70

5
,
2
0
0

5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200

31,200

手摺撤去
取替

手摺撤去
取替

手摺撤去
取替

手摺撤去
取替

手摺撤去
取替

手摺撤去
取替

畳撤去
新設タタミ敷t=50

２階は既存のまま２階は既存のまま

畳撤去
新設タタミ敷t=50

２階は既存のまま

工事対象外 工事対象外 工事対象外

１０３号室１０ 室１０１号室 １０４号室 １０５号室 １０６号室

２階工事対象外 ２階工事対象外

2階平面図（現況・改修後）  1:100

物入

２号

Y2

Y1

X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7

Y2

Y1

X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7
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図 　 番
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事 務 所 登 録
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１０
【公舎】立面図-1・手摺詳細図
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※ベランダの手すりはすべて改修とする

あと施工アンカー2-Ｍ6ｘ40(SUS)
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A詳細  1:15

100

4
5
5

4
4
6

100 1,500 1,525 1,525

FB-9x50　SOP塗装　　

FB-9x50　SOP塗装　　
FB-9x50　SOP塗装　　

新設手摺詳細図  1:30既存手摺詳細図  1:30
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２カ所
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幹φ100xH1.5(抜根共）
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１２
【公舎】103号室　１階平面詳細図
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１３
【公舎】105号室　１階平面詳細図 

カッター入れ

105号室　便所詳細図（改修後）  1:30

砕石埋め戻しt=200
モルタル金ゴテ押えt=30

コンクリート木ゴテ押えt=100
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１４
【公舎】105号室　浴室詳細図
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天井伏図（改修後）  1:50
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天井伏図（現況）  1:50
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T1合板t=15下地
長尺塩ビシートt=2.0
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コンクリート打ち(fc-180-15)

床伏図（改修後）  1:50
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１５
【公舎】105号室　２階平面詳細図
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流し 廻り 15Ｘ 30(杉上小)

敷居t=15　 100x760(杉上小)
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【公舎】106号室　１階平面詳細図
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廻り 縁： 30x30(杉一等)

野縁(LGS受)45x90
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天井伏図（改修後）  1:50
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天井下地共

ワイヤーメッシュ6x150x150入れ
コンクリート打込みt=160

新規天井化粧石膏ボードt=9.5
新設野縁45x30@455下地

大引90x90@450以内
根太45x60@303以内
T1合板t=15下地

OS塗装
敷居　45x150(杉上小)
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既存壁下地調整後(RB種)

EP-G塗装
耐水石膏ボードt=12.5下地
LGSW50

(ｆｃ－18-15)

浴室 断⾯図(改修後)  1:30

既存天井撤去
大平板t=6.0
野縁45x45

LGSW50
耐水石膏ボードt=12.5下地
EP-G塗装

浴室 断⾯図(現況)  1:30
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長尺塩ビ シート t=2. 0

あと 施工アンカーD10x8本

床伏図（改修後）  1:50
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106号室 浴室詳細図(改修後)  1:30
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大平板　 EP塗撤去(アスベスト 含有建材）

間仕切：LGSW50下地

OS塗装
敷居　45x150(杉上小)

穴埋めφ100：モルタル補修
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【公舎】106号室　浴室詳細図



S=1/30
S=1/15

カッ タ ー入れ共

建具撤去

新設建具

モルタ ル詰め
金ゴテ仕上げ

新設シーリ ング(MS)
四方

モルタ ル詰め
金ゴテ仕上げ　 EP-G塗

モルタル詰め
金ゴテ仕上げ　 EP-G塗

新設建具

新設シーリ ング(MS)
三方

▼玄関FL ▼玄関FL

型ガラスt=4. 0

103･105･106号室　建具取替

片開きドア(内付型)

握り玉、丁番、錠、DC

アイ付き

下枠用アンカー、他金物一式

W785　x　H1820

既存建具撤去詳細図 新設建具詳細図

外部

内部

外部

内部

下枠断面図

⽞関ドア改修詳細図  1:30
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モルタル詰め
金ゴテ押え

ＣＢt=120
モルタル詰め

1
0
0

金ゴテ押え

※ＣＢ積みは、モルタル詰めとする事

スリーブ穴埋め　φ100

住宅用アルミ建具

⽳塞ぎ詳細図  1:15
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額縁： 20x80　 撤去

建具撤去撤去

土間はつり W100
深さ 100程度

下枠はつり 撤去
カッ タ ー入れ共(外部内部)

既存シーリ ング撤去

額縁廻り コ ンク リ ート はつり
カッ タ ー入れ

額縁廻り コ ンク リ ート はつり 撤去

工事名称
縮 　 尺

図　　名

図 　 番

株 式 会 社

事 務 所 登 録

ＡＲＣＨＩＴＥＣＴＵＲＡＬＯＦＦＩＣＥ

長 崎 県 知 事 登 録 　 第 （ 22） -10 2 6 7号
内田　信介

新建築設計事務所 第２０９８６４号

一級建築士登録

Ａ

貸 切 営 業 所 休 憩 室 等 改 修 工 事

１８
【公舎】建具取替詳細図・穴塞ぎ詳細図


